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職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的な 
 フォローアップシステムの開発・実用化に向けた研究 
 

研究代表者：是永 匡紹  国立国際医療研究センター 肝炎情報センター 
 

わが国には約 350 万人の肝炎ウイルスキャリアがいると推定され、ウイルス肝炎は国内最大
の感染症であると記述されている（肝炎対策基本法前文）一方で、いまだ肝炎検診を受けて
いないため、自身が肝炎ウイルスに感染していることを知らずに社会に潜在しているキャリ
アが約 170 万人）存在するとの報告もある。平成 23 年度肝炎検査受検状況実態把握事業報
告書によると、肝炎検診の受検経路として、最も期待された保健所での無料検診は 6％程度
ときわめて低率にとどまり、いわゆる職域検診は 17.1％であった。さらなる問題として、非
専門科医師の認識不足、院内連携の欠如のために、肝炎検査陽性者が適切な治療に結びつい
ていない現状(国立病院機構肝疾患ネットワークでのアンケート調査結果)がある。本研究で
は、職域等を含めた肝炎検診陽性者を効率的に専門医療機関への受診を勧奨し、自治体・病
院・検診機関・保険者の状況を考慮したフォローアップシステムを構築・問題点を抽出後、
マニュアル化し肝炎診療連携拠点病院のネットワークをいかし、全国展開を推進することを
目的とする。 

A. 研究目的 
ウイルス肝炎はわが国の国民病と位置づけ

され、約 350 万人のキャリアが存在すると推定
されている。平成 14 年度から行われた老人保
健法（現在健康増進法）で主に国民保険加入者
を対象者として開始された市町村主体の肝炎
ウイルス検査受検率は約 20%に留まり、未だに
約 77 万人が未受検、更に約 53～120 万人が陽
性と知りながら受診していないと推測されて
いる。平成 26 年に重症化予防事業の一貫とし
て、自治体主体で行われる肝炎ウイルス検診
（検査）陽性者を専門医へ受診させ、受療や継
続受診をされるフォローアップ事業が開始、初
回精密検査費用の無料化、定期検査助成にて医
療費を補助することで、肝炎ウイルス陽性者を
長期間 follow up するように努めているが、医
療従事者の検査助成制度の非認識、手続きの煩
雑さ等で 十分に利用されているとはいえな
い。 
本研究では、職域等を含めた肝炎検診陽性者

を効率的に専門医療機関への受診を勧奨し、自
治体・病院・検診機関・保険者の状況を考慮し
たフォローアップシステムを構築・問題点を抽
出後、マニュアル化し肝炎診療連携拠点病院の
ネットワークをいかし、全国展開を推進するこ
とを目的とする。 

 

B. 研究方法 

平成 26 年～28 年の 3 年間、自治体(調査票

による follow up・リーフレットによる受診勧

奨)や病院(電子カルテアラート)に対応したフ

ォローアップシステムの構築と展開、職域での

肝炎ウイルス検査促進を行ってきた。この先行

研究により陽性者の受診・受療率の上昇が確認

された一方で、各システムに反応しない陽性

者・医師が存在することが明らかになっており、

研究期間内でその解決策を自治体・病院でアン

ケート調査、ソーシャルマーケティング手法、

指標班（考藤班）、コーディネーター班（江口

班）らと連携を取りながら問題点の解析と介入

を行い、システムの効果検証を行う。また職域

肝炎ウイルス検査陽性者に対するファローア

ップシステムが確立しておらず、健診機関や保

険者と連携し、職域用のシステム構築・実用化

を目指す。更に産業医・公衆衛生の専門家、ま

た労災疾病臨床研究事業研究班(中村班)とと

もに「働きながら治療できる」ことを周知・サ

ポートする病院内両立支援チームがフォロー

アップシステムを促進させる要因となる可能

性を拠点病院・専門医療機関で検討する。 



 
 

－2－ 
 

 
具体的には以下の５つのパートに分かれ調査・ 

解析結果を積み上げていく 

1. 職域肝炎ウイルス陽性者 follow up モデル班 

2. 院内非専門医介入班 

3. 院外非専門医介入班 

4. 自治体 follow up 調査班 

5. 職域肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル班 

 

C. 研究結果 

1.職域肝炎ウイルス陽性者 follow up モデル班 

約 3,000 万人が加入する我が国最大の保険者

である協会けんぽでは、612 円の自己負担(協

会けんぽが 1,428 円を負担)で肝炎ウイルス検

査を受診可能な option を有するも、その受検

率は年 1%前後であった。研究班で受検勧奨リ

ーフレットも文字数が多い事に着目し、簡易リ

ーフレットを作成、運輸業 S 事業所で同リーフ

レットを検診者本人に配布、さらに無料検査群

を加えて比較検討したところ、受検率は 21%→

37%→85%と有意に上昇し、健診案内に簡易リー

フレットの個別勧奨のよる「ついで」効果と無

料化の有効性を確認した。 

次にF支部で同様に簡易リーフレットを約150

の健診医療機関より個別に配布（約 80 万人）

したところ、受検率 12％、昨年度の比較し約

10 倍に上昇し、10 健診機関で無料検査にした

ところ更に上昇した。(下図) 

 
117 名の陽性者が確認され、3ヶ月後にレセプ

ト病名、腹部超音波検,HBVDNA,HCVRNA 検査に

て受診の有無を判定し、非受診に対して受診勧

奨を行ったところ、その 3ヶ月後には約 60%に

受診が確認された。 

 

  協会けんぽがoptionにしている検査を利用

してコストをかけず、簡易なリーフレットと健

診のついでを強調することで、職域での肝炎ウ
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イルス検査を飛躍的に向上させるだけでなく、

レセプトを用いた効率的なfollow upシステム

が確立され、全国に水平展開予定である。 

2. 院内非専門医介入班 

医療安全講習会等でHCV最新治療やHBV再活

性化についてアンケートを行った。（下図） 

 
予備検討では HBV 再活性化について、「全然

知らなかった～少ししか知らなかった」は外科

系で 50％、内科系で 33％．また、HCV 新規治

療について、「全然知らなかった～少ししか知

らなかった」は外科系で 83％、内科系で 38％

であり、外科系とその他の診療科（内科系以外）

ではウイルス肝炎についての認知度が低いこ

とが分かった．非専門医が専門医に紹介しづら

い要因として「口頭で指示している」「原病が

重篤である」「既に専門医にかかっている」

「患者さんが希望しない」「これまで知識・関

心がなかった」などの回答が得られ、非専門医

での肝炎ウイルスに対する認識度の低さが紹

介を妨げる一要因になっているかもしれず拠

点病院 10 施設で同様なアンケートを行った。

（約 1,400 名、医師数約 400 名） 

 

 
 

同様に内科以外では肝炎に対する認識度の

低下が明らかとなった。更に紹介しずらい要因

として「既に専門医（かかりつけ医）にかかっ

ている」「口頭で指示している」等が上位を占

めた。 

一方、電子カルテを用いた受診勧奨システム

はもっとも占有率が高い A 社でレベルアップ

時に順次、無償で導入されており（約 200 施設）、

中小規模の病院で占有率が高い F 社にも働き

かけ導入開始となった。医師がアラートシステ

ムを認知している非専門医でも 45%、専門医で

は 67%と高く今後も導入する施設は広がって

いくと思われる。 
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A 社では来年度、新しい再活性化予防システム

が無料で使用可能となり、併せて産業医に意見

書修正依頼に対応できるような両立支援作成

支援ツールの検討も開始した。 

3. 院外非専門医介入班 

A県 N市にて、非専門医にinterviewを行い、

簡便な診療情報提供書の必要性が抽出され、地

域連携室より配布、同時期に比べて約 1.5 倍紹

介数が上昇することが確認され、更に簡便化し

て水平展開を検討している。 

 

また拠点病院からも連携施設に肝疾患紹介に

関するアンケート調査を行ったところ（回収率

12%）、内科系・外科系とも「必ず紹介」「場合

によって紹介」が約 90％を占める一方で。「絶

対に紹介しない」との回答は外科で有意に多か

った。また約 60％の医師が肝疾患以外を自施

設での継続 follow up を希望していた。 

 

 更にB県眼科医会450名にもアンケート調査

を行ったところ（回収率 18%）、術前に肝炎ウ

イルス検査を行う施設で陽性結果を「必ず伝え

る」は 65%、陰性結果では 14％に留まっており、 

特に陰性結果を伝えられない医師は、肝炎の最

新知識の認知度有無に関わらず、紹介しないこ

とが明らかになった。その一方、陽性であって

も陰性であっても検査結果を告知していても、

紹介しずらい要因は「紹介元（かかりつけ医）」

の存在であった。 

 

4. 自治体 follow up 調査班 

 協力が得られたで都道府県follow up事業の

現状調査を行った。B県では陽性者 500 人に対

して follow up 事業同意者は約 100 人、その

50%g が s 指定医療機関に受診してるものの、

全体の陽性者の 12%程度しか把握できておら

ず、陽性者が多い市町程、同意数が低値であっ

た。 
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同意数を挙げるためには、問診時に同意を取る

ことが最も効率的であり、陽性時になった時に

行うと検査医の制度理解度、自治体から文章に

よる多量の説明分が配布、陽性結果から時間が

経過していることなどにより陽性率が低下し、

受診確認できない陽性者が増えることになる。 

 

follow up を自治体、医師会、専門医で連携し

ている県でも、受診確認率は 5～60%でありま

ずは陽性者が把握できるように同意を取り、約

半数を受診も導かすことが重要である 

5. 職域肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル班 

 分担員 35 名中 2 名しか職業を聞く習慣がな

く、職業問診への意識改革・両立支援の必要性

を把握するため職業調査を行った。 

14 施設(20%)で調査を開始しており、3～6

か月間かけてアンケートを行い、回収する。 

先行研究施設であるS病院400名のアンケート

結果では、有職：無職の比率は約 2:1 であり、

60歳以上264名(66%)の有職率は62％と半数以

上の患者さんが就労を継続していた。その一方

で両立支援介入の target となる有職者の担癌

症例は 19 例(5%)しか存在せず、1 名を除き 60

歳以上であった。更に 16 名は農業・自営業で

あり、仕事継続と治療の平行は、現状では困難

な症例であった。 

 
同様に SA 大学でも職業調査を行い肝がん患者

さんの就労状況を確認したところ、産業医が 

存在しない事業所が多かった。 

 
一方職業調査を開始した班員に、再度就労に

ついて調査を行ったところ、「聞いている」と

いう回答は 13 例(45%)と有意に上昇し、「殆ど

聞いていない、聞いていない」は 2名(7%)に留

り、拠点病院医師の意識改革が確認された。

（下図） 

 
  

上記に内容から、肝がんに対し両立・就労支

援を行うために、産業医との連携が必須であり 

2 病院がモデルとなり産業保健総合支援セン

ター、労働局、労災病院との連携を開始した。 
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D. 考察 

1. 職域肝炎ウイルス陽性者 follow up モデル班 
職域肝炎ウイルス検査の受検促進を行うた

めにまずは受検率調査を行ったが、以前の報告
と変わらず低値であった。また立道分担員から
の報告では、協会けんぽの肝炎ウイルス検査受
検率(40 歳以上)は HBV0.25%,HCV0.2%に対し、
組合健保は HBV0.96%、HCV0.58%と有意を持っ
て協会けんぽが低率であった。更に竹下分担員
の報告では、陽性率も協会けんぽの方が高いこ
とを示唆しており、我が国で加入者が最も多く、
また 612 円で受検できることもあり、まずは協
会けんぽで肝炎ウイルス検診を促進すべきで
ある。 
612 円を当日支払う形であっても、簡易リー

フレットによる個別勧奨、施設型の健診医療機
関であれ 30%以上が検診することが可能であ
り、自治体や拠点病院が一体となり、協会けん
ぽ各支部と連携をとることが自由である。一方
で、保険者は、高額な治療費を心配することを
心配されるが、肝がんは初期の肝がんでも 5
年生存率が 75%で根治が難しいがんであるこ
と、がんになると再発を繰り返すため、働けな
いではなく医療費が抗ウイルス剤よりかかる
可能性があることを交渉する際に説明した方
が良い。（下図） 

 

また総健診者が多い医療機関、特に検診車や

会場検診であれば、612 円を当日支払うことは

困難であり、現在水平展開中の１支部で、事前

受付をしてその受検率は確認中である。 

勿論 612 円が補助されると、受検率は 80%以

上となり、数年間で職域の肝炎ウイルス検査は

終了できる可能性はあり、今後の職域での肝炎

ウイルス陽性者数を把握しなければ行けない

と考える。 

2. 院内非専門医介入班 

電子カルテアラートシステムが先行研究に

より各ベンダーが開発、レベルアップ時に特別

な費用もなく導入可能となっている一方で、ア

ラートに反応しない医師も存在する。その一要

因として、内科以外医師の非認識が明らかにな

った。これまでは各施設では感染予防として肝

炎を捉えていたが、今後は治る時代となり専門

医に紹介しなければいけない疾患であること

を強調しないといけないと考えられる。 

また拠点病院は大学病院等が多く含まれる

ため担がん症例、重篤な疾患では紹介しずらく、

またアラートにより非専門医が HCVRNA 等を検

査し、「検出しない」であれば紹介しない場合

も増加しており、紹介数（率）で判断せず、絶

対に紹介しなければ行けない症例を抽出して

いくべきである。（これまでの検討では、

HCVRNA 陰性率は 40～50%で、HCV 抗体陽性例の

多くが紹介対象外である） 

 また「口頭で紹介」「かかりつけ医がいる」

の問題解決も重要で、文章で説明すること、紹

介状を記載すること、専門医情報がすぐさまわ

かるようにすることが、今後の課題である。 

3. 院外非専門医介入班 

院外非専門医には多くの肝炎ウイルス陽性

者が存在すると推測されるが、アンケート調査

では、紹介することを拒んでいない。要望に応

えて簡便な診療情報提供書を作成・配布するこ

とで、紹介される数は 1.5 倍増加している一方

で、診療情報提供書を使用せず、紹介する非専

門医が殆どであり、啓発的な意味が強い可能性

がある。また、別のアンケ―トでは、紹介する

タイミングは肝炎ウイルス陽性だけでは 50%
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に留まっており、非専門医から紹介して貰うに

は、最新知識以外の対策も重要である。 

 
 すでに肝炎ウイルス検査結果を正しく説明

するように通知がでても、眼科では陽性説明は

65%、陰性にいたっては 14%と相変わらず低値

であり、陰性結果を伝えない医師ほど紹介しな

いという結果は、当たり前ではあるが、電子カ

ルテアラートは大きな病院にはなく、陽性・陰

性結果を伝えるように医師会・他科学会を通し

て通達しなければならないと考えられた。 

4. 自治体 follow up 調査班 

先進的に取り組みが行われている体制でも

陽性者の受診状況は 50～60%でその把握は難

しい。また、フォローアップ事業が開始されて

も、自治体から陽性者に調査票を送るだけでは、

陽性者受診把握率は 30%程度に留まる。更に B

県の様に同意率にばらつきが多く、10%未満の

市も存在した。それらの地域では「対象者＝同

意者がいない」との意見があったり「検査委託

医療機関医師が事業を説明し、陽性者が同意書

を自治体に返信」するパターンで、同意書の返

信がなければ自治体肝炎対策部署は受診確認

が不可能である。 

好事例では、陽性者に口頭で医師が説明し、

専門医療機関の受診先を記載するパターンで

あり、まずは同意を問診時にとること（検査前

に）が重要で、検査医師の説明が不十分であっ

ても、自治体から勧奨可能となる 

本件は来年度から要綱が変更となったが、自

治体が follow up する陽性者も増えるため、検

査医師が陽性の場合、必ず専門医へ受診させる

ことが、今後の課題である。 

 

5. 職域肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル班 

肝臓専門医は、患者さんの職業について聞く

ことが少ないことが明らかになった。この原因

として、肝硬変・肝がん患者さんの多くが高齢

者で、「働いていない」という先入観、また「治

療が優先」という考えによることが原因と推察

しており、調査を行うことで、一定の効果を得

た。 

有職肝がん症例は 5％程度で第一次産業・自

営業が多く含まれ、「両立支援プラン」の作成

には適さないと考える。職業を問診する機会は

増えることによって、「診断当初からの相談」

を行うことで、患者さんの不安を取り除く事が

可能である。 

肝疾患連携拠点病には、肝疾患相談・支援セ

ンターが設置されており、相談員、また自治体

より認定された肝炎医療コーディネーター

(Co)により、肝疾患患者さんを受診・受療へと

調整している。Co は看護師だけでなく、薬剤

師、MSW、栄養士、検査技師等の多職種で構成

されており、肝疾患をモデルケースとして、受

身ではなく、積極的に対象症例を「アウトリー

チ」することが必須であり、今後モデル施設で

は入院決定時の Co による面談、入院中から退

院にかけての今後の治療と就労面を話し会う

ことから開始する。 

 
E. 結論 
1. 職域肝炎ウイルス陽性者 follow up モデル 
  ⇒現時点でも職域肝炎ウイルス検査率を低
値であることを明らかにし、協会けんぽでの肝
炎ウイルス検査～follow up システムを開発し 
水平展開した。 
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2. 院内非専門医介入 

⇒アラートに反応しない医師の特徴の一つに 

内科系以外医師の肝炎ウイルスに対する非認

識が明らかになる一方で、紹介できない陽性

者・HCVRNA 陰性者も多く、今後は紹介基準も

考慮する。 

3. 院外非専門医介入 

⇒簡便な診療情報提供書により肝炎ウイルス

紹介者が増加するも、雛形を使わない非専門医

が殆どであり啓発的効果が強く、文章類の配布

に限界がある。肝炎ウイルス結果告知は未だ不

十分であり、陰性結果まで伝える介入案が望ま

れる。 

4. 自治体 follow up 調査 

⇒多くの自治体でfollow up事業が開始されて

いるが同意そのものが取得されていない現状

があり、同意書の要綱改正となった。これまの

で通知にともない、検査医が陽性者に正しく説

明し、専門医へ紹介することが課題である。 

5. 職域肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル 

⇒肝臓専門医が職業を聴取する習慣がなく、職 

業調査をすることで、両立支援に対して意識改 

革を行った。その一方で、肝がん患者は有職者 

の 5%程度、多くは 50 未満の事業所、また第一 

産業や自営業であり、両立支援連携には産業医 

を含む産業衛生の専門（労働局、産業保健総合 

支援センター、労災病院等）との連携が不可欠 

である。 
 
F. 健康危険情報 

なし 
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8.井上 貴子、楠本 茂、是永 匡紹、田中 靖

人 電子カルテアラート・オーダリングシステ

ムによる肝炎ウイルス検査支援と HBV 再活性

化予防対策 肝臓 58 Suppl.2 A620. 2017 

9.是永匡紹、榎本 大、池田房雄、高口浩一、 

的野智光、日高 勲、 坂口孝作、 井上 淳、 

近藤泰輝、佐藤秀一、末次 淳、 井上貴子、 

藤岳夕歌、廣田健一、考藤達哉  電子カルテ

アラートシステムを用いた肝炎ウイルス陽性

者受診勧奨の問題点と HBV 再活性化予防シス

テムの開発 肝臓 58 Suppl.2 A62１. 2017 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得  

なし 
2. 実用新案登録  

なし 
3. その他  

なし 
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 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成 29 年度 分担研究報告書 

 

職域肝炎ウイルス検査促進における簡易リーフレットと「ついで、無料」の有用性 
 

研究分担者：是永  匡紹  国立国際医療研究センター 肝炎情報センター 
研究協力者：大江千恵子  全国健康保険協会 
研究協力者：上村  恵子  全国健康保険協会 
研究協力者：野元  欣子  中央建設国民健康保険組合 
研究協力者：渡邉  公夫  中央建設国民健康保険組合 

 
研究要旨：ウイルス肝炎はわが国の国民病と位置づけされ、様々対策により、未受検者は
約 77万人に減少した一方で、約 53～120 万人が陽性と知りながら受診していないと推測さ
れている。平成 14 年から老人保健事業、平成 20 年からは健康増進事業等で、自治体主導
の健診（基本/特定）時に行われる肝炎ウイルス検診等の取り組みにより、国民の半数が肝
炎ウイルス検査を受検したと推測された一方で、本検診受検者は国民保健加入者で占めら
れており、全国健康保険協会（協会けんぽ）や健保組合の被保険者＝職域における肝炎ウ
イルス検査を進んでいない現状がある。約 3,000 万人が加入する我が国最大の保険者であ
る協会けんぽでは、612 円の自己負担(協会けんぽが約 1430 円を負担)で肝炎ウイルス検査
を受診可能な option を有するも、その受検率は年 1%前後であった。先行研究では、受検勧
奨リーフレットも文字数が多い事に着目し、簡易リーフレットを作成、運輸業 S 事業所で
同リーフレットを検診者本人に配布、さらに無料検査群を加えて比較検討したところ、受
検率は 21%→37%→85%と有意に上昇、簡易リーフレットを用いた個別勧奨のよる「ついで」
効果と無料化の有効性を確認しており、本研究ではその有用性を全国展開することを目的
に、協会けんぽ F支部約 40 万に対して肝炎ウイルス検査の受診勧奨を行った。 

A. 研究目的 

ウイルス肝炎はわが国の国民病と位置づけ

され、約 350 万人のキャリアが存在すると推定

されている。平成 14 年度から行われた老人保

健法（現在健康増進法）で主に国民保険加入者

を対象者として開始された市町村主体の肝炎

ウイルス検査受検率は約 20%に留まり、未だに

約 77 万人が未受検、更に約 53～120 万人が陽

性と知りながら受診していないと推測されて

いる。一方で、全国健康保険協会（協会けんぽ）

や健保組合の被保険者＝職域における肝炎ウ

イルス検査を進んでいない現状がある。約

3000 万人が加入する我が国最大の保険者であ

る協会けんぽでは、612 円の自己負担(協会け

んぽが約 1430 円を負担)で肝炎ウイルス検査

を受診可能なオプションを有するも、その受検

率は年 1%前後であった。先行研究では、受検

勧奨リーフレットも文字数が多い事に着目し、

簡易リーフレットを作成、運輸業 S事業所で同

リーフレットを検診者本人に配布、さらに無料

検査群を加えて比較検討したところ、受検率は

21%→37%→85%と有意に上昇、簡易リーフレッ

トを用いた個別勧奨のよる「ついで」効果と無

料化の有効性を確認した（下図）。 
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本研究ではその有用性を全国展開すること

を目的に、協会けんぽ F 支部約 40 万に対して

肝炎ウイルス検査の受診勧奨を行った。者の実

態調査を行うことでフォローアップ事業の問

題点を抽出することを目的とする。 

 

B. 研究方法 

検討 1:協会けんぽ F 支部での肝炎ウイルス検

査受検数（率）・陽性数 
介入前 5 年間の肝炎ウイルス検査受検数を調
査した 

 
検討 2:協会けんぽ F 支部での肝炎ウイルス検

査勧奨による効果 

約 150 の健診医療機関に、個人に郵送する健診

案内に研究班作成の簡易リーフレット（2,040

円の検査費用が 612 円で受検できることを強

調）を同封し、受検数（率）、陽性者（率）数、

専門医療機関受診の有無を解析した 

 

C. 研究結果 

検討 1:協会けんぽ F 支部での肝炎ウイルス検

査受検数（率）・陽性数 

肝炎ウイルス検査受検数は 1.5～2%程度で、全

員が受検するには多く年数が必要と推察され

た（下図）。更に陽性者に対する専門医への受

診勧奨は殆どされていなかった。 

  
   

検討 2:協会けんぽ F 支部での肝炎ウイルス検

査勧奨による効果 

簡易なリーフレットによる個別勧奨によって

肝炎ウイルス検査は前年度の 10 倍に上昇した。

7～9 月は協力が得られた総健診受検数が多い

10 医療機関で無料検査を行なったところ約

50%が受検した(下図）。 

 

 

 
4～6月の 3か月間に10,582人が肝炎ウイルス 
検査を受検し、HBs 抗原陽性 64 名(0.6%)、HCV 
抗体 53名(0.5%)であった。陽性者の受診状況 
はレセプトを用いて協会けんぽ内の保健師が 
9 月に解析したところ、15 名(13%)がすでに 
受診をしていることが個人に勧奨することな 
く明らかにてきた。一方で、4名が退職、29 
名が現住所が F支部以外でレセプトでは受診 
有無の把握が困難であった。レセプトで受診有 
無がわかる 68名には研究班リーフレットと専 
門医療機関リストを送付し受診勧奨を行い、3 
か月後の12月に再解析したところ39名(57％) 
が受診し HBV63%, HCV53%であった。（下図） 
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D. 考察 
a. 職域肝炎ウイルス検査受検率 
過去の調査では職域肝炎ウイルス検査率は

10％程度と報告されているが保険種別での解
析はなされていない。平成 26 年度に全衛連で
の肝炎ウイルス検査状況のアンケートでは
（124 機関中 72 機関より返信）総健診実施者数 
10,740,282 人中、HBs 抗原 700,796 人（6.5%）、
HCV 抗体 391,289（3.6%） でありその傾向は変
わっておらず、更に組合健保では肝炎ウイル
ス が健診内容に組み込まれている場合も多く、
「毎年受検している」ことが推定される。 
協会けんぽでは一生に 1回しか受けられな

い様に管理されているものの、1～2%では非常
に低い受検率であり、我が国の最も多くの人が 
加入していることを鑑みると、612 円で受けら
れることを再告知することが重要である。 

 
 
b. 簡易リーフレットと「ついで、無料」の有効性 
 先行研究で使用した簡易リーフレットを用
いることで 612 円は健診当日に支払っても約
10%が、また無料であれば約 50%が受検するこ
とが明らかになった。これらの結果は自治体が
実地主体で行われる肝炎ウイルス検診受検率
（40歳健診では 10～20%）と比較しても有意に
高く、職域での肝炎ウイルス検査は、健診と行
うことで受検率は向上し、その効果は無料にす
ることで飛躍に上昇すると推察される。 
 国民健康保険（国保）の多くは市区町村が事
業主体であるが、業務に従事している 300 人以
上の人で構成されている「国民健康保険組合」
の建設業 7,000 人に対して、肝炎ウイルス検査
を組合が行う健診時に行うことを事前に告知
し、健診者の希望で行った。4～9 月までに健
診受検者の 90％以上が肝炎ウイルス検査を受
検し HBs 抗原陽性: 16 (0.7%)、Anti-HCV 陽性:   
23 (1.1%)を確認しており、「ついで、無料」の
有効性は証明された。（下図） 

 
 
先行研究では 612 円で 40%、無料で 90%とい

うdataであった一方で、F支部では612円10%、 
無料で 50%と予想より受検率が低下した。 
その原因を解析したところ、先行研究でも健診
受検者が多いところでは、簡易リーフレットを
用いても受検率が低下していた（下図）。 
 

 
  
F支部でも総健診者数が年間6,000人以上の

健診医療機関で解析したところ、612 円でも
30%無料で 7-80%と先行研究と同様な受検率を
示す機関、612 円では 5%未満、無料で上昇する
機関など様々であった。（下図） 
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更なる解析により、612 円での好事例は、施設

型健診と年間の総健診者が 2,000 名以内の医

療機関であり、612 円で 5%以下の施設（上昇が

不十分な施設）は、検診車による健診割合が多

いこと（612 円を当日受け取れない）、リーフ

レットを配布していない、年間 1～20,000 名以

上の施設が抽出された。 

 健診医療機関の状況によって、受検率に差が

あったものの、612 円で 30%を超える施設は 34

医療機関（23％）も存在し、その昨年の総健診

数の平均は 795 名であった。健診当日に検査費

用の支払いを避ける（事前申し込み/後請求）

ことにより健診機関の負担も減り、検診車でも

受検可能となり、更なる肝炎ウイルス受検者向

上に繋がると考えられた。 
 
c. 陽性者のフォローアップシステム 

 自治体が行う肝炎ウイルス検診に対する陽

性者には、2016 年重症化予防事業に伴い、陽

性者に対して同意が得られた人に対してフォ

ローアップ（受診勧奨・確認）することになっ

ているが、多くが郵送・電話による確認であり、

受診を継続している陽性者にも確認が必要で

あり、更に返信がない陽性者も多く存在する 

 今回の検討で、保険者（保健師）がレセプト

を使用することで、真の精密検査受検者が明ら

かになることで、非受診者に対してのみ受検勧

奨が可能となり、効率的且つ個人情報も担保さ

れたシステムであることが明らかになった。 

 更に非専門医（かかりつけ医）か専門医受診

との鑑別、受療有無のフォローアップまで可能

であり保険者の保健師が肝炎医療コーディネ

ーターとなり、このシステムを運用できること

が望ましいと考える。 
 
E. 結論 
職域肝炎ウイルス検診率は未だに低く更な

る受診勧奨が必要である。健診時に無料で行な

うことが最も有効であるが、予算捻出等でとん

挫する可能性がある。 

そのためまずは、加入者が最も多く受検率が

1%程度の協会けんぽでは、612 円で検査可能で

あることに着目し、簡易リーフレットを用いて 

各支部にて受検勧奨することが、職域の受検促

進に最も有効である。すでに本年度から 1支部、

更に来年度から 4 支部で本システムが導入さ

れ全国展開中である。 

 どんなに受検数を増やし増加させても、陽性

者が専門医療機関を受診、受療、または受診継

続をしないと肝がん抑制につながらないが、職

域肝炎ウイルス陽性者に対しては、レセプトを

用いたフォローアップ方法が存在し、本システ

ムも更に成熟させていく。 
 
F. 健康危険情報 

なし（総括研究報告書にまとめて報告） 
 

G. 研究発表（本研究に関わるもの） 

1. 発表論文 

なし  
2. 学会発表 

なし 
 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他  

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

平成 29 年度 分担研究報告書   

 

肝疾患診療連携拠点病院における外来での両立支援のニーズに関する研究 

 

研究分担者：江口 有一郎 佐賀大学医学部 肝疾患センター 特任教授 

 

研究要旨 

【背景】両立支援に向けてのニーズを明らかにする為に、当院の患者に対する職業調査

を行った。また職域における肝炎ウイルス検査の実施率向上の方法として協会けんぽの肝

炎ウイルス検査自己負担額を佐賀県による補助により無料化を行い、その効果をモデル医

療機関で検証した。【方法】肝臓内科外来に来院中の患者に問診票により、職業や職種、形

態、従業員数や職場への病名の告知等の調査を行った。【結果】対象患者は 405 名で男性が

43.2％、就労者は 47.4％であった。男性の就労者は 100 名、女性は 92名であり、就労者は

男性が有意に多く、男性は 70 歳以上でも就労者が認められた。男性の多くは正規職員で、

女性はパートが多かった。就労者全員では従業員数が 50 人未満で働く割合は約 40％であっ

たが、肝がんの患者では約 60％と多かった。就労者は 30％程会社へ病気の相談は行ってい

なかった。また協会けんぽ肝炎ウイルス検査自己負担金無料化により 151 人（29.2％）が

受検し、４名の新規 HCV 患者の掘り起しに繋がった。【結語】従業員数 50 人以下の中小企

業で働く肝がん患者が多く、またその職種や雇用形態は様々であり、両立支援等や肝炎ウ

イルス検査無料化の対策としては患者や企業のニーズに合わせた個別の対応が必要である。 

 

A. 研究目的 

【検討①】 

  平成 29 年度に佐賀大学医学部附属病院

肝臓糖尿病内分泌内科外来のうち肝疾患患

者への職業に関する問診表による問診を行

い、肝疾患患者の就労状況の把握と両立支

援や就労支援のニーズの掘り起こしを行い、

その対策を行う。 

【検討②】 

 職域における肝疾患対策のモデル構築 

 

B. 研究方法 

【検討①】 

佐賀大学医学部附属病院肝臓糖尿病内分

泌内科外来において 2017 年 8 月から 12 月

までに肝疾患の為に通院している就労者

405 人に図①の問診表による就労に関する

問診を自己記載で行い、回収した。 
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図①：外来患者に対する職業問診票 

 

【検討②】 

佐賀県の東部地区の協会けんぽ委託健診

医療機関において、佐賀県の協会けんぽ肝

炎ウイルス検査受検者負担無料化事業によ

り、肝炎ウイルス検査受検者負担（最高 612

円）を無料化し、2018 年 1 月に受検勧奨を

行い、受検者数の推移を調べた。対象者や

方法は以下の図②を参照。 

 
（図②） 

 

 

 

 

C. 研究結果 

【検討①】 

対象者は 405 名。男性 175 名、女性 230 名。

就労者は 47.4％であった。（図③） 

 
（図③） 

20 歳代～50 歳代まで約 80％が就労者であ

った。また 60 歳代で 47.3％、70 歳代でも

13.3％に就労者が認められた。（図④） 

 
（図④） 

女性に比べ、男性に就労者が多く、高齢者

の就労者も多かった。（図⑤） 

 

（図⑤） 

 

 

職業アンケート 
お名前                 

１．就労 している していない 

以下は、就労している方にのみご質問です。  

２．性別    男    女 

３．年代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 80 代 90 代 

４．雇用形態 正規 契約社員  パート・アルバイト  嘱託  派遣  委託  

その他（    ） 

５．職種 事務 販売・サービス 農林水産  保安・運搬・清掃  

専門・技術   建築・採掘  その他（   ） 

６．従業員数 50 未満  50～100  100～300 300～1000 1000 以上 不明 

７．職場への病気の告知     している  していない 

８．職場への相談相手  上司  管理職  人事・労働管理担当者  

産業医 産業保健師  衛生管理者  相談しない 

９．利用可能な勤務制度  短時間勤務 時差出勤 フレックス  

在宅勤務 試し出勤 業務内容変更  

知らない 
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雇用形態としては、男性に正社員が多く、

女性はパートが多かった。（図⑥） 

 
（図⑥） 

 

業種別では、事務職、販売サービス、専門

技術、その他が多く、従業員数では 50人未

満の事業所での就労者が最も多数を占め、

約 40％であった。（図⑦） 

 

（図⑦） 

 

職場への相談に関しては、どの年代でも約

30％の就労者が会社へは相談していなかっ

た。（図⑧） 

 

（図⑧） 

 

就労者の 177 人のうち、肝がんを有する患

者は 19 名（10.7％）であり、非就労者 190

人のうち肝がんを有する患者は 34 人

（64.2％）であり、非就労者に肝がんを有

する患者が多い傾向にあった。また、肝が

んを有する患者 53 人のうち、就労者は 19

人（35.8％）であり、肝がんのない患者の

就労者と比べ有意に少なかった。（図⑨） 

 
（図⑨） 

 

【検討②】 

 517 人に肝炎ウイルス検査の無料化を説

明し、肝炎ウイルス検査の受検勧奨を行っ

た。そのうち 151 人（29.2％）が受検を行

った。HCV 抗体陽性者が 4名、HBs 抗原陽性

者は 0名であった。（図⑩） 

（図⑩） 

 

D. 考察 

【検討①】 

就労中の肝疾患患者の雇用形態や職種、

従業員数は様々であり、肝がん患者も約

10％は含まれている。また、約 30％の患者
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は会社との相談はなく、外来に通院してお

り、これらの就労者には両立支援に関する

ニーズがあると考えられる。非就労者の肝

がんの患者が就労者の肝がんの患者より多

い傾向にあり、診断時もしくは受診時に既

に仕事を辞めている可能性があり、仕事を

辞めた時期の検討も必要と考える。（図⑪） 

 
（図⑪） 

 

【検討②】 

 協会けんぽにおける健診で肝炎ウイルス

検査の無料化を行い、受検勧奨を行うこと

で、新たに 4 名の C 型肝炎ウイルス陽性者

を掘り起こした。しかし、無料化によって

も受検率は十分であるとは言えず、その原

因と対策については現在、詳細な検討を行

っている。 

 

E. 結論 

【検討①】 

就労中の肝疾患患者には、肝がん患者も

少なからず存在し、がん患者に対する両立

支援のニーズがある。 

 

【検討②】 

 職域での肝炎ウイルス検査の無料化は、

肝炎ウイルス検査の受検者数を増やし、肝

炎ウイルス陽性者の掘り起こしに有用であ

るが、受検率の向上への工夫が必要である。 

F. 研究発表  

1. 論文発表 

(1)  Weariness and "unpleasantness" 

reduce adherence to branched-chain 

amino acid granules among Japanese 

patients with liver cirrhosis: 

results of a single-center 

cross-sectional survey. Eguchi Y, 

Furukawa N, Furukawa T, Egashira Y, 

Hotokezaka H, Oeda S, Iwane S, Anzai 

K. Hepatol Res. 2017 

Mar;47(3):E169-E177. 

 

2. 学会発表 

(1) B 型肝炎から肝がん死を減らすため 

戦略とは. 江口有一郎; 日本消化器

病学会雑誌 (0446-6586)114 巻臨増総

会 Page A106  

(2) C 型肝炎の抗ウイルス治療の進歩の次

に直面する「社会医学的課題」への地

域一体型のプロジェクトとネクスト

ステップ. 

江口有一郎; 肝臓 (0451-4203)58 巻

Suppl.1 Page A57 

 

G. 知的所有権の取得状況 

  （予定を含む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成 29 年度 分担研究報告書 

 

自治体における肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップ 
 

研究分担者：相崎 英樹 国立感染症研究所 ウイルス第二部  
 

研究要旨：肝炎ウイルスへの感染を知りながら治療を続けていない人が 50-120 万人も存在
すると推定されており、放置すれば肝硬変、肝がんに進行することから、陽性者フォロー
アップは緊急の課題である。そこで、A県で自治体訪問して調査したところフォローアップ
同意率が非常に低いことが判明した。そのような自治体においても、検査時の同意書に基
づくことで、陽性者ほぼ全員に受診受療勧奨を行うことが可能なことが示された。 

A. 研究目的 

 感染を知りながら治療を続けていない人が

50−120 万人も存在すると推定されており、効

果の高い治療薬や医療費助成があるにもかか

わらず、検査が治療に結びついていない。そこ

で、肝炎ウイルス検査により見いだされた陽性

者を専門医療機関へ導き、その後のフォローア

ップが必要であると考えられる。しかし、自治

体が保有する肝炎ウイルス検査陽性者リスト

は高度な個人情報であるため、自治体はその扱

いに慎重にならざるを得ない状況である。適切

な治療を受けなかった場合、肝硬変、肝癌と進

行することから肝炎ウイルス検査陽性者リス

トをその高度な個人情報の保護をしつつ利用

することで、肝炎ウイルス検査陽性者を適切な

治療に導入することを目的にシステム構築を

目指した。 

 

（倫理面への配慮） 

 肝炎ウイルス陽性者の個人情報については

自治体で匿名化後、感染研では感染研での倫理

委員会に従い取り扱う。 

 

B. 研究方法 

1)自治体聞き取り調査 

 厚労省の自治体アンケートの結果、フォロー

アップに興味がある A県の自治体のうち、肝炎

ウイルス検査陽性者が多い６区市を訪問し、聞

き取り調査を行った。 

2) モデル地区でのフォローアップ同意率 

 B 県 C 市をモデル地区として、検査時のアン

ケート調査の同意に基づいて、毎年受診受療勧

奨を行っており、フォローアップ同意率の継時

的な変化を解析した。 

 

C. 結果 

1) 自治体聞き取り調査 

６区市で年間約 19000 件の肝炎ウイルス検

査を行い、B 型肝炎 135 名、C型肝炎 106 名の

陽性者を見出し、全ての陽性者の個人情報を自

治体が把握しているものの、フォローアップし

ている陽性者は 16名（７％）にすぎなかった。

自治体によってはフォローアップしている陽

性者は 0-1 名とほとんどおらず、その原因は陽

性者からフォローアップへの同意がないため

ということが判明した。告知を受けた陽性者側

から県または区市町村にアクセスしないとい

けないというフォローアップの手順が障害と

なっている可能性が考えられた。 

 

2)モデル地区でのフォローアップ同意率 

 B 県 C 市の検査時の陽性者の数は 2014-2016

年は B型肝炎 221-256 名、C型肝炎 157-159 名

であり、全ての陽性者が検査時のアンケート調

査の同意の意思を示している。そこでこの検査

時の同意書に基づいて毎年一度郵送で受診受

療勧奨を行ったところ、同意率はB型肝炎2014

年 36%、2015 年 49%、2016 年 58%、C型肝炎 2014
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年 25%、2015 年 45%、2016 年 50%と増加した。

A県D区でも同様に検査時の同意書に基づいて

調査票（返信率 50%）を送り、13 人が受療、相

談件数も 73 件に上がっている。 

 

D. 考察 

 A 県の６つの自治体では自治体が全ての陽

性者を把握しているにも関わらず、フォローア

ップ同意数が大変低かった。原因としては、同

意取得が委託医療機関に依存していること、陽

性者本人が自治体または A 県に連絡しないと

いけないことなど、フォローアップ参加手順の

複雑さによる。一方、同じ A 県でも D 区や B

県 C市では、検査時の同意書に基づき、陽性者

ほぼ全員に受診受療勧奨を行っており、特に、

B県 C市では、そのため高いフォローアップ同

意率を得ていた。 

 この度、厚労省から「ウイルス性肝炎患者等

の重症化予防推進事業実施要項」が変更になり、

検査時の同意に基づき、フォローアップ可能に

なった。これにより A県 D区や B県 C市のよう

に陽性者全員を受診受療勧奨が可能になり、フ

ォローアップの増加が期待できる。しかし、多

くの自治体では検査時の同意書は医師会任せ

になっており、その様式変更は医師会の了解が

必要で、自治体の担当者は敷居が高いと感じて

いる。また、自治体の肝炎担当者の多くは兼務

で、保健師も少なく、フォローアップ数の増加

に伴う対応に不安を抱えている。A県では２つ

の相談医療機関が登録されているが、いずれも

自治体から遠く、実際には自治体窓口への医療

相談が集中する可能性があり、この面でも自治

体担当者は積極的なフォローアップに二の足

を踏んでいる。 

 

E. 結論 

 この度、検査時の同意書をフォローアップ同

意に扱うことが可能となった。これによりフォ

ローアップ率の増加は期待できるもの、医師会

および地域の専門医療機関の協力が得られる

ように、自治体と結ぶつける必要がある。 

F. 健康危険情報 
   特になし 
 
G. 研究発表 

1.論文発表 

1) Iwamoto M, Cai D, Sugiyama M, Suzuki R, 

Aizaki H, Ryo A, Ohtani N, Tanaka Y, Mizokami 

M, Wakita T, Guo H, Watashi K. Functional 

association of cellular microtubules with 

viral capsid assembly supports efficient 

hepatitis B virus replication. Sci Rep. 2017 

Sep6;7 (1):10620.doi:10.1038/s41598-017- 

11015-4. 

2) Tsutsumi T, Okushin K, Enooku K, Fujinaga 

H, Moriya K, Yotsuyanagi H, Aizaki H, Suzuki 

T, Matsuura Y, Koike K. Nonstructural 5A 

Protein of Hepatitis C Virus Interferes with 

Toll-Like Receptor Signaling and Suppresses 

the Interferon Response in Mouse Liver. PLoS 

One. 2017 Jan 20;12(1):e0170461. doi: 

10.1371/journal.pone.0170461. eCollection 

2017. 

3) Tsukuda S, Watashi K, Hojima T, Isogawa 

M, Iwamoto M, Omagari K, Suzuki R, Aizaki H, 

Kojima S, Sugiyama M, Saito A, Tanaka Y, 

Mizokami M, Sureau C, Wakita T. A new class 

of hepatitis B and D virus entry inhibitors, 

proanthocyanidin and its analogs, that 

directly act on the viral large surface 

proteins.Hepatology.2017Apr;65 (4):1104- 

1116. 

2. 総説発表 

1) 相崎英樹、Zheng Xin、脇田隆字、特集ウイ

ルス肝炎のすべて、医学のあゆみ、医歯薬出

版社 2017 262(14):1215-1220. 

2) 相崎英樹、Zheng Xin、石井孝司、脇田隆字、

砂川富正、大石和徳、吉岡健太郎、特集進化

するB型肝炎治療「B型肝炎疫学の最新状況」、

消化器・肝臓内科、2017 1(4):390-397. 

3) 相崎英樹、和気健二郎、脇田隆字、ここま

でわかった C 型肝炎ウイルスの感染・複製機

構、目覚しく治療効果を発揮する C 型肝炎治
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療、Mebio、メジカルビュー社、東京、

2017;34(1);4-13. 

 

2.学会発表 

1) 国際学会 

1) Xin Zheng, Haruyo Aoyagi, Gewaid E. 

Hossam, Takuma Zaitsu, Francesc 

Puig-Basagoiti, Yu Ting Kao, Koichi Watashi, 

Ryosuke Suzuki, Takuri Takahashi, Tomimasa 

Sunagawa, Kazunori Oishi, Takaji Wakita, 

Hideki Aizaki. Acute Hepatitis B in Japan, 

April 1999 ~ December 2015. 5th 

JAPAN-TAIWAN-KOREA HBV Research Symposium 

2017. Tokyo. April 8th-9th, 2017. 

2) Haruyo Aoyagi, Hiroko Iijima, Francesc 

Puig-basagoiti, Zheng Xin, Yu-Ting Kao, 

Gewaid e. Hossam, Takuma Zaitsu, Mami 

Matsuda, Koichi Watashi, Ryosuke Suzuki, 

Takahiro Masaki, Noritomo Shimada4, Keizo 

Kato5, Akihito Tsubota3, Ayako Mimata, 

Yuriko Sakamaki, Shizuko Ichinose, Kenjiro 

Wake, Takaji Wakita, Hideki Aizaki. 

Ultrastructure of hepatocytes in chronic 

hepatitis C patients who achieve a sustained 

virological response. The 26th Conference 

of the APASL Annual Meeting. Shanghai. 

February 15–19, 2017. 

3) Haruyo Aoyagi, Ichiro Itoda, Xin Zheng, 

Gewaid E. hossam, Francesc Puig-Basagoiti, 

Yu Ting Kao, Koichi Watashi, Ryosuke Suzuki, 

Takaji Wakita, Hideki Aizaki. Acute 

hepatitis C virus infection among 

HIV-infected men who have sex with men. 

APASL Single Topic Conference 2017 Mongolia 

6th HCV Conference on HCV and CO-INFECTIONS. 

Ulaanbaatar. June 16~18, 2017. 

4) Xin Zheng, Haruyo Aoyagi, Gewaid E. 

Hossam, Takuma Zaitsu, Francesc 

Puig-Basagoiti, Yu Ting Kao, Koichi Watashi, 

Ryosuke Suzuki, Takuri Takahashi, Tomimasa 

Sunagawa, Kazunori Oishi, Takaji Wakita, 

Hideki Aizaki. An Epidemiology Study of 

Acute Hepatitis B in Japan, April 

1999-December 2015. 2017 Molecular Biology 

of Hepatitis B Viruses. Washington D.C. 

September 3-7, 2017. 

5) Yu Ting Kao, Koji Goto, Haruyo Aoyagi, 

Gewaid E. Hossam, Xin Zheng, Francesc 

Puig-Basagoiti, Koichi Watashi, Ryosuke 

Suzuki, Satoshi Yamagoe, Naoshi Dohmae, 

Takehiro Suzuki, Kazuya Okushin, Takeya 

Tsutsumi, Hiroshi Yotsuyanagi, Kyoji Moriya, 

Kazuhiko Koike, Tetsuro Suzuki, Takaji 

Wakita, Hideki Aizaki. NS5A-Associated 

Membrane Protein, Embryonic Lethal, 

Abnormal Vision, Drosophila-Like1, 

involves in Hepatitis C Replication. 24th 

International Symposium on Hepatitis C 

Virus and Related Viruses. Boston.25-28 

September 2017.  

 

2) 国内学会 

1) Zheng Xin, 青柳東代, Gewaid E. Hossam, 在

津拓馬, Puig-Basagoiti Francesc, Yu Ting 

Kao, 渡士幸一, 鈴木亮介, 高橋琢理, 砂川富

正, 大石和徳, 脇田隆字, 相崎英樹. 1999 年

から 2015 年までの日本における B 型急性肝炎

4273 症例の疫学解析. 第五十三回日本肝臓学

会総会. 広島. 2017 年 6月 8 日-9 日. 

2) Haruyo Aoyagi, Hiroko Iijima, Francesc 

Puig-Basagoiti, Xin Zheng, Yu-Ting Kao, 

Gewaid E. Hossam, Mami Matsuda, Koichi 

Watashi, Ryosuke Suzuki, Takahiro Masaki, 

Nobuhiro Aizawa, Noritomo Shinmada, Keizo 

Kato, Akihito Tsubota, Ayako Mimata, Yuriko 

Sakamaki, Shinzuko Ichinose, Kenjiro Wake, 

Takaji Wakita, Hideki Aizaki. Abnormal 

hepatocellular organelles remain to be 

observed in sustained virological response 

patients. 第65回日本ウイルス学会学術集会. 

大阪. 10 月 24-26 日. 2017. 

3) Yu Ting Kao, Koji Goto, Haruyo Aoyagi, 
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Gewaid E. Hossam, Xin Zheng, Francesc 

Puig-Basagoiti, Koichi Watashi, Ryosuke 

Suzuki, Satoshi Yamagoe, Naoshi Dohmae, 

Takehiro Suzuki, Kazuya Okushin, Takeya 

Tsutsumi, Hiroshi Yotsuyanagi, Kyoji Moriya, 

Kazuhiko Koike, Tetsuro Suzuki, Takaji 

Wakita, Hideki Aizaki. Membrane protein, 

embryonic lethal, abnormal vision, 

drosophila-like 1, interactes with NS5A and 

involves in hepatitis C virus replication. 

第 65 回日本ウイルス学会学術集会. 大阪. 10

月 24-26 日. 2017. 

4) Xin Zheng, Takuma Zaitsu, Haruyo Aoyagi, 

Mami Matsuda, Noriyuki Watanabe, Akira 

Fujimoto, Koichi Watashi, Ryosuke Suzuki, 

Takasuke Fukuhara, Yoshiharu Matsuura, 

Ayako Mimata, Yuriko Sakamaki, Shizuko 

Ichinose, Kenjiro Wake, Tetsuro Suzuki, 

Hiroko Iijima, Hirishi Yokoyama, Takahiro 

Masaki, Tomokazu Matsuura, Koji Tamura, 

Takaji Wakita, Hideki Aizaki. Human hepatic 

stellate cells are permissive for hepatitis 

C virus infection/ replication and play 

important roles in fibrosis. 第 65 回日本ウ

イルス学会学術集会. 大阪. 10 月 24-26 日. 

2017. 

5) Haruyo Aoyagi, Hiroko Iijima, Francesc 

Puig-Basagoiti, Xin Zheng, Yu Ting Kao, 

Hossam Gewaid E., Takuma Zaitsu, Mami 

Matsuda, Koichi Watashi, Ryosuke Suzuki, 

Takahiro Masaki, Nobuhiro Aizawa, Noritomo 

Shimada, Keizo Kato, Akihito Tsubota, Ayako 

Mimata, Yuriko Sakamaki, Shizuko Ichinose, 

Kenjiro Wake, Masamichi Muramatsu, Takaji 

Wakita, Hideki Aizaki. Abnormal 

Hepatocellular Organelles Remain to Be 

Observed in Sustained Virological Response 

Patients. Viruses 2018 – Breakthroughs in 

Viral Replication. 2018. Barcelona. 

February 7-9, 2018. 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他  

なし 
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厚生労働科学研究費補助金(肝炎等克服政策研究事業) 
平成29年度 分担研究報告書 

 
当院および関連施設におけるウイルス性肝炎患者の 

拾い上げに対する院内連携の試み 
 

研究分担者：榎本 大 大阪市立大学大学院 医学研究科 肝胆膵病態内科学 准教授 
      

研究要旨：当院では 2013 年度から HBs 抗原または HCV 抗体陽性者に関して電子カルテ上で
専門診療科への紹介を促すシステムを構築し，肝炎ウイルス関連の院内紹介率の向上に成功
した．ところが紹介しない医師は依然として存在するため、2015 年からはウイルス性肝炎治
療の進歩と受診勧奨システムを周知するため、全職員を対象とした医療安全講習の機会に講
演を行っている．さらに 2017 年には受診勧奨システムの効果を明らかにするために、非専
門医にアンケートを行ないウイルス肝炎に対する意識を調査した．講演前後で、「全例肝胆
膵内科に紹介する」医師の割合は、B 型肝炎再活性化については 63→86％、C 型肝炎新規治
療については 31→54％と増加した．非専門医が専門医に紹介しづらい要因として、「紹介状
を書く余裕がない」「口頭で指示している」「原病が重篤である」などの回答が得られた．シ
ステムを導入後も、職員向け研修などでの疾患啓発およびシステム周知の活動など非専門医への
働きかけが大切である． 

A. 研究目的 

 当院では2013年4月からHBs抗原またはHCV 

抗体陽性者に関して電子カルテ上で専門診療

科である肝胆膵内科への紹介を促すシステム

を構築した．当院における2012年度(新システ

ム開始前)のHBs抗原検査数は13,004件，HCV抗

体検査数は12,374件であった．陽性者はそれぞ

れ450例，711例で，ともに肝胆膵内科が最多で

あったが，整形外科，眼科，耳鼻科など外科系

診療科がこれに次いだ．新システム開始後，肝

炎ウイルス関連の院内紹介数は，18.8±5.7例/

月から28.7±4.6例/月へと増加した．さらに関

連の十三市民病院でも2014年度から同様のシ

ステムを運用し、これが中規模の市中病院にも

十分応用可能であることが示された． 

 2015年からは全職員を対象とした医療安全

講習などの機会に、ウイルス性肝炎治療の進歩

と受診勧奨システムの周知を図っている．今年

度は講習会の後に、受診勧奨システムの効果を

明らかにするためにアンケート調査を行った． 

 

 

B. 研究方法 

1. 医療安全講習における疾患啓発と受診勧奨

システム周知の試み 

医療安全講習会では約 25 分かけて B 型

肝炎再活性化とC型肝炎新規治療について

講演を行っている（図 1）． 

 

図 1 医療安全講習の講演風景               
 
 



 

－23－ 
 

2. アンケートによる非専門医の意識調査 
2017 年には受診勧奨システムの効果を

明らかにするために、非専門医にアンケー
トを行ないウイルス肝炎に対する意識を
調査した（図 2）．アンケート回答者 204
名中、医師は 59名(外科系 6名、内科系 21
名、その他 32名)であった． 

 

図 2 医療安全講習アンケート 
 
C. 研究結果 

1) 回答した医師のうち、B 型肝炎再活性化に

ついて、「全然知らなかった～少ししか知

らなかった」は外科系で 50％、内科系で

33％、その他で 60％であった．また、C型

肝炎新規治療について、「全然知らなかっ

た～少ししか知らなかった」は外科系で

83％、内科系で 38％、その他で 69％であ

り、外科系とその他の診療科（内科系以外）

ではウイルス肝炎についての認知度が低

いことが分かった． 

2) 講演前後で、「全例肝胆膵内科に紹介す

る」医師の割合は、B 型肝炎再活性化につ

いては 63→86％、C型肝炎新規治療につい

ては 31→54％と増加した（図 3）． 

図 3 講演前後の非専門医の意識の変化 

 

3) 非専門医が専門医に紹介しづらい要因と

して、「紹介状を書く余裕がない」「口頭

で指示している」「原病が重篤である」

「既に専門医にかかっている」「患者さん

が希望しない」「これまで知識・関心がな

かった」「そもそも肝炎患者がいない」な

どの回答が得られた． 

 
D. 考察と結論 

我が国では国民皆保険制度と肝炎医療費助

成により、肝臓専門医へアクセスすることさえ

出来れば適切に治療が導入される可能性が高

い．逆に非専門のところで肝炎患者が放置され

ることは医療安全上のリスクと捉えることも

可能で、肝炎の重症化や病態の進展が見られた

場合には医療訴訟の対象になる可能性もある．

今後もあらゆる機会を通じて市民のみならず、

非専門医はじめ全ての医療従事者に啓発活動

を続けていく必要がある． 

最近の試みとして個別の医局会やカンファ

レンスにうかがって、15 分程度で医療安全講

習と同様のお話をさせていただく活動を始め

ている．この活動には当院倫理員会の承認を得
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て、研究班の全体研究として多施設で行ってお

り、非専門医にとって肝炎患者を専門医に紹介

する上での障壁となっている事柄を浮き彫り

に出来ればと考えている． 

 

E. 結論 

電子カルテを用いた受診勧奨システムは、非

専門科に潜在する肝炎ウイルス感染者の拾い

上げに一定の成果を上げている．一方、アンケ

ート調査から、非専門医のウイルス肝炎につい

ての認知度および関心が低いことが示された．

システムを導入後も、職員向け研修などでの疾

患啓発およびシステム周知の活動など非専門

医への働きかけが大切である． 

 
F. 研究発表(本研究に関わるもの) 

1. 論文発表 

1) 榎本 大, 打田[小林]佐和子, 藤井英樹, 

河田則文. 肝癌撲滅に向けた我が国の取り

組み：厚労省、地方自治体、拠点病院の連

携. 大阪府の取り組み：医療従事者への啓

発 消化器・肝臓内科 2018 印刷中 

 

2. 学会発表 

1) 打田佐和子，榎本 大，河田則文. 肝炎ウ

イルス感染者の拾い上げと受診勧奨シス

テムの構築および非専門医における認知

度調査 

シンポジウム 9「B型、C型肝炎患者拾い上

げの取り組み」第 42 回日本肝臓学会西

部会(福岡) 2017.11.30-12.1. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

該当事項なし 

2. 実用新案登録 

該当事項なし 

3.  その他 

該当事項なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成 29 年度 分担研究報告書 

 

職域における肝炎検査受検率の全国実態調査と 
肝炎検査啓発に向けての研修会の実施 

 
研究分担者：立道 昌幸  東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 
研究協力者：古屋 博行 （東海大学）、   只野祐（全衛連） 

 
研究要旨：職域での肝炎検査の促進が求められているが、職域での肝炎検査の受検率につ
いての実態については明らかにされていない。今後の肝炎対策を考察するため、全国規模
における受検状況調査を行った。 
方法：全国労働衛生団体連合会（全衛連）加盟の 121 健診機関において、肝炎検査を受検
した実数を集計した。 
結果：調査への参加施設数は 84 施設、調査可能人数は、10541326 人であった。その結果、
肝炎検査 HBｓ抗原の受検は、551713 件（5.23％）、HCV 抗体検査受検は、403347 件（3.83％）
であった。40 才以上に限定した場合は 6010144 人中、HBｓ抗原検査 3.54％、HCV 抗体検査
は 2.73％であった。健保別で集計できた HBｓ抗原受検率は、国保で 0.17％、協会健保で
0.32％、組合健保で 1.31％であった。また、事業所規模別で集計できた受検率とすると、
100 名以上の事業所では、HBｓ抗原検査 0.96％、100 名未満の事業所では、0.35％であった。 
結語：1000 万人の労働者においての肝炎検査は年間 5％が受検していた。しかし、健保別、
事業所別での受検率には大きな差があることが明らかになった。特に健保別では 10倍近い
差であることから、国策としての肝炎検査の普及としては、国保、協会健保に関して補助
をするなどの施策が必要かと考えられた。 

A. 研究目的 

わが国は、肝炎ウイルスの罹患が多いことが

指摘されており、約 350 万人の肝炎ウイルスキ

ャリアがいると推定され（厚生労働省）、我が

国の最大感染症と位置づけられている。現在、

肝炎ウイルスの治療方法が劇的に改良され、そ

の治療戦略に関してはストラテジーができあ

がった。しかしながら、国民全体において、肝

炎に関する意識は低く、肝炎検診を受けていな

いか、あるいは受けたという自覚がない者が多

数いることが、これまでの研究で判明している。

広島大学 田中らの研究では、自身が肝炎ウイ

ルスに感染していることを知らずに社会に潜

在しているキャリアが約 140～200 万人存在す

ると報告している。これらの現状を踏まえ、職

域での定期健診等の血液検査をする機会に肝

炎ウイルス検査を実施する旨の労働基準局か

らの通達が幾度か出されているが、未だに職域

での肝炎ウイルス検査の実施率が低いと推測

される。ただ、人間ドック等の検診受診時には、

多くの検診項目の中に肝炎ウイルスの項目が

あるため、これらを受診する労働者には肝炎検

査の機会が提供されていると思われる。   

これまで、1,000 万人以上の労働者集団にお

いて、肝炎検査の受検状況の実数調査した報告

はなく、今回、労働者における肝炎検査受検率

を明らかにするために、健診機関に調査を依頼

し、全国規模にて検査実数を把握することで、

職域での肝炎検査受検状況を明らかにするこ

とを目的とした。 

また、職域での肝炎受検を促進するとともに

肝炎に対するリテラシーを高めるため、肝炎セ

ミナーを開催した。今回神奈川県での研修会を

実施し、そのツール作成を行ったので合わせて

報告する。 

 

B. 研究方法 

全国労働衛生団体連合会（全衛連）は、会員
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の健診機関の品質を向上するために、総合精度

管理事業を行っている団体であり、現在、現在

121 団体が加盟しており、年間のべ 4,600 万人

の労働者や家族に対して健康診断、人間ドック

を受診している。 

本研究では、各団体に対して、総労働者受診

者数に対しての、肝炎検査、B 型（HBs 抗原、

抗体、HBe 抗原、抗体、C 型（HCV 抗体、核

酸増幅検査）の実施件数の調査を実施した。ま

た、健保別、事業所規模別に把握できる場合の

受検率についても調査した。 

 

C. 研究結果 

職域での肝炎検査受検率の分析結果 

121 団体中で、研究協力の得られたのは 84

施設（69.4％）であった。集計可能対象者は、

10,54,1326 人（男性 6,680,992 人、女性 3,860,334

人）であった。各検査の受検者数を表１に示し

た。定期健診、人間ドックを含めて肝炎検査を

受検した実数は、HBｓ抗原については、

551,713 件（5.23％）、HCV 抗体は、403,347 件

（3.83％）であった。 

次に、健保別で集計できた団体は、国保で

31 団体、協会健保で 42 団体、組合健保で 31

団体で、それぞれの総数は、139,681 人、915,879

人、1,770,235 人で HBｓ抗原については、18,280

件（0.17％）、33,623 件（0.32％）、138,227 件

（1.31％）、HCV 抗体の受検数は、16,311 件

（0.15％）、26,968件（0.26％）、87,290件（0.83％）

と、健保毎での受検率に有意差が認められた

(表２)。 

次に、事業所規模別での調査を実施した結果

は、100 名未満と 100 名以上の規模の事業所で

は、それぞれ、24 施設で集計ができ、受診者

数は、1,238,392 人、1,821,601 人中、HBｓ抗原

検査受検者は、37,155 件（0.35％）、101,449 件

（0.96％）、HCV 抗体は、38,817 件（0.37％）、

66,328 件（0.63％）と事業所規模においても有

意な差を認めた（表３）。 

 

 

肝炎セミナーの開催 

平成 30 年 3 月 1 日に神奈川産業保健総合支

援センターにおいて、肝炎セミナーを実施した。 

そのセミナーで検討した資料を図１に示した。 

 

（考察） 

約 1,000 万人の労働者の中で、28 年度肝炎検

査を受検したのは約 5％である。本研究では、

28 年度の実績分であったが、本研究と同様の

調査について 27 年度を集計したところ、

10,740,282 人中、HBｓ抗原、HCV 抗体検査は、

700,796 件（6.5％）、391,289（3.6％）と毎年 5-6％

の労働者が何らかの機会で肝炎検査を受検し

ていることが明らかとなった。もし、毎年対象

者が異なれば 10 年で約半数の労働者の肝炎検

査が行われていることになるが、実質として同

じ、事業所の健診が毎年繰り返し行っている点

や、人間ドック等は同じ労働者がリピーターと

して受検している場合が多く全体の肝炎受検

は限定されている可能性がある。 

一方で、各加入健保においての肝炎受検率に

ついては、国保では 0.17％、協会健保では

0.32％、組合健保では 1.31％と大きな差異があ

り、国保と組合健保では、10 倍近い差が認め

られた。一方この結果の絶対受検率が５％より

低いことについては、今回の調査では、健保別

での集計には 31 団体と少なかったことが、バ

イアスとなり全体比率（５％）との解離が起こ

っている点で、注意を要する。しかし、相対的

な評価は可能であり、健保毎の肝炎受検率の差

について課題があることは明確であった。この

原因については、健保からの肝炎検査への補助

の差などが一因と考えられた。さらに肝炎検診

受診率は、多くの事業所である 100 名以下の事

業所においては 0.5%に満たない実態であった。

以上のことから肝炎検査は、事業所の規模や加

入健保で実施率の違いが明確にあることが明

らかになった。 
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D. 結論 

労働者の肝炎検査受検率は、年間 5％と想定

される。一方で、その受検に関しては、加入健

保で大きな差が認められることが明らかにな

った。肝炎検査の普及に関しては、定期健診の

場が全労働者の受検の機会として適当であり、

この機会を利用する施策が必要であるととも

に、健保毎の差を解消するように国として支援

することが必要であると考えられる。 
 
E. 健康危険情報 
  特になし 
 
F. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 

なし 

 

2. 学会発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 －28－ 
 

表１ 全労働者における肝炎検査受検状況

男性 女性 合計 ％ 男性 女性 合計 ％
受診者数 6680992 3860334 10541326 3771956 2238188 6010144

HBs抗原 316907 234806 551713 5.23% 222511 150270 372781 3.54%
HBs抗体 150270 112718 262988 2.49% 111557 69410 180967 1.72%
HBe抗原 766 819 1585 0.02% 559 482 1041 0.01%
HBe抗体 369 456 825 0.01% 282 282 564 0.01%
HCV抗体 225776 177571 403347 3.83% 157848 129464 287312 2.73%

HCV拡散増幅 278 478 756 0.01% 250 464 714 0.01%

全数 40才以上

 
 

 

表２-1 国保加入者における肝炎検査受検状況

男性 女性 合計 ％ 男性 女性 合計 ％
受診者数 63819 75862 139681 5887 64843 70730

HBs抗原 8483 9797 18280 0.17% 7835 7529 15364 0.15%
HBs抗体 1486 3629 5115 0.05% 1260 1821 3081 0.03%
HBe抗原 0 0 0 0.00% 0 0 0 0.00%
HBe抗体 0 0 0 0.00% 0 0 0 0.00%
HCV抗体 8229 8082 16311 0.15% 5882 6522 12404 0.12%

HCV拡散増幅 12 12 24 0.00% 12 12 24 0.00%

全数 40才以上

 
 

表２-2 協会健保加入者者における肝炎検査受検状況

男性 女性 合計 ％ 男性 女性 合計 ％
受診者数 607552 308327 915879 450293 225093 675386

HBs抗原 18230 15393 33623 0.32% 14928 11866 26794 0.25%
HBs抗体 4704 6540 11244 0.11% 3594 4685 8279 0.08%
HBe抗原 0 0 0 0.00% 0 0 0 0.00%
HBe抗体 0 0 0 0.00% 0 0 0 0.00%
HCV抗体 14052 12916 26968 0.26% 11255 9856 21111 0.20%

HCV拡散増幅 98 29 127 0.00% 78 24 102 0.00%

全数 40才以上

 
 

表２-3 組合健保加入者者における肝炎検査受検状況

男性 女性 合計 ％ 男性 女性 合計 ％
受診者数 1129553 640682 1770235 661094 372664 1033758

HBs抗原 86291 51936 138227 1.31% 65277 35777 101054 0.96%
HBs抗体 24895 18614 43509 0.41% 17551 11698 29249 0.28%
HBe抗原 107 39 146 0.00% 106 39 145 0.00%
HBe抗体 108 38 146 0.00% 106 38 144 0.00%
HCV抗体 52729 34561 87290 0.83% 38716 22487 61203 0.58%

HCV拡散増幅 185 420 605 0.01% 167 414 581 0.01%

全数 40才以上
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表3-1 事業所100名未満における肝炎検査受検状況

男性 女性 合計 ％ 男性 女性 合計 ％
受診者数 793144 445248 1238392 480195 262104 742299

HBs抗原 34880 2275 37155 0.35% 63303 15590 78893 0.75%
HBs抗体 9567 8661 18228 0.17% 6671 5175 11846 0.11%
HBe抗原 1 2 3 0.00% 1 2 3 0.00%
HBe抗体 3 3 6 0.00% 2 2 4 0.00%
HCV抗体 22935 15882 38817 0.37% 17850 10917 28767 0.27%

HCV拡散増幅 85 21 106 0.00% 72 17 89 0.00%

全数 40才以上

 
 

 

表3-2 事業所100名以上における肝炎検査受検状況

  男性 女性 合計 ％ 男性 女性 合計 ％
受診者数 1181556 640045 1821601 669515 350071 1019586

HBs抗原 59375 42074 101449 0.96% 38526 23387 61913 0.59%
HBs抗体 22405 21620 44025 0.42% 12956 11611 24567 0.23%
HBe抗原 49 1 50 0.00% 6 1 7 0.00%
HBe抗体 127 267 394 0.00% 73 197 270 0.00%
HCV抗体 37126 29202 66328 0.63% 23178 15722 38900 0.37%

HCV拡散増幅 14 10 24 0.00% 6 6 0.00%

全数 40才以上
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成 29 年度 分担研究報告書 

 
埼玉県の取り組み 

 
 

 研究分担者： 持田 智 埼玉医科大学 消化器内科・肝臓内科 教授 
 研究協力者： 中山 伸朗 埼玉医科大学 消化器内科・肝臓内科 准教授 
 同   ： 内田 義人 埼玉医科大学 消化器内科・肝臓内科 助教 
 

研究要旨：埼玉県では所沢市以外の全ての市町村が肝炎ウイルス検診を導入している。しかし，
所沢市は埼玉県が無料の肝炎ウイルス検査を緊急検査として実施しているため，同市の健診
に，肝炎ウイルス検査のオプションとしても導入していないのが現状である。そこで平成 29
年度は，7 月 22 日（土）にローソン所沢小手指店に埼玉医科大学病院の検診車を派遣して，緊
急検査として無料の肝炎ウイルス検診を実施し，100 名が受検した，また，埼玉県では職域で
の検診が普及していないことから，8 月 29 日（火）には協会けんぽの関係者を対象とした講演
会「知っておきたい肝炎の知識と従業員の健康管理」を実施し，これに厚生労働省の「知って
肝炎プロジェクト」を組み合わせて。徳光和夫氏による挨拶をいただき，上田清司知事を訪問
するイベントを実施した。これによって，埼玉県の協会けんぽでは，自己負担 612 円で肝炎ウ
イルス検診をオプションとして導入できるようになった。 

 
A. 研究目的 

埼玉県ではさいたま市が政令指定都市，川
越市と越谷市が中核市で，夫々が市内の保健
所を管轄している。また，これら 3 市と，そ
の他 60 市町村のうち 59 自治体は，委託医療
機関における肝炎ウイルス検診を実施して
いる。また，埼玉県は上記 3 市以外にある
13 保健所および委託医療機関における緊急
検査として，肝炎ウイルス検診を実施してい
る。 

市町村で肝炎ウイルス検診を実施してい
ないのは人口 34 万人の所沢市である。同市
は，「埼玉県が緊急検査として肝炎ウイルス
検診を実施しているのであるから，市の財源
を肝炎ウイルス対策に充当する必要はない」
と主張しているとのことである。しかし，市
の健診時にオプションとしての肝炎ウイル
ス検診がないと，同検査に対する周知は不十
分になり，無料の緊急検査の受検者も増加し
ない。 

また，埼玉県では職域の肝炎ウイルス検診
も十分に行われていない。中小企業が多いた
め，協会けんぽが主体となるが，その健診時
に肝炎ウルス検査をオプションとして導入
することが課題である。 

平成 29 年度は，これら 2 つの問題点の解
決を図った。 

 

B. 研究方法 および 

C. 研究結果 

所沢市における肝炎ウイルス検診 

7 月 22 日（土）にローソン所沢小手指店
に埼玉医科大学病院の健診車を派遣して，11
時～14 時の 3 時間に肝炎ウイルス検診を無
料で行った。なお，その翌日の7月23日（日）
には所沢市文化センターで 13 時～15 時 30
分に市民公開講座を実施した。また，同日
15時30分～17時には市民公開講座の来場者
を対象に，一般社団法人日本肝臓学会が主催
する医療相談会を実施した。 

ローソン店舗と市民公開講座に関しては。
製薬企業の協力で案内状を作成し，大手紙の
折り込みチラシとして，所沢市内に 2 回配布
した。また，ローソンは肝炎ウイルス検診の
受検者に，無料でブランパンとアイスコーヒ
ーを配布するサービスをしていただいた。こ
れら各所の協力によって，約 2 時間で 100
名の肝炎ウイルス検診を実施したが，採血器
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材切れで，それ以降の来訪者の検診はできな
かった。 

協会けんぽにおける肝炎ウイルス検診 

大企業では入社時検診に HBs 抗原と HCV
抗体を測定することが一般化している。しか
し，規模の小さい企業では未実施の場合が多
く，協会けんぽで肝炎ウイルス検診をオプシ
ョンとして導入することが課題となる。そこ
で埼玉県は厚生労働省の「知って肝炎プロジ
ェクト」を活用して，協会けんぽに肝炎ウイ
ルス検診の導入を働きかけた。 

8 月 29 日に協会けんぽの関係者を集めて，
「知っておきたい肝炎の知識と従業員の健
康管理」のタイトルで講演会を開催した。協
会けんぽ埼玉支部長をはじめ企業経営者，総
務人事担当，健康管理担当，団体職員，行政
機関職員など計 70 人が参加した。講演終了
後には「肝炎対策広報大使からの呼びかけ」
として徳光和夫氏に挨拶をいただいた。その
後，県庁内に移動して，徳光和夫氏が上田清
司知事を表敬訪問し，肝疾患診療連携拠点病
院等連絡協議会委員長, 協会けんぽ埼玉支
部長, 埼玉肝臓友の会関係者，厚生労働省肝
炎対策推進室長, 埼玉県保健医療部部長が
同席して歓談した。この企画が決定した時点
で，研修会と表敬訪問に先立って，協会けん
ぽ埼玉支部は健康診断の追加検査項目とし
て，肝炎ウイルス検査を追加した。自己負担
は 612 円，協会けんぽから 1,429 円の補助を
受けて，肝炎ウイルス検査を実施できるよう
になった。 

 
D. 結語 

所沢市ではローソン店舗における無料の
肝炎ウイルス検診を実施したが，同様の事業
は継続することは困難であり，同市に働きか
けて健診のオプションとして導入すること
を働きかける必要がある。埼玉県の働きかけ
で，所沢市以外の市町村は全てが肝炎ウイル
ス検診を実施している。人口 34 万人の市民
の健康のためにも，同市の頑なな考え方を変
えさせる継続的な努力が必要である。一方，
協会けんぽにおける肝炎健診は，今後，その
受検率を観察し，オプション検査としての普
及を図る方策を検討すべきである。 

 

E. 引用論文 

なし 

 

F. 研究発表 

1． 論文発表 

月刊「消化器・肝臓内科」第 3 巻第 3 号（2018
年 3月）特集／肝癌撲滅に向けた我が国の取り
組み: 厚労省，地方自治体，拠点病院の連携 

我が国における肝炎ウイルス感染者の動向: 
広島大学 田中純子 
わが国の肝炎総合対策: 厚生労働省と肝炎
情報センターの取り組み 国立国際医療研究
センター  肝炎・免疫研究センター    
考藤達哉 
抗ウイルス療法の実施率向上を目指して: 
厚労省研究班の取り組み 国立国際医療研
究センター 肝炎・免疫研究センター 是永
匡紹 
全国の市民，医療従事者への情報提供: 日本
肝臓学会の取り組み 三重大学 竹井謙之 
山梨県の取り組み: 肝炎コーディネーター
の育成 山梨大学 坂本 稔 
佐賀県の取り組み : たたけ肝炎ウイルス 
佐賀大学 江口有一郎 
埼玉県の取り組み: コンビニエンスストア
の活用 埼玉医科大学 持田 智 
大阪府の取り組み : 医療従事者への啓発 
大阪市立大学 榎本 大 
愛媛県の取り組み: 就労支援の現状と問題
点 愛媛大学 日浅 陽一 
 

2． 学会発表 

なし 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得：なし 

２．実用新案登録：なし 

３．その他：なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

平成 29 年度 分担研究報告書 

 

愛媛県における肝炎ウイルス検査の現状把握と 

陽性者の追跡調査・両立支援モデルの実践 

 

研究分担者：日浅 陽一  愛媛大学大学院 消化器・内分泌・代謝内科学 

 

研究要旨：愛媛大学附属病院肝疾患診療相談センターで実施している肝疾患就労・両立支

援の実施状況を解析し、現状と問題点を把握することを目的とした。就労相談の利用者の

基礎疾患は最近では C 型肝炎が相対的に減少し、非アルコール性脂肪肝炎など種々の肝疾

患患者が含まれていた。利用者の雇用形態は自営業・正規雇用・非正規雇用・無職いずれ

も含まれていた。相談内容は雇用形態により異なるが、一律に病名告知の問題を抱えてい

た。定期的な入院を繰り返すことから相談件数もコンスタントにあり、両立支援のニーズ

はある。今後両立支援を効果的に、かつ実際的に行うためには、当院のみならず労働局お

よび複数の医療機関とも情報交換し、社会保険労務士の支援あるいは両立支援コーディネ

ーターの育成が課題である。それら体制の整備とともに、企業との円滑な連携の構築が、

本支援事業を進める上できわめて重要であると考えられる。 

 

研究協力者： 

渡辺 崇夫  愛媛大学 助教 

 

A. 研究目的 

 本邦では少子化などに伴う就労人口が低

下しており、将来への展望としていかに限

られた労働力を有効に利用して社会生産効

率に結びつけることができるかということ

が課題となっている。それは社会に大きく

関わる医療も例外ではなく、むしろ今後そ

の状況に医療機関は積極的に関わり、協力

していくことを求められるようになってき

ている。最近、いろいろなところで耳にす

るようになった「一億総活躍社会」がそれ

であり、その実現のために国は経済の活性

化と福祉の充実させることを促す政策を展

開している。就労および仕事の継続を阻害 

 

する要因は何か。国はその要因として、子

育て、介護、治療を認識している。その中

で治療について、病気を治療しつつ就労を

継続できる社会の体制作りが必要であり、

そのための支援として注目されているのが

就労(両立)支援である。両立支援を大学病

院が医療機関としても積極的に支援する体

制を作り、その範を示すことは、地域社会

における同支援の重要性を認知していただ

くきっかけとなり、また効果的な支援の結

果として患者の生活の質の向上に貢献する

とともに、患者の経済的独立を促し、ひい

ては医療福祉の公的財源負担の軽減につな

がる。愛媛大学医学部附属病院肝疾患診療

相談センターでは愛媛県社会保険労務士会

の協力を得て、平成 26 年 10 月 15 日より、

既に肝疾患に特化した就労相談窓口を開設
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している。 

 また現状として、愛媛県は肝炎ウイルス

検査の受検率が全国平均を大きく下回って

いる。労働人口比率 60％ほどのうち、雇用

者は 80％程度を占めており、肝炎ウイルス

検査受検率の向上のためにも職域へのアプ

ローチは非常に重要である。本研究では、

当センターにおける肝疾患就労支援の取り

組みと、問題点について検討し、さらに愛

媛県における職域をターゲットとしたアプ

ローチについても検討した。 

 

B. 研究方法 

 ①当センターにおける肝疾患就労支援の

実施状況について現状を解析し、今年度の

進捗と今後の問題点について検討した。②

当センターにおける職域をターゲットとし

た受検勧奨の取り組みについて検討した。 

 

C. 研究成果 

 ①肝疾患就労支援 

当センターでは内科外来の診察室にて、週

１回、9 時～15 時まで愛媛県社会保険労務

士会の協力により社会保険労務士 5 名が交

代で無料相談に対応している。一回の相談

時間は 60 分で相談料は無料で行っている。

当センターでの相談人数は、平成 26 年 10

月の開設から平成 30年 2月までで延べ 181

人であった。性差は特になく、男性・女性、

ほぼ 50％であった。年齢も、就労年齢より

も高齢な 60 代、中には 70 代の患者も相当

数みられた。図 1 に期間毎の相談件数の推

移を示す。最近は外来での相談件数が相対

的に減り、入院患者の相談が増加している。 

 

図 2 に相談患者の基礎疾患を示す。平成

28 年 5 月までとそれ以降に分けると、C 型

肝炎の患者比率が 66％から 16％まで減少

していることがわかる。その他の内訳とし

て、生活習慣病としての非アルコール性脂

肪肝炎が増加し、入院中の患者が多く含ま

れるため、ウイルス性肝炎以外の自己免疫

性肝炎、原発性胆汁性胆管炎などのさまざ

まな肝臓の慢性疾患が増加している。 

 

 

図 3 に相談患者の就業形態の割合を示す。

本来、両立支援は、就業者が仕事を辞めず

に治療と両立するための支援であることか

ら、正規雇用者、非正規雇用者が相談の対

象であるが、現状では自営業・正規雇用・

非正規雇用・無職のいずれの就業形態でも

利用があった。 
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 相談内容は、正規雇用は比較的満足でき

るサポートを受けていることが多い傾向が

あるが、一方で、非正規雇用、無職では病

気を抱えていることの不安、経済的な心配

が多くみられた。特に、ウイルス性肝炎特

有の悩みとして、職場への病名告知をどう

するかについて悩みが伺えた。病名告知に

より就業継続が困難になるのではないか、

就職に影響するのではないかとの不安を抱

えている現状がある。これらの患者さんに、

病名告知して得られる経済的サポートがあ

ることなどを社会保険労務士から説明して

もらうことで、正しい形での療養と就業の

両立が得られると考えられる。 

 今後両立支援を効果的に、かつ実際的に

行うためには、当院のみならず労働局およ

び複数の医療機関とも情報交換し、全県下

における支援事業の啓発と、それを受ける

雰囲気作りが欠かせない。愛媛大学医学部

附属病院肝疾患診療相談センターでは、今

年度より厚生労働省愛媛労働局と連携して、

「両立支援推進チーム」を立ち上げた。12

月 3 日に、愛媛県医師会館にて、愛媛労働

局の他、愛媛労災病院、四国がんセンター

などとともに両立支援の講演会を開催した

(図 4)。 

 

図 4. 愛媛労働局とのコラボによる講演会 

 

今後、同推進チームが原動力となり、全県

下における支援のムード作りをしていく予

定である。また、様々な施設で両立支援を

遂行するためにも、両立支援コーディネー

ターの育成が課題である。社会保険労務士

あるいは両立支援コーディネーターの配置

および、相談室の設立、これら体制の整備

とともに、治療に対する病院と企業との円

滑な連携の構築が、本支援事業を進める上

できわめて重要であると考えられる。 

 

②職域をターゲットとした取り組み 

当センターでは全国健康保険協会 (協会

けんぽ)愛媛県支部とタイアップして啓発

活動を行っている。愛媛県内に協会健保加

入事業所が 2 万 3,000 ほどあるが、約 1 万

部配る広報誌において、肝炎検査について

の啓発のページを掲載していただいている。

また両立支援を愛媛大学医学部附属病院で



－47－ 
 

していることについても広報していただい

ている。昨年度と今年度に 15秒ほどの肝炎

啓発の CM を作成し愛媛県の地方局のテレ

ビで放映した。平成 27 年 2 月には愛媛県と

の間で、「健康づくりの推進に向けた包括的

連携に関する協定」を締結し、県民健康づ

くり計画等に掲げる健康づくりの推進に向

けた取組を通じて、県民の健康的な生活の

実現を目指した取り組みを始めている。そ

の一つとして肝炎ウイルス感染者の早期発

見および重症化予防を挙げ、今年度の取り

組みとして全国総合保健協会愛媛支部が被

扶養者に対して実施する特定健診検査会場

において出張肝炎ウイルス検査を実施した

り、健康保険委員の研修会で肝炎の県内に

おける状況と肝炎ウイルス検査の啓発を研

修するなどに取り組んだ。職域での肝炎ウ

イルス検査についてはその必要性を愛媛県、

肝疾患診療相談センターとともに事業主に

訴え、オプションとして健診項目に入れて

もらうように、努力している。また特に今

年度は愛媛県が啓発重点県に指定され、厚

生労働省が推進している「知って肝炎」プ

ロジェクトが県内で重点的に開催され、啓

発の機会をいただいた。 

 

D. 考察 

愛媛大学医学部附属病院肝疾患診療相談

センターにおいて、就労・両立支援の取り

組みを継続しており、利用者は自営業・正

規雇用・非正規雇用・無職すべての就業形

態が含まれていた。これは、様々な就業形

態の患者さんに、医師から無作為かつ積極

的に両立支援の機会を紹介していることに

もよると考えられるが、無職、自営業の患

者においても、就労に関する悩みを抱えて

いることを反映していると思われる。無職

では、非正規雇用と同様に、病名の告知に

関して深刻に悩まれ、告知に伴い就労が困

難になることを心配している。また、体調

の不安と社会保障制度などの知識不足から、

就労を躊躇している事例もみられた。一方、

自営業の患者は、自身の相談ではなく、管

理者として自分の健康により事業を継続で

きない場合の従業員に関する悩みを抱えて

いる場合もあった。全ての就業形態におい

て、両立支援のニーズが存在していること

が明らかとなり、医師は、慢性肝疾患など

の患者に雇用形態にかかわらず仕事と治療

の両立が可能な状況かについて問い、患者

のニーズをアセスメントして、必要な患者

に両立支援の必要性を鑑みる必要がある。

しかし一方で、両立支援についての認知度

は低く、特に医療職において支援のイメー

ジが浸透していないのが現状と思われる。

就労支援の目的、意義については両立支援

コーディネーターの育成がカギになると考

えられ、医療職のコーディネータを育成す

ることは、同時に職員への啓発という側面

もある。今後、実際の運用方法について参

考となる様々な成功体験を共有し、行政で

ある労働局を巻き込んだ、地域の医療機関

との連携を行い、そのシステムやイメージ

の医療機関と患者への浸透が、円滑な支援

のために必要と思われる。 

 

E. 結論 

 慢性疾患の多い肝疾患は、肝がんを含め

て就労・両立支援のニーズは高い。そのニ

ーズは全ての就業形態にみられる。また、

肝疾患特有の傾向として、職場および就職

における病名告知に伴う偏見への対応など
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特殊な事情がある。社会保険労務士による

専門的な指導を生かすためにも、医療者と

円滑な連携が必要であり、そのためにも両

立支援コーディネーターの積極的な育成が

望まれる。本事業の円滑な遂行のためには、

行政、関連する地域の病院を巻き込んだ組

織作りと支援事業の病院、企業、患者への

啓発が、きわめて重要と思われる。 

 

F. 研究発表 

1. 論文発表 

・渡辺崇夫, 日浅陽一, 連載【各都道府県

における肝疾患対策取り組みの現状】   

愛媛県,     

肝臓クリニカルアップデート  Vol.4 

No.1,2018 年 5 月 

・渡辺崇夫, 日浅陽一, 愛媛県の取り組

み：就労支援の現状と問題点, 消化器・肝

臓内科 第 3巻第 3号, 2018 年 3 月 

 

G. 知的所有権の取得状況 
１. 特許取得 

該当事項なし 
２. 実用新案登録 

該当事項なし 
３. その他 

該当事項なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服緊急対策研究事業） 

平成 29 年度 分担研究報告書   

職域における肝炎患者の実態調査と両立支援システム構築に関する研究 

研究分担者：池田 房雄 岡山大学病院消化器内科 助教 

 

研究要旨 

【背景】職域における肝炎治療と仕事の両立にどのような支援が必要であるか十分な検討

がなされていない。【方法】岡山大学病院消化器内科肝臓外来を定期受診している患者に職

業についてのアンケート調査を実施した。【結果】肝疾患患者 198 名から回答を得た。肝が

ん患者と肝炎患者で雇用形態の種類は同じような比率であった。職種についても、肝がん

患者肝炎患者で明らかな違いは認めなかった。肝がん患者では自営業だと 7 割が事業休業

縮小していたが、肝炎患者では影響なしとの回答が多数を占めた。一方、自営業以外の場

合では肝がん患者肝炎患者とも影響がなかったとの回答が 6 割以上であった。職場での治

療支援体制としては業務時間短縮制度があると肝がん患者の半数は回答しているが、入院

加療では休職せざるを得ず、肝炎患者で外来通院に肝がん患者同様の制度があると回答し

たのは 3 割弱だった。肝がん患者の 8 割、肝炎患者の 7 割は支援制度を利用していなかっ

た。 

【結語】職域における肝炎治療と仕事の両立には、職場によっては勤務制度の整備が必要

な場合もあるが、職域での両立支援制度の認知度を高め、利用しやすくする必要である。 

 

A. 研究目的 

厚生労働省のすすめる働き方改革において、

肝炎治療を受けながら、続けて仕事ができ

るように職域での両立支援にかかわる仕組

みづくりが必要と言われているが、どのよ

うな支援が必要であるか十分な検討がなさ

れていない。 

 

B. 研究方法 

岡山大学病院消化器内科肝臓外来を定期受

診している肝疾患患者に仕事についてのア

ンケート調査を実施した。 

 （倫理面への配慮） 

  当院倫理審査承認済 

 

C. 研究結果 

岡山大学病院消化器内科肝臓外来を定期

受診している肝疾患患者 198 名から仕事に

ついてのアンケートに対する回答を得た。 

今回、肝がん患者（32 名）と肝炎患者（166

名）について回答結果を比較した。肝がん

患者では 70 代と 80 代の高齢層が半数、男

性が 75%を占めているのに対して、肝炎患

者では同世代は 27%であり、男性女性は半

数ずつであった。 

肝がん患者で一般企業での定年年齢より

高齢の方でも実際には仕事をされており、

その雇用形態も肝がん患者と肝炎患者で同

じような比率であった。また、無職または

年金受給者の割合は肝がん患者で 6%、肝炎

患者で 10%と同程度であった。 

職種については、肝がん患者肝炎患者と

もに様々な業種が含まれており、販売・サ

ービス業が肝がん患者の 24%、肝炎患者の
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11%と肝がん患者でやや高頻度ではあった

が、特に 2 群間で明らかな違いは認めなか

った。 

 

肝臓病と診断された時の職業への影響に

ついては、自営業の場合、肝がん患者では

事業を休業したり縮小したりした割合が 7

割と多いが肝炎患者では 1 割程度であり、

影響がないとの回答が多数を占めた。一方、

自営業以外の場合では、肝がん患者の 26%

が退職していたが影響がなかったとの回答

が 62%と自営業者と比べて高頻度であった。

休職や退職した患者の割合は肝炎患者でも

17%と肝がん患者での割合と明らかな違い

を認めなかった。また、肝炎患者では肝炎

と診断され解雇された場合があり、依然と

して肝炎が就労上の差別偏見の原因となっ

ていることが明らかとなった。 

 

肝臓病と診断された時の職場での受診や

治療の支援体制については、職場で相談す

ると肝がん患者に対する外来通院のための

業務時間短縮があると半数は回答している

が、入院加療は休職せざるを得ず肝炎患者

では外来通院に肝がん患者同様の制度があ

ると回答したのは 3 割弱だった。実際に利

用できる制度がないために利用しなかった

人が肝がんで 8 割、肝炎でも 7 割を占めて

いた。 

 

 

D. 考察 

本調査では、肝がん患者と肝炎患者で雇

用形態の種類や職種に違いは認めなかった。

自営業以外の場合は病気の影響はなかった

と 6 割以上が回答していたが、職場での治

療支援制度があっても肝がん患者の 8 割、

肝炎患者の 7 割が支援制度を利用していな

かったのを今後改善させる必要がある。 

 

E. 結論 

肝炎治療と仕事を両立するためには、職

場によっては勤務制度の整備が必要な場合

もあるが、肝炎治療を受けながら、仕事を

続けられるための支援制度の認知度を高め

て制度を利用しやすくする必要がある。 

 

F. 研究発表  

１．論文発表 

職域での出張肝臓病教室と同時開催の肝炎

検診の意義肝臓 58巻 5号 304-3062017 
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２．学会発表 

なし 

 

G. 知的所有権の取得状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

  なし 
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平成 29 年度 分担研究報告書   
かかりつけ医へのウイルス性肝炎に関するアンケート調査 

 
研究分担者：酒井 明人 富山県立中央病院 

      
研究要旨：富山県医師会産業保健研修会にてウイルス性肝炎について講演を行い、参加した
医師にアンケート調査を行った。参加した医師は産業医資格をもった開業医がほとんどで経
験年数の豊富な医師であった。最新の B 型、C 型肝炎ウイルスの治療と電子カルテの肝炎ア
ラートシステムの紹介を行った。講演内容については 70％の参加者が少ししか知らなかった
と返答した。患者紹介に関しては肝炎ウイルスの種類に関係なく 20％の参加者があまり専門
家への紹介をしていなかった。講演にて治療など最新の情報を得た後は半数の参加者が肝炎
患者「全例を紹介しようと思う」と返答した。紹介し難い理由の検討で、簡便な紹介状やた
たけ肝炎リーフレットの活用などが対策になると考えられた。 

A. 研究目的 

肝炎ウイルスの治療に関しては B 型 C 型と

もに経口剤で治療できるようになった。特に C

型肝炎ではほとんどの症例で著効が得られる

ようになっており、インターフェロン療法時代

のように副作用や治療効果の低いことで患者

が悩むことは無くなった。肝炎ウイルス検査自

体を受けておらず自身が感染を知らない症例

が残っているが、既に感染を知りかかりつけ医

もいるが、未だ専門医受診をしておらず有効な

治療情報の提供がされていないことも問題で

ある。 

今回主にかかりつけ医が参加する県医師会

産業保健研修会で肝炎ウイルスに関する講演

する機会を得、参加者に肝炎ウイルスに関する

アンケート調査を行ったので報告する。 
 

B. 研究方法 

平成 29年 7月 31日に行われた富山県医師会

第 4 回産業保健研修会において「飛躍的に進歩

したウイルス肝炎治療と働く人に与える影響」

という演題で講演を行った際に、医師会に協力

を得て参加者へアンケートを行った。 

講演内容は、1. B型肝炎と抗ウイルス療法、

2. C 型肝炎の IFN フリー療法、3. 病院での

肝炎検査後の状況と改善で構成した。強調した

ことは、B 型肝炎症例は肝機能異常の有無、抗

ウイルス療法の有無にかかわらず全て定期観

察の対象であること、C 型肝炎では 100％近く

の症例が治ること、病院では手術・検査前の肝

炎検査陽性症例にその結果が伝えられてない

ことが想像以上に多く、このため電子カルテに

肝炎アラートシステムが導入されつつあるこ

とである。 

アンケートは班会議で提示された内容に準

じた。 
 

C. 研究結果 
 研修会に参加した医師はアンケートでは問
うていないが多くは産業医も務めるかかりつ
け医であった。 
Ⅰ 職種をお答えください。 
□医師（  科） □その他 
参加医師でアンケートに回答したのは 47 名

の医師であった。診療科目はでは内科、外科で
76％を占めていた（図 1）。 
 

 
＜図 1 参加医師の診療科目＞ 
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Ⅱ 経験年数・年齢をお答えください 
経験年数 □1～2 年 □3～5 年 □6～10 年 
□11～20 年 □21 年～ 
年齢 □20 代 □30 代 □40 代 □50 代  
□60 歳以上 
参加医師はすべて 40 歳以上、経験年数も返

答した全てが 11 年以上で、66％が 21 年以上の
医師経験があるベテラン医師であった（図 2）。 

 

 
＜図 2 参加医師の経験年数・年齢＞ 

 
Ⅲ 肝炎患者の電子カルテのアラートシステ
ムがあることをご存知でしたか？ 
□知っていた □知らなかった 
 
手術等の前に肝炎検査をしたものの結果が

伝えられない事例があることを受けて、電子カ
ルでの肝炎アラートシステムがあることを示
し、当院での成果を発表した。このようなシス
テムがあることに関しては病院勤務医師が少
ないためか、80％以上が知らなかったと答えた 
（図 3）。 
 

 
＜図 3 肝炎アラートシステムを知ってい

るか＞   
 

Ⅳ B 型肝炎について 
1 B 型肝炎について、今日の内容はご存知で
したか？ 
□全然知らなかった 
□少ししか知らなかった 
□ほとんど知っていた 
□全て知っていた 
 
Ⅴ C 型肝炎について 
1 C 型肝炎について、今日の内容はご存知で
したか？ 
□全然知らなかった 
□少ししか知らなかった 
□ほとんど知っていた 
□全て知っていた 
 
 
講演内容については「ほとんど知っていた」

のは B 型、C 型ともに 30％ほどであり、ウイ
ルス性肝炎について 70％の参加者は肝炎を熟
知しているとは言えなかった（図 4）。 

 

 
＜図 4 講演内容についてしっているか＞ 

 
 
Ⅳ B 型肝炎について 
2 今まで、HBs 抗原陽性症例について、どの
ように対処しておられましたか？ 
□紹介しないことが多かった 
□なるべく専門家に紹介していた 
□全例、専門家に紹介していた 
3 これから、HBs 抗原陽性症例について、ど
のように対処しようと思われますか？ 
□紹介しないと思う 
□なるべく専門家に紹介しようと思う 
□全例、専門家に紹介しようと思う 
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B 型肝炎については 30％の参加者が全例紹
介していた一方、今まで 20％近くの参加者が
専門医に紹介していなかった。講演後には
50％近くが全例紹介したいと回答し、「紹介し
ないと思う」と返答した参加者は 2 名にとどま
った（図 5）。 
 

 
＜図 5  B 型肝炎症例の専門医への紹介につい
て＞ 
 
Ⅴ C 型肝炎について 
2 今まで、HCV 抗体陽性症例について、どの
ように対処しておられましたか？ 
□紹介しないことが多かった 
□なるべく専門家に紹介していた 
□全例、専門家に紹介していた 
3 これから、HCV 抗体陽性症例について、ど
のように対処しようと思われますか？ 
□紹介しないと思う 
□なるべく専門家に紹介しようと思う 
□全例、専門家に紹介しようと思う 
 

C 型肝炎についても専門家への紹介につい
て設問したが、傾向は B 型肝炎と同様であり
講演後の紹介への姿勢も B 型肝炎と同様であ
った。「紹介しないと思う」と返答した 2 名は
B 型肝炎についても同じ返答であった（図 6）。 

 
 

 
＜図 6  C 型肝炎症例の専門医への紹介につ
いて＞ 
 
 
4 院内紹介するのが難しい主な要因は何でし
ょう？（複数回答可） 
□紹介状を書く余裕がない 
□専門医に受診するよう口頭で指示している 
□原病が重篤である 
□既に専門医にかかっている 
□患者さんが希望しない 
□これまで知識・関心がなかった 
□そもそも肝炎患者がいない 
□その他 
 
 
 設問として「院内紹介」するのが難しい要因
としたためかやや回答数が少なかった。「口頭
で専門家受診をすすめている」と、「患者が希
望しない」が専門家に紹介するのが難しい理由
として最も挙げられた。（図 7）。 
 
 

 
＜図 7 肝炎患者を紹介するのが難しい理由＞ 
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D. 考察 

 参加者が主にかかりつけ医・開業医である産

業保健研修会で肝炎に関する講演でアンケー

ト調査を行った。参加した医師の 75％は内科、

外科の医師であり、また経験年数も長く、いわ

ゆるマイナー科と比べれば肝炎患者を診た経

験はあると思われる。 

院内アラートシステムについてはその存在

は知られていなかったが、一部参加した勤務医

に情報提供できたと思われる。 

肝炎についての知識は 70％の参加者で「少

ししか知らなかった」と返答していた。このた

めか専門医への紹介は 20％近くの参加者が紹

介していなかった。講演で情報を得て、肝炎ウ

イルス陽性者すべてが検査、フォローの対象で

あり、以前より多くの症例が抗ウイルス療法の

対象となると理解された後は、全例紹介するが

半数になるなど、こういった講演が患者紹介に

つながる可能性が示された。 

紹介が難しい理由として「紹介状を書く余裕

がない」「専門医に受診するよう口頭で指示し

ている」については、簡便な肝炎患者用の紹介

状の立案がひとつの対策になると思われる。ま

た「患者さんが希望しない」に関しては患者に

受診の重要性を簡単に示せる「たたけ肝炎」な

どのリーフレットの活用が対策としてあげら

れ、合わせて地域への配布を検討する必要があ

る。 
 

E. 結論 

 肝炎についての講演を行った産業保健研修

会に参加した医師へのアンケート調査にて、か

かりつけ医での肝炎患者の専門医への紹介状

況が把握され、紹介を促す対策が検討された。 

 

F. 研究発表(本研究に関わるもの) 

1. 論文発表 

該当事項なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

該当事項なし 

2. 実用新案登録 

該当事項なし 

3.  その他 

該当事項なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成29年度 分担研究報告書 

 

肝炎ウイルス陽性者の効率的なフォローアップシステムの開発・実用化に向けた研究 

 

研究分担者：高口 浩一 香川県立中央病院 院長補佐  

 

 

研究分担者 吉澤 要 信州大学消化器内科特任教授 

    

 

 

 
 

A. 研究目的 

肝炎連絡拠点病院内で非専門医が測定し

た肝炎ウイルス陽性者を、専門医に紹介する

システムを、電子カルテを用いて開発し、全

国の病院で使用可能にし肝炎ウイルス陽性

者をできるだけ治療の場にあげることを目

的とした。 

 

B. 研究方法 

肝炎連絡拠点病院である香川県立中央病

院で非専門医が測定した肝炎ウイルス陽性

者を、専門医に紹介する肝炎受診勧奨機能シ

ステムを、当院の電子カルテである

EGMAIN-GXを用いて開発し、導入前後の肝

臓内科への紹介率を検討しその効果につい

て検討した。 

開発したシステムを同じメーカーの

non-Custmaizeの電子カルテを使用してい

る全国の400以上の病院でバージョンアップ

機能に追加し早期に安価に利用可能にする

ことを目指した。 

 

C. 研究結果 

電子カルテシステムでウイルス肝炎陽性

者の受診勧奨を行う前の、HCV 抗体陽性率

は 5.1％であり、肝臓内科紹介率は 30％あっ

た。肝炎受診勧奨機能を追加した肝臓内科紹

介率は 30％とかわりなく患者バーへの表示

だけでは受診率は上昇しなかった。 

そこでカルテ終了時にワーニングをかけ

ることで受診率が上がるかどうかを検討し

たところ 50％上昇した。 

 

D. 考察 

肝炎ウイルス検査陽性者の受診勧奨機能

をシステム化したが、患者バーへの受診勧奨

マークだけでは、肝臓内科受診率は上昇しな

かったため今後チェック画面機能で目に見

える形でカルテ終了時にワーニングを表示

し受診勧奨を施行したところ、紹介率

HCV-RNA検査率が上昇した。 

 

E. 結論  

肝炎患者受診勧奨機能を説明するととも

に、ウイルス肝炎陽性者が多く、肝臓内科紹

介率が低い診療科に重点的に紹介を推奨す

ることが、肝炎患者さんの拾い上げに有用で

あることが示唆された。またワーニング効果

をみて今後のシステムを構築していく予定

である。 

 

F. 研究発表 

1. 論文発表 

なし 

 

研究要旨：肝炎ウイルス陽性者を、専門医に紹介する肝炎受診勧奨機能システムを、当

院の電子カルテを用いて開発し、導入前後の肝臓内科への紹介率を検討した。受診勧奨

を行う前の、HCV 抗体陽性率は 5.1％であり、肝臓内科紹介率は 30％あった。肝炎受診

勧奨機能を追加したのちの肝臓内科紹介率は 30％とかわりなく患者バーへの表示だけで

は紹介率は上昇せずワーニング機能を追加して検討した。 
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2. 学会発表 

第41回肝臓病学会 東部会  
C型肝炎撲滅に向けた地域の取り組み  
電子カルテシステムでの肝炎ウイルス 

陽性者受診勧告前後におけるウイルス性 

肝炎陽性患者の肝臓内科受診率の検討 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他  

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

平成 29 年度 分担研究報告書 

 

自治体での肝炎ウイルス陽性者のフォローアップ状況について 
 

研究分担者：的野 智光 鳥取大学医学部附属病院 消化器内科 助教 

 

研究要旨： 鳥取県では肝炎ウイルス検査陽性者を対象として、市町村が定期受診勧奨事業

を行っている。定期検査報告書の返信率は約 50％であり、本研究は定期検査報告書の非返

信者に対する受診勧奨および受診状況を明らかにすることである。平成 24 年から平成 28

年の過去 5 年間に定期検査報告書の返信の無かった 236 名に対して受診状況関するアンケ

ート調査を行った。受診状況の把握が可能であったのは 107 名であった。そのうち 47 名は、

医療機関に受診していたが、60名は未受診であった。そのうち 14 名は受診勧奨により受診

の意志があったが、14 名は受診の意志がなかった。7 名は医療者による肝炎ウイルス検査

陽性者に対する指導不良であり、4名は 90 歳超で高齢者施設に入所中であった。肝炎ウイ

ルス陽性者のフォローアップは重要であるが、一定の割合でフォローアップができない陽

性者も存在した。 

A. 研究目的 

 鳥取県では、平成 7年より肝臓がん健診事業

が開始され、平成 14 年からは基本健診と平行

してB型およびC型肝炎ウイルス検査を実施し

ている。平成 19 年からは健康増進法に基づき、

平成 24 年からは肝炎ウイルス検査個別勧奨事

業として節目年齢者に対して無料肝炎ウイル

ス検査を行っている。肝炎ウイルス陽性者に対

しては、市町村が定期検査受診勧奨事業を行い、

県の委託医療機関で精密検査を受診するよう

勧奨し、その検査結果を収集し受診状況を調査

している。定期検査結果報告書の返信率は約

50％であり、本研究は、Y市における定期検査

報告書の非返信者の受診状況を明らかにする

ことである。 

 

B. 研究方法 

 鳥取県 Y 市において、平成 8 年度から平成

28年度までの肝炎ウイルス陽性者は1435名で

あり、そのうち既に死亡や転居等にて削除され

た陽性者は 673 名であった。定期検査報告書の

対象者は、B 型肝炎ウイルス（HBV）陽性者は

582 名、C型肝炎ウイルス（HCV）陽性者は 174

名、重複例は 6 例であった。そのうち平成２4

年から平成 28 年の過去 5 年間のうち少なくと

も一度は定期検査報告書を返信していた 526

名を対象外とし、全く返信のなかった 236 名の

肝炎ウイルス陽性者に対して、アンケート送付

による受診勧奨および受診状況を調査し、アン

ケートの返信が無い陽性者に対して、電話ある

いは訪問による直接的受診勧奨および受診状

況の調査を行った。 

 

C. 研究結果 

1. 定期検査報告書の返信のなかった 236 名に

対してアンケートを送付した結果、返答ありが

85 名、返答なしが 151 名であった。返答なし

のうち 81 名は追加調査ができなかったが、70

名に対しては直接電話あるいは訪問による受

診勧奨および受診状況の調査を行った。受診状

況の把握が可能であったのは 22 名であった。

48 名は不在であった。236 名のうち 107 名の受

診状況の把握が可能であった。（図 1）受診状

況が把握できた 107 名のうち、47 名は医療機関に

受診しており、60 名は受診していなかった。（図

2） 
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2. 受診状況が把握できた 107 名のうち、HBV

陽性者は 82 名であり、HCV 陽性者は 25名であ

った。平均年齢は、HBV 陽性者 65 歳、HCV 陽性

者 76歳、男女数は HBV 陽性者 25:57、HCV 陽性

者 7:18 であった。受診状況については、病院

あるいは医院通院中は、HBV 陽性者 36 名、HCV

陽性者 11 名であった。受診の意志はあるが受

診していない者は HBV 陽性者 11 名、HCV 陽性

者 3 名であった。受診の意志のない者は HBV

陽性者 11 名、HCV 陽性者 3 名であった。施設

入所中は HBV 陽性者 2名、HCV 陽性者 2名であ

り、全て 90 歳以上であった。他病院や医院の

医師に通院不要とされた指導不良は、HBV 陽性

者 3名、HCV 陽性者 4名であった。（表 1） 

 

 
 

D. 考察 

 定期検査報告書の非返信者は、HBV 陽性者が

多く、女性が多かった。HBV 陽性者の 43.9％、

HCV 陽性者の 44％は病院あるいは、医院に通院

していた。しかし、HBV 陽性者の 13.4％、HCV 陽

性者の 12％は、受診意志があるものの受診に踏

み切れないでいる陽性者であった。受診意志が

ない陽性者も少なからず存在し、HBV 陽性者の

13.4％、HCV 陽性者の 6％であり、また施設入所

中の 4 名は全て 90 歳を超える超高齢者であった。

これらの陽性者に対してフォローアップをしていく

ことは難しいと考えられる。問題点としてあげられ

ることは、 医師による受診勧奨および受診の必

要性における患者指導の不良例と思われる陽性

者が 7 名存在し、今後医療関係者を対象とした肝

炎ウイルス陽性者の対応について指導を行う必

要性もあると思われた。 

 

E. 結論 

 肝炎ウイルス陽性者のフォローアップは重

要である一方、一定の割合でフォローアップが

できない陽性者も存在した。 

 

F. 健康危険情報 

  特になし 

 

G. 研究発表(本研究に関わるもの) 

1. 論文発表 

なし  

2. 学会発表 
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なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他  

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書 

 
非専門医からの紹介率向上要因の解析と山口県における 

肝炎検査の実態調査に関する研究 
 

研究分担者：日髙  勲 山口大学医学部附属病院 肝疾患センター 助教 
 

研究要旨：（目的）わが国には約 350 万人の肝炎ウイルスキャリアが存在すると推定されて
いる。抗ウイルス治療は飛躍的に進歩しており、専門医による診療が重要で、適切な受診
に至っていない患者が存在することが課題となっている。また、自身が陽性と認識してい
ない方への検査受検の取り組みも重要である。（方法）本研究では 1)電子カルテを用いた受
診勧奨システム有用性と非専門医への聞き取り調査による非紹介の要因探索と公開率向上
の取り組みについて検討する。2)また、山口県下での肝炎検査実施状況を把握し、さらな
る受検者数増加への取り組みについても検証していく。（結果）1)アラートシステム導入直
後の陽性者への結果説明用紙発行率は 11.5％、専門医紹介率は 18.3％であったが、診療科
ごとにシステムの勉強会を実施することにより発行率や紹介率は上昇した。非専門医への
アンケート調査においてもシステムの認知度の低さが非紹介の要因として抽出され、シス
テム認知度の向上が紹介率向上につながると推察された。また、継続的な肝炎検査の受検
啓発活動により山口県においては行政が実施する肝炎検査の受検者数は 2012 年 9678 人、
2013 年 9646 人、2014 年 10898 人、2015 年 13124 人、2016 年 13773 人と 2012 年度以年々
増加傾向であることが判明した。さらに協会けんぽ山口支部との連携により、2018 年以降
は職域でも受検啓発が行える予定となり、更なる受検者数増加が期待される。 

A. 研究目的 

わが国には約 350 万人の肝炎ウイルスキャ

リア（B 型肝炎、C 型肝炎）がいると推定され

（厚生労働省）、ウイルス肝炎は国民病である

と記述されている（肝炎対策基本法前文）。B

型慢性肝炎・肝硬変では抗ウイルス薬の内服を

行うことにより肝発癌が抑制される。また、肝

機能正常キャリアから発癌することもあり、適

切な定期検査が必要である。C型肝炎において

は経口抗ウイルス薬の登場により、ウイルス排

除率は飛躍的に上昇し、ウイルス排除により肝

発癌が抑制される。そのため、専門医による適

正な診断・治療が望まれているが、いまだに適

切な受診を受けていない患者が多くすること

が問題となっている。 

本事業の先行研究本研究「効率的な肝炎ウイ

ルス検査陽性者フォローアップシステムの構

築のための研究」において、当院でも電子カル

テのアラートシステムを導入することにより、

院内で非専門医が測定した肝炎ウイルス検査

陽性者を、ある程度専門医に紹介できることが

判明したが、システム導入だけでは未紹介とな

る患者も存在した。本研究では、電子カルテア

ラートシステムによる紹介率向上につながる

取り組みについて検証するとともに、非専門医

からの未紹介の要因について探索し、解決策を

見出していく。また、行政で行われている肝炎

無料検査や職域検診での肝炎ウイルス検査受

検状況を調査し、受検率、受診率向上につなが

る取り組みに検討する。 

 

B. 研究方法 

１）非専門医からの紹介率向上の要因の解

析：電子カルテのアラートシステムを用いた肝

炎検査陽性者の受診勧奨システムを導入後の

アラート数、肝炎陽性者への結果説明率、肝臓

内科紹介率の状況を調査するとともに、受診率

（紹介率）向上へ手段として、非専門の各診療

科で勉強会を行うことが有効か検証する。また、

医師と非専門医やコメディカルスタッフに意
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識調査（アンケート調査）を行い、非紹介の要

因や勉強会の意義について検証する。２）山口

県における肝炎検査の実態調査：山口県が実施

している緊急肝炎ウイルス検査事業および保

健所無料肝炎検査（肝炎ウイルス無料検査）と

市町村で実施している健康増進事業による肝

炎ウイルス検査の実施状況を調査し、陽性者の

フォローアップ状況についても調査する。また、

職域における検診時の肝炎検査受検状況を調

査し、受検数向上についての取り組みを開始し、

効果検証する。 

（倫理面への配慮） 

非専門医やコメディカルスタッフに行う意

識調査（アンケート調査）については人医学系

研究の倫理審査の承認を得て実施、無記名で行

い個人情報の漏洩に十分配慮する。 

 

C. 研究結果 

１）当院では 2015 年 3 月に電子カルテのア

ラートシステムを利用した受診勧奨を開始し、

システムについて病院の医療安全講習会等で

周知を行った。2015 年度のアラート数は 347

件、検査結果の説明書発行率は 11.5%、肝臓内

科紹介率は 17.9%であった。2016 年 7 月に非専

門の各診療科で医師及び看護師を対象とした

勉強会を開始し、2017 年度も継続した。2016

年度のアラート数は 327 件、検査結果の説明書

発行率は 54.7%、肝臓内科紹介率は 18.3%、2017

年度（9 月時点）のアラート数は 154 件、検査

結果の説明書発行率は 42.9%、肝臓内科紹介率

は 16.3%と診療科ごとの勉強会実施後、肝炎検

査陽性者への結果説明率の上昇を認めた（図

１）。2017 年に勉強会開催時に非専門医および

看護師にアンケート調査を実施した。非専門医

（回答数 31 名）における勉強会開催前のシス
テム認知度は 38.7％と低く、勉強会後にはこ

れまでほとんど専門医に紹介しない医師も含

めて、すべての医師が専門医に紹介する必要性

を認識しており、個別説明会の重要であると認

識できた（図２）。 

 

 
２）山口大学医学部附属病院では 2012 年よ

り肝炎無料検査の受検推進の啓発活動を行政

や肝炎医療コーディネーターと連携し実施し

ている。山口県が実施している肝炎ウイルス無

料検査の受検者数（下関市を含む）は 2012年
7746人、2013年 7769人、2014年 8915人、
2015年 11129人、2016年 12312人であっ
た。また、市町村で実施している健康増進事業

による肝炎ウイルス検査の実施数（下関市を含

む）は 2012 年 1932 人、2013 年 1877 人、2014

年 1983 人、2015 年 1995 人、2016 年 1461 人で

あった。合計で 2012 年 9678 人、2013 年 9646

人、2014 年 10898 人、2015 年 13124 人、2016

年 13773 人と年々受検者数は増加しており、継

続的な啓発の有効であると推測された。陽性者

のフォローアップ状況については県と協議中

であり、2018 年度に調査を検討中である（図 3）。

また、職域における肝炎検査の実施状況の把握

として、協会けんぽ山口支部を訪問し、状況の

聞き取り調査を実施した。協会けんぽでは検診

時における追加検査として HBs 抗原、HCV 抗
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体検査受検希望者には検査費用補助を実施さ

れており、協会けんぽを職域での検査の受検状

況の調査対象機関とした。協会けんぽ山口支部

における 2017 年度（2 月末時点）での追加肝

炎ウイルス検査の受検者数は 1100 件であった。

面会時に本班研究における協会けんぽ福岡支

部での受検者増加を目指す取り組みの成果（分

担研究者 久留米大学 井出ら）を紹介し、山

口県での取り組み実施について提案した。協議

の結果、2018 年度に福岡と同様の取り組みを

実施していただけることとなり、肝炎ウイルス

検査実施のリーフレット（図４）を作成し、2018

年 2 月に実施された協会けんぽ山口支部主催 2

の 018 年度検診医療機関向け説明会に出席し、

肝炎検査の必要性と刷新リーフレットの使用

方法、ウイルス肝炎の最新治療について講演し、

受検増加の取り組み実施について依頼した。

2018 年度に受検数の推移を調査する予定であ

る。 
   

 
  

 
 

D. 考察 

電子カルテアラートシステムを用いた術前

検査等でのウイルス肝炎陽性者の非専門医か

ら専門医への受診勧奨の取り組みは、システム

導入だけでは紹介率の上昇は一定の効果にと

どまる。今回非専門医を対象に実施したアンケ

ートの結果よりシステムの認知度の低さがそ

の一因と推察された。各診療科での個別勉強会

の実施など、システムの認知度向上、実際の利

用方法の説明を行うことで、非専門医から専門

医への紹介率は向上すると考えられた。また、

山口県ではウイルス肝炎無料検査の受検啓発

活動を継続的に行っており、実態調査の結果、

受検者数は年々増加傾向であった。継続的な受

検啓発活動の有用性を認識した。陽性者のその

後の受診状況については十分把握できておら

ず、今後の課題と考えられた。山口県では受検

時にフォローアップの同意取得を行っており、

今後調査を行っていきたい。また、さらなる肝

炎検査受検者数の推進を目指し、協会けんぽ山

口支部と来年度より取り組みを行う予定であ

り、その成果に期待したい。 

 

E. 結論 
非専門医から専門医への肝炎ウイルス陽性

者の紹介率向上に電子カルテを用いたアラー
トシステムは有用であるが、システムの認知度
向上が紹介率の向上に寄与する。医療機関と行
政が一体となった受検啓発活動により、肝炎検
査の受検者数は増加しており、職域においても
啓発が有用な可能性がある。 
 
F. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 

なし 

 

2. 学会発表 

日髙 勲、坂井田 功、拠点病院と県、肝炎医

療コーディネーターが一体となった肝炎ウイ

ルス検査受検啓発の取り組み、シンポジウム「B

型、C 型肝炎患者拾い上げの取り組み」、第 42

回日本肝臓学会西部会、2017 年 11 月、福岡 
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G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他  

なし                                                          
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成29年度 分担研究報告書 

 
医療情報ネットワークを介した肝炎ウイルス連携パスの構築の検討 

 
研究分担者：坂口 孝作 福山市民病院院長 

 

研究要旨：肝疾患治療、および治療後の長期フォローを目的として、既存の医療情報 

ネットワーク上で、かかりつけ医と肝疾患専門医が相互に肝疾患患者の医療情報を共 

有できる肝炎ウイルス連携パスを構築した。 

 

 

A. 研究目的 

肝疾患診療には、かかりつけ医と肝疾患

専門医との連携が重要である。そこで、か

かりつけ医と肝疾患専門医とで情報を共有

し効率的に診療を継続できるように医療情

報ネットワークを介した肝炎ウイルス連携

パスの構築を検討した。 

 

B. 研究方法 

広島県ではひろしま医療情報ネットワー

ク（HMネット）が運用されている。このHM

ネット内に肝炎ウイルス連携パスを構築す

る。肝疾患患者をHMネットと肝炎ウイルス

連携パスに登録する。このシステムにより、

かかりつけ医と肝疾患専門医は医療情報を

共有し、相互に受診状況を把握できる。 

（倫理面への配慮） 

登録には書面で説明し、同意を得る。 

 

C. 研究結果 

当院のある福山市では、52 施設が HM

ネットに参加している。広島県医師会、福

山市医師会の協力を得て、HM ネットを介

して運用できる肝炎ウイルス連携パスを構

築した。当院と少数のかかりつけ医との間

で「ラピッドプロトタイプ」として 2018

年 5 月から運用予定である。 

D. 考察 

肝疾患の治療あるいは治療後の長期にわ

たるフォローアップのためには、かかりつけ

医と肝疾患専門医の連携が重要である。相互

の医療情報を共有できる肝炎ウイルス連携

パスで肝疾患診療連携の向上、患者フォロー

アップの効率化が期待できる。次年度からは

「ラピッドプロトタイプ」として運用し、そ

の効果を検証する。 

 

E. 結論 

かかりつけ医と肝疾患専門医相互で医療

情報を共有できる肝炎ウイルス連携パスを

構築した。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 
坂口孝作 ウイルス性肝炎の診断と最新

治療～すべての人に生涯一度のウイルス検
査を～ BLOOM（中国労働衛生協会）  
印刷中 
 

2. 学会発表 

なし 
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H. 知的財産権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成29年度 分担研究報告書 

 
肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的な 
フォローアップの開発・実用化に向けた研究 

 
研究分担者：井上 淳  東北大学病院消化器内科 助教 

 
研究要旨：宮城県の市町村を対象に、肝炎ウイルス検査陽性者のフォローアップの現状を
把握するためにアンケートを送付した。全ての市町村から回答が得られ（14 市、20 町、1
村）、検査陽性者に対するフォローアップ事業を行っているという回答が 51% であったが、
受診調査や再勧奨を行っているのは 34%のみであった。研究班からの連絡に同意が得られた
23 市町村に対して訪問や電話連絡を行ったところ、各自治体で取り組み方に差があること
が分かった。陽性者へ保健師の訪問を行っていない自治体ではフォローアップ事業への同
意取得率が低いことが問題であることが多く、同意取得の方法に改善の余地があると思わ
れた。 

A. 研究目的 
日本には 300 万人を超える肝炎ウイルス

キャリアが存在すると推定されているが、
まだ多くの感染に気づいていない患者が潜
在していると考えられている。また、感染
していることが分かっていても適切な検査
や治療を受けていない患者も多いことが推
測されている。近年の肝炎治療薬の進歩に
より適切な治療を受けられれば肝癌のリス
クを減らすことができるが、検診で肝炎ウ
イルス検査が陽性になっても受診に繋がら
なかったり、受診後に治療や定期通院に繋
がらないケースがある。そこで、本研究で
は宮城県内の各自治体が肝炎ウイルス検査
陽性の住民を適切にフォローアップできて
いるかを確認して問題点を明らかにするこ
とを目的とし、自治体に対してアンケート
調査や訪問・電話連絡を行った。 

 
B. 研究方法 
宮城県内の 14 市・20 町・1 村の計 35 市

町村に対して以下のようなアンケート調査
を行った。 

問１：住民を対象とした肝炎検診を行っ
ていますか。 
問２：受診勧奨後の受診調査や再勧奨を
行っていますか。 
問３：肝炎検診後の陽性者受診勧奨（フ
ォローアップ事業）を行っていますか。 
問４：研究班では肝炎啓発に関するご相

談をお伺いすることもできます。今後、
研究班から、御連絡させて頂いてもよろ
しいですか。 
 
また、問４に対して「はい」と回答のあ

った市町村に対しては担当者へ電話連絡を
行い、特に肝炎検査陽性者の多い自治体に
対しては直接訪問して検査陽性者フォロー
アップの現状を聴取し、問題点を考察した。 
 
C. 研究結果 
35 市町村に宮城県を介してアンケートを

送付した結果、全ての市町村から回答が得
られた。問１は全ての市町村が「はい」と
回答していたが、問２は「はい」と回答し
たのは 12 市町（34%）のみであった。問３
は「はい」と回答したのが 18 市町（51%）
であり、「該当なし」も 6 市町村（17%）あ
った。問４は 23 市町村（66%）から「はい」
との回答が得られ、さらなる調査の対象と
した。 
23 市町村のうち、2014-2015 年の検診結

果で特に検査陽性者の多かった 3 市へ訪問
を行った（さらに 1 町へは今後訪問予定）。
S 市は検査陽性者に対してフォローアップ
事業を行なっていたが、フォローアップの
同意取得率の改善が課題として考えられた。
I 市は検査陽性者が比較的多いにも関わら
ず、受診調査や受診再勧奨が行われていな
いことが問題であった。また、同市の中核
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となる病院が肝炎指定医療機関に加わって
いないことも問題であったが、今年から対
応可能となり、病院と自治体の連携が取れ
るような体制になったため、改善する良い
タイミングと思われた。N市は検査陽性者に
対してフォローアップ事業を行なっていた
が、こちらも S市と同様に同意取得率が 20%
程度と低いことが問題であると考えられた。 
残りの18市町村には担当者へ電話連絡を

行った。比較的人口の多い自治体（市）で
は検査陽性者に対する受診調査や再勧奨を
行っている所が多かった（6 市中 5 市）が、
人口の少ない自治体（町村）の中には検査
陽性者がこれまでおらず、実際に陽性者が
出た場合の対応やフォローアップ事業の内
容が分からないという回答や、人員が足り
ないために対応できないという自治体もあ
った。 
訪問と電話で確認できた22市町村の現状

をまとめると、検査陽性であった住民に保
健師が訪問しているのが 50%であり、その他
は郵送のみの対応であった。郵送で陽性通
知を行っている市町村は全て同時に受診勧
奨文書が送られていた。保健師が訪問して
いる自治体ではフォローアップの同意もそ
の時に説明されており、同意取得率は比較
的高かったが、郵送で通知している自治体
での同意取得率は低いと思われた。受診調
査は 22 市町村中 3 市町で行われておらず、
それ以外の自治体では全て年 1 回の調査が
行われていたが、受診調査をしていても受
診再勧奨を行っていない自治体もあり、改
善が望まれた。 
 
D. 考察 
今回の宮城県の自治体を対象とした調査

では、14 市ではおおむね受診調査や再勧奨
が行われていたが、一部で陽性者が比較的
多いにも関わらずこれらが行われていない
自治体があった。この自治体には他県の自
治体で繰り返し勧奨すると受診率が向上し
たことを示しながら、改善方法の提案を行
うことが有効であると思われた。また、検
査陽性者に対して保健師が訪問していない
自治体ではフォローアップ事業への同意取
得率が低いことが分かった。保健師の訪問
には人員が必要であり、全ての自治体で行
うことは困難であると考えられ、他の方法

が必要である。このような場合は他県の自
治体で検査時に同意を取得すると取得率が
改善したことを提示し、このような問診票
を取り入れる提案が有効であると思われた。
これらの提案を行った自治体の今後も取り
組み方を再評価する必要がある。 
また、フォローアップ事業への同意の有

無に関わらず受診調査や再勧奨を行ってい
る自治体も見られた。この体制の継続が望
ましいかどうかは議論が必要であると思わ
れた。 
比較的規模の小さな自治体の中には陽性

者が少ないこともありフォローアップ事業
の内容がきちんと理解できていない自治体
があった。マンパワー不足も背景にあると
考えられたが、効率を考慮すると大きな自
治体でより重点的に対応することが必要で
あると思われた。 
 
E. 結論 
宮城県での肝炎検査陽性者のフォローア

ップ事業については各自治体での理解・対
応に差が見られた。自治体毎の問題点を訪
問や電話で確認することで、その自治体の
現状に合った改善方法の提案を行うことが
できると思われた。さらに各自治体の今後
の取り組み方を評価していきたい。 

 
F. 健康危険情報 

なし 
 
G. 研究発表 
1. 論文発表   

なし 
 

2. 学会発表   
なし 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得   

なし 

2. 実用新案登録   

なし 

3. その他   

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成 29 年度 分担研究報告書 

 

肝炎受診勧奨システム導入後の肝炎ウイルス陽性者受診の推移 
 

 
研究分担者：末次 淳  岐阜大学医学部附属病院 消化器病態学 

 
研究要旨：肝臓癌の 70〜80%は、B 型肝炎ウイルス(HBV)、C 型肝炎ウイルス(HCV)の持続感
染を背景に発症することが明らかにされている。1989 年に HCV が発見されて以降、肝発癌
の面で HCV は我が国では問題となっていた。ウイルスの排除が肝臓癌の発症を低下させる
ことが明らかになっている。我が国では肝炎治療促進のための環境整備・肝炎ウイルス検
査の促進・肝疾患診療体制の整備、相談体制の整備・国民に対する正しい知識の普及啓発・
研究の促進を行なわれ成果が上がってきている。検診による HBV、HCV 感染者拾い上げ、専
門医療機関への受診勧奨、慢性肝疾患患者に対するインターフェロン治療・経口剤による
治療などの受診勧奨などが行われ、一定の成果が得られてきているが、肝炎ウイルスに関
する啓蒙活動が行われているにもかかわらず未だ問題点が存在している。肝炎ウイルスに
感染していることに気づいていない、肝炎ウイルスに感染していることを知りながら放置
している、肝炎ウイルス排除後受診の中断などが挙げられる。100〜150 万と推定される HCV
肝炎ウイルス陽性を自覚していない、陽性と知りながら無症状のため受診をしない症例を
拾い上げ治療に導くことは急務となっている。本研究では当院における肝臓非専門医が測
定した HCV 抗体陽性者の受診や抗ウイルス療法の受療の実態およびアンケートを用いた非
専門医の意識調査を通じて検討した。 

A. 研究目的 

本邦には約 150〜200 万人の C 型肝炎ウイル

スキャリアがいると推定され、ウイルス肝炎は

国民最大の感染症であると報告されている。し

かし、治療効果が上昇したにもかかわらず C

型肝炎ウイルスに感染していることを知らな

いキャリアが約 100〜150 万人ほど存在してい

ることが問題となっている。さらに、非専門科

医師の認識不足、院内連携の欠如のために、肝

炎検査陽性者が適切な治療に結びついていな

い現状もある。 

当院では、H28 年 1 月より電子カルテアラー

トシステムを導入したことでHBV HCV治療に結

びついた件数が増加した。本研究では、H29 年

度の当病院内で非専門医が測定した C 型肝炎

ウイルス陽性者の受診から抗ウイルス療法の

受療の実態および医療従事者や非専門科医師

の意識調査し、今後の改善策等を検討した。 

 

 

B. 研究方法 

当病院は H28 年 1 月より電子カルテシステ

ムの全面変更があり、その時期に合わせ肝炎ウ

イルス陽性者フォローアップ通知を導入した

ことにより専門医への受診が増加し、受療につ

ながる症例もあり、介入による一定の効果を得

られた。しかし、依然としてアラートシステム

導入後も非専門医からの受診・受療へと繋がら

ないケースが一定数見受けられるという問題

点が散見された。 

今回、当病院内における H29 年 1 月〜12 月

の 1 年間における HCV 抗体の検査数、陽性者

数を診療科別に検討し、非専門医から専門医へ

の紹介受診・治療数を検討した。(倫理的配慮) 

研究の遂行にあたり、個人情報はすべて秘匿さ

れた状態で扱っている。 

また、院内の医療従事者に対してウイルス肝

炎に関する知識および診療意識をアンケート

を用いて調査した。 
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C. 研究結果 

(HCV 検査) 

当院における H29 年 1 年間の HCV 抗体検査

数は、12060 件であり、そのうち期間中の同一

患者への重複検査を除くと、9659 名であった。

当院の 27 診療科に受診され、各診療科で肝炎

ウイルス検査が測定されているが、HCV 測定

者数は、消化器内科、皮膚科、成育医療(産婦

人科)、高次救命、眼科、整形外科の順に測定

者数が多かった。 

HCV 抗体陽性者は治療中・後を含めて 239

名(2.5%)の HCV 抗体陽性者であった。 

このうち非専門医での検査数は 8624 名

(89.3%)であり、陽性者は 170 名(2.0%)であった。

他院で治療中・フォロー中の方や以前に精査済

みで既往感染パターンと判明している方等を

除き、専門医へ新規で紹介のあった患者数は

61 名であり、そのうち DAA 等により新規に治

療を開始となった患者数 11名(18 %)であった。

また紹介を機に肝細胞癌を発見され治療へと

繋がった症例も 1 例認められた。 

 

(HCV の意識調査・アンケート) 

H29 年に当院内にてウイルス性肝炎に対する

知識および診療意識に関するアンケートを行

い、非専門科医師 44 名を含む 161 名から回答

を得た。HCV 抗体検査数の比較的多い、皮膚

科・産婦人科・整形外科の医師を中心としたア

ンケートを対象とした。非専門医 44 名のうち、

HCV 抗体陽性例を全例専門家に紹介していた

のは 20 名(45.4%)であり、紹介しないことが多

かったと答えたのは 4 名(9.1%)であった。専門

医への紹介・受診数が十分に増加しない原因と

して非専門医の認識不足や診療意識に問題の

一端があることが明らかになった。 
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D. 考察 

肝炎ウイルス感染に気づいていないことに

は、様々な理由があると考えられる。一つは、

肝炎ウイルス検査をしたことすら知らないで

いることであり、検査をした医療機関が十分に

説明をされていないことも原因にある。今まで

の全国検討で既に肝炎ウイルス検査を受けて

いるが、自身では認識していない受検者が多数

いることかが判明している。以前、肝炎検査受

検状況実態把握事業から、手術や献血前に肝炎

ウイルス検査を受けているが自身では認識し

ていない「非認識受検者」の割合が C 型肝炎

ウイルス検査は 30.4%と多く存在しているこ

とが判明している。(厚生労働省)  

本研究では、非専門科医師からの HCV 陽性

者の紹介受診の割合は、各科によってバラツキ

がみられ、検査数とは関連は認めなかった。非

専門医からの紹介により DAA による治療・受

療に繋がった症例が 11 例、肝癌の治療に繋が

った症例が 1 例それぞれ得られ、前年に当院で

介入した肝炎通知アラートシステムによる一

定の効果が引き続き得られていると思われた。

しかし依然として専門医への受診を逃してい

る症例数がまだ散見された。例えば、紹介割合

の比較的低かった科のうち、眼科・循環器内科

では数日程度の短期間の入院症例も多く、医師

が HCV 陽性に気づく前に退院となり受診機会

を逸している可能性が考えられた。また高次救

命では初療時に測定するもその後すぐに他科
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での入院となり検査の提出医師と入院主治医

が異なるため HCV 測定結果に気づいていない

可能性も考えられた。 

また、アンケートを用いた意識調査では、全

例専門科に紹介していた群は約半数であり紹

介しないことが多かった群も認められた。紹介

が進まなかった理由として、紹介をする余裕が

ない、専門科外来が忙しそうである、口頭で指

示している、等が多くみられた。非専門医が

HCV 陽性を認識した際に、より容易に専門医

外来へ受診・相談できる体制を院内にて構築し

ていく必要があると考えられる。また、口頭指

示では支持している非専門医側、患者側ともに

認識が不十分であると受診につながらないケ

ースも多い。本研究ではアンケートを用いた介

入により全例専門科に紹介しようと思う群が

増加し、紹介しないと思う群が 0 へと減少した。

非専門医を中心とした医療従事者の HCV への

認識や診療意識をアンケート等を用いて介入

することで改善が得られ、有用な介入手段であ

ると考えられた。今回は一部の診療科のみへの

介入であるため、今後さらに他の診療科へも同

様の介入や院内の感染対策講習などでの告知

等を行い、より一層の認識・診療意識の改善を

測っていく必要があると考えられた。 

 

E. 結論 

前年からの肝炎アラートシステムの介入の

効果もあり非専門医からの紹介により受療に

つながる症例を得られている。またアンケート

を用いた非専門医への介入により HCV 陽性者

に対する認識・診療意識の改善が得られた。未

だ受診に至っていない症例や紹介率の低い診

療科もあるため、引き続きの介入が必要である。 
 

F. 研究発表(本研究に関わるもの) 

1. 論文発表 

なし 

 

2. 学会発表 

肝臓病教室・家族支援講座  

2017 年 3月 9日 岐阜 

大きな進歩を遂げた C型肝炎ウイルス治療  

末次 淳 

 

肝炎の会 日本肝臓学会共催 

肝臓病医療講演会と個別相談  

2017 年 5月 28 日 岐阜 

『治療の機会を失わないような受診』 

排除可能になった C型肝炎ウイルス 

末次 淳 

 

平成 29 年度 日本肝臓学会主催 市民公開講

座 2017 年 7 月 30 日 岐阜 

『知っておきたい B型・C型肝炎ウイルス』 

末次 淳 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

１. 特許取得  

なし 

２. 実用新案登録  

なし 

３. その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成 29 年度 分担研究報告書 

 

職場健診とウイルス性肝炎無料検診との同時実施による検診普及の検討 
 

研究分担者：山下智省  JCHO 下関医療センター 副院長 
研究協力者：加藤 彰  JCHO 下関医療センター 肝臓病センター長 

 
研究要旨：ウイルス性肝炎に対する治療は、近年の新薬の開発により、目覚ましい発展を
遂げている。しかし、その一方、多くの B型・C型肝炎ウイルスキャリアが潜在している。 
これらキャリアの抽出の方策の一つとして、ウイルス性肝炎無料検診事業があるが、受診
率が低いことが問題点である。一方、事業所を主とした職場健診は広く普及しているが、
ウイルス性肝炎検査は義務づけられていない。そこで、職場健診の際に、ウイルス性肝炎
無料検診を同時実施したところ、受診率の向上がみられた。また、検診陽性者は HBs 抗原
78 人(1.03%). HCV 抗体 45 人(0.60%)であった。検査結果郵送時に医療機関受診を勧奨する
リーフレットを同封したが、追跡調査では、医療機関受診率は全体で 76.9%にとどまった。
未受診者の受診しない理由は、「受診の必要を感じない」61.9%、「受診する時間がなかった」
38.1%であり、このうち 57.1%が今後も受診する意志がないと回答した。以上から、ウイル
ス性肝炎無料検診の普及と並行して、検査陽性者の受診勧奨の対策も必要であり、マスコ
ミ等を活用した啓発活動の推進に期待したい。 

A. 研究目的 

B型, C型肝炎患者の抽出のために,国は特定

感染症検査等事業に基づく肝炎無料検査など

の施策に取り組んできたが、その普及は十分

ではなく、潜在的キャリアが多数存在すると

考えられている。一方、事業所就労者を対象

に広く行われている職場健診では肝炎検診が

義務付けられておらず、毎年検診を受けてい

るにも関わらず、一度も肝炎検査を受けてい

ない者が多くいるという矛盾がみられる。職

場健診受検時に肝炎無料検診を同時に実施す

ることによって、肝炎検査受検者数の増加を

目指し、加えて陽性者の医療機関受療行動を

明らかにすることを目的とした。 

 

B. 研究方法 

当院の健診部門である健康管理センターに

おいて、2015年 10月から2016年 9月までの1

年間に実施された協会けんぽ加入事業所職場

健診者を対象とした。あらかじめウイルス肝

炎スクリーニング検査(HBs 抗原, HCV 抗体)を

無料で受けられることを通知して受検希望を

募り、希望者に対して健診の採血と同時に

HBs抗原とHCV抗体検査の検体を採取した。検

査結果は健診結果と一緒に郵送で通知した。

さらにHBs抗原陽性あるいはHCV抗体陽性者に

は医療機関受診を勧奨するリーフレットを同

封した。 

また、陽性者を対象に通知後の医療機関受療

状況に関する追跡調査を行った。検査費

(3,164 円/人)は特定感染症検査等事業に基づ

いて下関市が負担した。 

 

C. 研究結果 

1）ウイルス性肝炎検査:健診全受験者 28,654

人のうち,協会けんぽ加入事業所就労 9875 人

を対象に肝炎無料検査を案内した。このうち

23.7%は過去に検査済みであることを理由に受

検を希望しなかった。それ以外の 7,537 人は

全員が受検を希望し、本研究開始前の当セン

ターでの肝炎検診実施率 0.6%に比して飛躍的

に向上した。検査陽性者は HBs 抗原 78 人

(1.03%). HCV 抗体 45 人(0.60%)であった。 

2）陽性者の追跡調査:回答率は 76.9%、検診結

果通知後の医療機関受診率は全体で 76.9%、

HBs 抗原陽性者 70.2%、HCV 抗体陽性者 84.8%
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であった。未受診者の受診しない理由は、「受

診の必要を感じない」61.9%、「受診する時間

がなかった」38.1%であり、このうち 57.1%が

今後も受診する意志がないと回答した。 

 

D. 考察 

肝炎無料検査を案内することにより検査未

実施者の 100%が実施を希望したことから,職

場健診などのあらゆる機会を利用して周知す

ることがウイルス肝炎スクリーニングの普及

に有効である。検査陽性者の半数以上が将来

にわたって医療機関受診の意思がなく、これ

らへの啓発、受診勧奨の対策が必要である。 

 

E. 結論 

職場健診時にウイルス性肝炎無料検診を同

時実施することは、ウイルス性肝炎検診の受

診率向上に有効であった。一方、検査陽性者

の医療機関受診率はまだ充分とはいえず、今

後対策を要する。 

 
F. 健康危険情報 

特になし 
 
G. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 

なし 
 

2. 学会発表 

 山下智省、加藤彰、是永匡紹 職場健診とウ   

イルス性肝炎無料検診との同時実施による検

診普及の検討肝臓 58 Suppl.3 A761. 2017 
第 42 回日本肝臓学会西部会 
（2017 年 12 月 1 日、福岡市） 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許出願 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成 29 年度 分担研究報告書 

 

自治体肝炎ウイルス検診（検査）陽性者のフォローアップ状況とその実態 
 

研究分担者：横須賀 收  独立行政法人 地域医療機能推進機構 船橋中央病院 
研究協力者：是永 圭子   独立行政法人 地域医療機能推進機構 船橋中央病院 

 
研究要旨：ウイルス肝炎はわが国の国民病と位置づけされ、様々対策により、未受検者は
約 77万人に減少した一方で、約 53～120 万人が陽性と知りながら受診していないと推測さ
れている。平成 26年に重症化予防事業の一貫として、自治体主体で行われる肝炎ウイルス
検診（検査）陽性者を専門医へ受診させ、受療や継続受診をされるフォローアップ事業が
開始しているが、フォロ-アップ率は明らかではない。本研究では、自治体の肝炎ウイルス
陽性者の実態調査を行うことで、フォローアップ事業の問題点を抽出することを目的とす
る。 

A. 研究目的 

 ウイルス肝炎はわが国の国民病と位置づけ

され、約 350 万人のキャリアが存在すると推定

されている。平成 14 年度から行われた老人保

健法（現在健康増進法）で主に国民保険加入者

を対象者として開始された市町村主体の肝炎

ウイルス検査受検率は約 20%に留まり、未だに

約 77 万人が未受検、更に約 53～120 万人が陽

性と知りながら受診していないと推測されて

いる。平成 26 年に重症化予防事業の一貫とし

て、自治体主体で行われる肝炎ウイルス検診

（検査）陽性者を専門医へ受診させ、受療や継

続受診をされるフォローアップ事業が開始、初

回精密検査費用の無料化、定期検査助成にて医

療費を補助することで、肝炎ウイルス陽性者を

長期間フォローアップするように努めている

が、医療従事者の検査助成制度の非認識、手続

きの煩雑さ等で十分に利用されているとはい

えない。 

本研究では、自治体の肝炎ウイルス陽性者の

実態調査を行うことでフォローアップ事業の

問題点を抽出することを目的とする。 
 

B. 研究方法 

自治体肝炎ウイルス検診（検査）陽性者の肝臓

専門医療機関受診率 

平成 26 年重症化予防事業の開始とともに、フ

ォローアップを開始した A 県で陽性者の専門

（指定）医療機関受診率を調査し、その問題点

を解析する。 

 

C. 研究結果 

A 県では平成 28 年度で陽性者に対するフォ

ローアップ事業を市町村の約 90%が施行、また

来年度予定とされ、フォローアップ事業に同意

した陽性者中の 52%の受診確認に成功してい

たが、同意率は 25%に過ぎず、受診率把握率は

11％であった。更に同意率が 1～90%と地域に

よって格差が確認された。（下図） 

 

  
 
 

D. 考察 
自治体の肝炎担当部署の対応、再勧奨の有無、

検査委託医療機関での事業に対する認知度の

低さ、陽性者自身も専門医受診を拒否、高齢者

も多く事業説明が理解しにくい等、様々な要素

があるため指標作成を難しい。平成 30 年度か

ら、フォローアップ事業に対する同意は、陽性
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時ではなく、検査受検時（問診時）に行って良

いことが明確に記載されたため、同意書を変更

することが一考される。 

一方で多くの陽性者への専門医受診勧奨は

可能となる一方で、対象者が増加し 自治体へ

の負担は増加する可能性もあり、 医療関係者

との連携が更に、重要となる。 
 
E. 結論 

 自治体肝炎ウイルス検診（検査）や手術・検

査時に行う肝炎ウイルス検査陽性者の受診状

況確認の調査を行った。様々な要因があり

100%受診確認することは不可能であるが、問診

時にフォローアップ事業への同意書、陽性者に

は検査医が専門医受診を文章で説明すること

が、今後肝炎ウイルス陽性者が正しい受療へと

導かれると推測された。 
 
F. 健康危険情報 

なし（総括研究報告書にまとめて報告） 
 

G. 研究発表 
1. 発表論文 

Ogasawara S, Chiba T, Ooka Y, Kanogawa N, 
Motoyama T, Suzuki E, Tawada A, Nagai K, 
Nakagawa T, Sugawara T, Hanaoka H, Kanai F, 
Yokosuka O. A randomized placebo-controlled 
trial of prophylactic dexamethasone for 
transcatheter arterial chemoembolization.  
Hepatology. 26. 2017 impress  doi: 
10.1002/hep.29403.  
 
2. 学会発表 

浅野公將、加藤佳瑞紀、横須賀 收 他 当院

における C 型肝炎患者（HCV）患者の拾い上げ 

第 42 回日本肝臓学会西部会 福岡 

 11 月 2017 年 
 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得  

なし 
2. 実用新案登録  

なし 
 

3. その他  
なし 
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 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成 29 年度 分担研究報告書 

 

健診機関における肝炎ウイルス検査・陽性者の現状調査 
 

研究分担者：竹下 隆夫  公益財団法人 結核予防会 
研究協力者：羽生 正一郎、田原 知明  公益財団法人 結核予防会 

 
研究要旨：ウイルス肝炎はわが国の国民病と位置づけされ、様々対策により、未受検者は
約 77万人に減少した一方で、約 53～120 万人が陽性と知りながら受診していないと推測さ
れている。特に職域健診における肝炎ウイルス検査は必須とされておらず、また陽性者に
対する対応も個人情報に配慮することも多いため、働く人が肝炎ウイルス検査を受ける機
会は限定されている。本研究では、健診機関で保険種別毎の肝炎ウイルス検査数、受検数、
費用等を明らかにする。 

A. 研究目的 

ウイルス肝炎はわが国の国民病と位置づけ

され、約 350 万人のキャリアが存在すると推定

されている。平成 14 年度から行われた老人保

健法（現在健康増進法）で主に国民保険加入者

を対象者として開始された市町村主体の肝炎

ウイルス検査受検率は約 20%に留まり、未だに

約 77 万人が未受検、更に約 53～120 万人が陽

性と知りながら受診していないと推測されて

いる。 

国民保健以外の人は、協会けんぽや健保組合

に加入することになるが、前者では 612 円の一

部負担にて受検可能、後者ではオプションで追

加されるか、セット項目になり、希望の有無に

関わらず受検することになるが、その受検数や

陽性数は明らかになっていない。 

結核予防会では肝炎ウイルス検査の受検勧

奨を各支部の健診医療期間にお願いして平成

27 年度より行っており、その状況を明らかに

するために 47 支部にアンケート調査を行った。 

 
B. 研究方法 

肝炎ウイルス検査数・陽性数・費用の調査 

各支部にアンケートを行い、平成 26～28 年

度の健診総受検数・肝炎ウイルス陽性者数・検

査費用の調査を、保険種別毎に分けて行った。 

  
職域検診 左記以外 

平成○○年 全国保険協会組合 

（協会けんぽ） 

単一・複合健保 

（肝炎ウイルス検査がコ

ース項目に含まれない） 

単一・複合健保 

（肝炎ウイルス検査がコ

ース項目に含まれる） 

国民保険等 

肝炎ウイルス検査の実施 可能 ・ 不可 可能 ・ 不可 可能 ・ 不可 可能 ・ 不可 

(1)健診総受診者数 名 名 名 名 

(2)肝炎ウイルス検査  

受検数 
名 名 名 名 

(3ａ)陽性者数(HBV) 名 名 名 名 

(3ｂ)陽性者数(HCV) 名 名 名 名 

費用（自己負担額） 円 円 円 円 

陽性者への受診勧奨 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

  
C. 研究結果 

47 支部のうち回答に協力していただいた支

部は 6（13％）に留まり、1 支部では保険種別

毎の解析は不可能ということであった。そのた

め 5支部の保険種別データを以下に示す。 

 
H28 協会けんぽ 組合健保 国民保健
受検者数 57143 170505 161920
健診数がわかる受検者 1337 7146 8867
健診数がわかる受検率 2.34% 4.19% 5.48%
HBV陽性数 10 45 66
HBV陽性率(肝炎ウイルス検査数把握） 0.75% 0.30% 0.66%
HCV陽性数 4 26 34
HCV陽性率(肝炎ウイルス検査数把握） 0.30% 0.16% 0.34%  
 
H27 協会けんぽ 組合健保 国民保健
受検者数 54148 151456 157877
健診数がわかる受検者 1391 7114 10501
健診数がわかる受検率 2.57% 4.70% 6.65%
HBV陽性数 9 53 90
HBV陽性率(肝炎ウイルス検査数把握） 0.65% 0.36% 0.77%
HCV陽性数 5 24 35
HCV陽性率(肝炎ウイルス検査数把握） 0.36% 0.16% 0.30%  
 
H26 協会けんぽ 組合健保 国民保健
受検者数 49514 151935 154232
健診数がわかる受検者 1423 8532 15420
健診数がわかる受検率 2.87% 5.62% 10.00%
HBV陽性数 10 64 109
HBV陽性率(肝炎ウイルス検査数把握） 0.70% 0.41% 0.65%
HCV陽性数 4 19 41
HCV陽性率(肝炎ウイルス検査数把握） 0.28% 0.12% 0.25%  
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毎年約 35 万人以上が健診を受検されているが

肝炎ウイルス検査を受けているのは職域では

5%未満に伴い、協会けんぽが有意に低かった。

更に陽性率を比較すると組合健保で有意に低

下していた。職域で纏めると下図になる。 

 
職域 H28 H27 H26
受検者数 227648 205,604 551488
健診数がわかる受検者 8483 8,505 26217
健診数がわかる受検率 3.73% 4.14% 4.75%
HBV陽性数 55 62 187
HBV陽性率 0.34% 0.38% 1.87%
HCV陽性数 30 29 23
HCV陽性率 0.19% 0.18% 0.14%  

 
D. 考察 
協会けんぽは 612 円の自己負担、組合健保は

約 2500 円の受検費用が必要も前者へ健診機関

で直接支払うのに対し、後者も事業所が支払う、

或いは給料天引きであり受検しやすい環境に

ある。それと同時に同一人物が毎年受検してい

る可能性は高い。 

今回の検討で、協会けんぽの受検率は低い理

由は前者に加え、一度しか受けられない環境も

ありえる。 

最も重要な知見は、協会けんぽと組合健保で

は肝炎ウイルス陽性率が 2 倍異なることであ

る。協会けんぽの陽性率は国保は同等であり、

大企業が多い組合健保では陽性率が低い可能

性があり、早急に対応しないといけないのは、

協会けんぽであること、また職業別にみた肝炎

ウイルス検査対策が重要であることが示唆さ

れた。 
 
E. 結論 
約 35 万の健診機関受検者（5 県）に対して

肝炎ウイルス検査受検数、陽性率を調査した。

受検率は協会けんぽ・健保組合・国保で 2.5%. 

4～5%・6～10％で協会けんぽで低率であった。 

    陽性率は健保組合で協会けんぽ・国保と比べ

有意に低率でほぼ半数であった。

（HBV0.7%vs0.3-4%, HCV0.3% vs0.15%） 

   職種・加入する保険者で陽性率が異なる可能性

もあり更なる検討が必要である。 
 
 
 

F. 健康危険情報 

なし（総括研究報告書にまとめて報告） 

 
G. 研究発表 
1. 発表論文 

なし 
 

2. 学会発表 
なし 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他  

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服緊急対策研究事業） 

平成 29 年度 分担研究報告書   

 

協会けんぽ福岡支部における検診受診者への肝炎ウイルス検査勧奨の試み 

 

研究分担者：井出 達也 久留米大学医学部内科学講座 消化器内科部門 准教授 

 

研究要旨 

【背景】国民病と言われるウイルス性肝疾患は、治療法も確率しつつあるが、未だ肝炎ウ

イルス検査を受けていない国民も相当数存在すると考えられ、いまだ治療を受けずに、手

遅れの肝癌で入院する例があるのが現状である。【方法】H29 年度から、協会けんぽの検診

時にリーフレットを工夫し、また声掛けをすることにより肝炎ウイルス検査受検を勧奨し

た。【結果】H28 年度 4〜６月の肝炎ウイルス受検数は 896 名であったが、H29 年度 4〜６月

は 10,582 名の 11.8 倍に増加した。また、H29 年度 7月は一部の検診施設で 612 円の肝炎ウ

イルス検査費用を無料にしたところ、H28 年度 7月の 403 人に比し、13,000 名の 32.2 倍に

増加した。またH29年度4〜６月の10,582名のうち、肝炎ウイルス検査陽性者は128名(1.2%)

で発見され、うち HCV 抗体陽性者は 65 名(0.6%)、HBs 抗原陽性者は 63 名(0.6%)であった。

【結語】協会けんぽの検診時にもリーフレットや声掛けにより、非常に高い受検率を得る

ことができた。今後は、これを継続し、陽性者については、専門医を受診しているかも観

察していく予定である。 

 

A. 研究目的 

ウイルス性肝疾患(B 型および C 型肝炎)

は、治療法も確率しつつあり、とくに C 型

肝炎ではほぼ全例で完治が得られる時代に

なった。しかしながら、未だ肝炎ウイルス

検査を受けていない国民も相当数いると考

えられ、我が国の人口の半分程度しかウイ

ルス検査をうけていないとの、一部の報告

もある。一方協会けんぽは、日本最大の医

療保険者であるが、福岡県でも 180 万人 8

万事業所をかかえている。その中でやはり

肝癌罹患率が高いことから、ウイルス肝炎

の受検、受療を促進させたいと考えている。

一方、国の肝炎対策基本法も職域での肝炎

ウイルス検査について、地方公共団体や拠

点病院と連携し、その促進に取り組むこと

を強調している。今回協会けんぽの検診に 

 

おいて、肝炎ウイルス検査受検を勧奨する

ことで、これまで手のつけられてこられな

かった、職域における肝炎ウイルス受検率

を上昇させることが目的である。この試み

が福岡県でうまく行けば、全国展開も考慮

に入れる。 

 

B. 研究方法 

協会けんぽの検診時には通常採血を行っ

ているが、同検診時に肝炎ウイルス検査受

検を勧奨する。具体的にはリーフレットを

工夫した。図 1 のパターン A（左）では、

リーフレットの文字数も多いので、読みに

くく、また 612 円かかることが記載されて

いるだけである。パターン B(右)は、文字

数も少なくし、値段に関しても肝炎ウルス

検査は通常 2,040 円かかるところが、612
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円でできるとのお得感を表現している。こ

のパターン B のリーフレットにすることで

受検率の上昇を目指した。またリーフレッ

ト配布時には肝炎ウイルス検査を受検する

よう声かけを行った。またH29年7月には、

一部の検診施設で 612 円を無料にすること

ができた。 

 

（図 1）配布されたリーフレット 

 
 

C. 研究結果 

H28 年度 4,5,6 月の肝炎ウイルス受検数

はそれぞれ、165 名、312 名、419 名(計 896

名)であったが、H29 年度 4、5、6月は 1,697

名、3,819 名、5,066 名（計 10,582 名）の

11.8 倍に増加した。また、H29 年度 7月は

一部の検診施設で 612 円の肝炎ウイルス検

査費用を無料にしたところ、H28 年度 7月

の 403 人に比し、H29 年度 7月は 13,000 名

の 32.2 倍に増加した。（図 2）また H29 年

度 4〜６月の 10,582 名のうち、肝炎ウイル

ス検査陽性者は 128 名(1.2%)で、発見され、

うち HCV 抗体陽性者は 65名(0.6%)、HBs 抗

原陽性者は 63名(0.6%)であった。(図 3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 2）受検者数の推移 

 

 

（図 3）陽性者の状況 

 
 

ウイルス陽性者には、協会けんぽより、病

院の受診を勧奨する文書を個人に送付して

いる。勤務している会社には連絡は行かな

いことが重要である。受診する病院は専門

医療機関が妥当と考えられるので、福岡県

内の肝疾患専門医療機関（67 施設）のリス

トを同封した。電話相談の連絡先としては

久留米大学肝疾患相談支援センターとした

が、現在数件の相談が来ている。協会けん

ぽは後日受診や治療した形跡があるかを保

険診療録などから観察可能であり、受診し

ていない例では、さらに受診勧奨をすすめ

ることとしている。 

 

【成果】 

今回の勧奨を通して、以下のようなことが

明らかになった。検診時にウイルス肝炎の

６ １ ２ 円でも 安く なっ ているこ と を簡易に説明し 従来と の比較

パターンA
パターンB
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検査を勧奨するときには、リーフレットや

声掛けの工夫が重要である。また 1%以上の

肝炎ウイルス検査陽性者が発見されたこと

がわかった。 

 

D. 考察 

今回の勧奨を通して、検査を勧奨すると

きには、リーフレットや声掛けの工夫が必

要であり、医療者側からの工夫が重要であ

ることがわかった。また福岡県ではまだ 1%

以上の肝炎ウイルス検査陽性者が存在する

ことがあきらかとなり、検診の重要性が判

明した。 

 

E. 結論 

 協会けんぽにおける検診時のウイルス肝

炎受検の工夫の成果が得られ、これを持続

するとともに、さらに受検率上昇の工夫や

陽性者については、専門医を受診している

かも観察していく予定である。 

 

F. 研究発表  

１．論文発表 

(1)  Ide T, Eguchi Y, Harada M, Ishii K, 

Morita M, Morita Y, Sugiyama G, Fukushima 

H, Yano Y, Noguchi K, Nakamura H, 

Hisatomi J, Kumemura H, Shirachi M, Iwane 

S, Okada M, Honma Y, Arinaga-Hino T, 

Miyajima I, Ogata K, Kuwahara R, Amano K, 

Kawaguchi T, Kuromatsu R, Torimura T; 

DAAs Multicenter Study Group.. 

Evaluation of Resistance-Associated 

Substitutions in NS5A Using Direct 

Sequence and Cycleave Method and 

Treatment Outcome with Daclatasvir and 

Asunaprevir for Chronic Hepatitis C 

Genotype 1. PLoS One. 2016 Sep 

29;11(9):e0163884.  

(2) Kawaguchi T, Ide T, Koga H, Kondo R, 

Miyajima I, Arinaga‑Hino T, Kuwahara R  

· Amano K, Niizeki T, Nakano M,Kuromatsu 

R · Torimura T.Rapidly growing 

hepatocellular carcinoma after 

direct‑actingantiviral treatment of 

chronic hepatitis C. Clin J 

Gastroenterol. s12328 

 

２．学会発表 

なし 

 

G. 知的所有権の取得状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成29年度 分担研究報告書 

 

岡崎市におけるフォローアップシステムの現状 

 

研究分担者：吉岡 健太郎 藤田保健衛生大学 肝胆膵内科 教授 
     

研究要旨：岡崎市の肝炎ウイルス検査陽性者を対象に平成 24 年からアンケート調査を毎年
行い、肝炎ウイルス検査陽性者が医療機関を受診していない理由を明らかにできた。アンケ
ート調査は受診勧奨を兼ねており、医療機関受診率を向上させることができた。 
アンケート調査の結果を受けて、平成 28 年度から肝炎ウイルス検査陽性者の受診率向上の
ため、岡崎市保健所では初診予約支援を行うことにより「肝炎ウイルス陽性者フォローアッ
プ事業」への参加を促進するシステムを構築した。 
個人情報および通し番号と個人の連結表は岡崎市保健所が管理し、当研究班の班員は、個人
情報をみることはできないように工夫した。 

A. 研究目的 

 平成 14 年より肝炎ウイルスの無料検査が行

われ、多くの肝炎ウイルス感染者が発見されて

いる。しかしこれらの肝炎ウイルス感染者がそ

の後適切な検査を受け、適切に治療されている

かは十分に検討されていない。むしろ肝炎ウイ

ルス陽性であることが見つかったのに、そのう

ちの一部しか適切な診断や治療を受けていな

いという報告がある。ウイルス性肝炎の治療法

が著明に進歩した現状において、適切な治療を

受けていない人がいることは、重大な問題であ

る。 

そこで岡崎市で行われた肝炎ウイルスの無

料検査（平成 20 年～25年）の検診陽性者に平

成 24 年からアンケートを送付し、その後の対

応について毎年調査している。25 年度からは

調査票に通し番号を振り、岡崎市保健所では個

人識別ができるようにし、保健所ではアンケー

ト調査の結果によって、直接個人に受診勧奨を

行うことができるようにした。27年度からは C

型肝炎陽性者に受診、受療を強く促す資料を添

付した。28年度からはC型肝炎陽性者に受診、

受療を強く促す資料を添付した。さらに 28 年

度から肝炎ウイルス検査陽性者の受診率向上

のため、岡崎市保健所では初診予約支援を行う

ことにより「肝炎ウイルス陽性者フォローアッ

プ事業」への参加を促進するシステムを構築し

た。 
 

B. 研究方法および結果 

1. B 型肝炎 

平成 20～29 年度肝炎ウイルス検診受診者の

うち、B型肝炎ウイルス陽性者(266 名）につい

ては、アンケート回収率は 47％（126 名）であ

り、そのうち医療機関を受診した人は 77％（97

名）であった。 
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現在の治療状況は、インターフェロン治療を受

けたことがあり、今は経過観察をしている人が

4%（3名）、抗ウイルス薬の内服をしている 24%

（16 名）、治療を受けたことがない人が 69%（47

名）であった。 

 

 

 

2. C 型肝炎 

平成 20～29 年度肝炎ウイルス検診受診者受

診者のうち、C型肝炎ウイルス陽性者(165 名）

については、アンケート回収率は 42％（69名）

であり、そのうち医療機関を受診した人は 88%

（60 名）であった。  

 

現在の治療状況は、治療を受けたことがあり、

今はウイルスが消えている人 54%（28 名）、治

療を受けことはあるが、今もウイルスが消えて

いない人は 11%（6 名）、治療を受けたことがな

い人が 25%（13 名）、分からない人が 10%（5

名）であった。 
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C. 結論 

 回答が得られた患者の治療状況については、

B 型肝炎ウイルス陽性者では抗ウイルス薬の

内服をしている 24%、治療を受けたことがない

人が 69%であった。これは一般的な健康キャリ

アの割合にほぼ一致しており、大部分の人が適

正な診療を受けていると思われた。 

一方 C 型肝炎ウイルス検査陽性者では治療

によりウイルスが消えている人が 54%である

が、治療を受けたことはあるが、今もウイルス

が消えていない人が 11%、治療を受けたことが

ない人が 25％であり、適切な治療を受ける必

要のある患者が 36％残っていた。 

アンケート調査に回答した患者では医療機

関を受診した人の割合は、B 型 77%、C 型 88%

と高いものの、回答率はそれぞれ 47%、42%と

半数以下であり、個別の対応が必要と思われた。 

岡崎市保健所では、これまでのアンケート

調査の結果を踏まえて 28 年度から新たに見

つかった肝炎ウイルス陽性者については、結

果報告後 2から 4週間以内に「肝炎ウイルス

陽性者フォローアップ事業」への参加を呼び

掛ける手紙を郵送している。フォローアップ

事業への参加を承諾すると初回精密検査医

療費助成が受けられることを伝え、助成希望

者には保健所長名で岡崎市民病院と安城厚

生病院への紹介状を作成し、初診予約支援を

している。フォローアップ事業への参加同意

率は、28 年度アンケート調査時は B 型肝炎

245 名中 121 名 49％、C 型肝炎 147 名中 66

名 45％であったが、29 年度アンケート調査

時は、B型肝炎 256 名中 148 名 58％、C型肝

炎 159 名中 80名 50％である。このように本

アンケート調査と肝炎ウイルス陽性の検査

結果報告後ただちにフォローアップ事業へ

の参加を促し、医療機関への初診予約支援を

することによりフォローアップ同意率は向

上している。 

過去の肝炎ウイルス検査の陽性者につい

ては、アンケート調査の結果から、個別に直

接受診を促すことにより、受診、受療率の向

上が期待できると思われる。 
 
 
 
D. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 

B 型肝炎疫学の最新状況．消化器・肝臓内

科  特 集 進 化 す る B 型 肝 炎 治 療

2017;1(4):390-397 

 

2. 学会発表 

国内学会 

1. 相崎英樹、吉岡健太郎、脇田隆字；シンポ

ジウム 9.B 型,C 型肝炎患者拾い上げの取

り組み.自治体における肝炎ウイルス検査

陽性者フォローアップシステム.第 42 回日

本肝臓学会西部会；福岡県・ヒルトン福岡

シ ー ホ ー ク  2017/11/30-12/1 肝

臓:2017;58(suppl. 3):A760 

 

E. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

該当事項なし 

2. 実用新案登録 

該当事項なし 

3.  その他 

該当事項なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成29年度 分担研究報告書 

 
豊橋市におけるフォローアップシステムの現状、および職域への介入 

 
研究分担者：石上 雅敏 名古屋大学医学部附属病院・消化器内科・講師 

 

研究要旨：慢性ウイルス肝炎の治療の進歩により多くの患者で病勢のコントロールが可能とな

ってきており、特に C 型肝炎においては比較的安全、かつ短期間の治療で 95%以上の患者にお

いてウイルス排除が達成できるようになってきた。平成 22 年度より健康増進法に基づく住民

健診における肝炎ウイルス検査(HBs 抗原、HCV 抗体)が開始された。それに伴い、我々は平成

23 年度より地方自治体(保健所設置市)における効率よい受診勧奨システム構築についての研

究に参加、「受検者に対するアンケートによる受診勧奨」を行ってきた。その際に問題として

浮き彫りになったのが、若年、特に男性でのアンケート回収率の悪さであり、これらの年齢層

における受検、受診勧奨の難しさを実感した。これらの年齢層においてはいわゆる「職域」に

属す群と考えられ、「忙しくて検査、診察に行っているヒマがない」という理由から全国的に

も掘り起こし、受診勧奨が難しい群となってきている。今年度は豊橋市におけるフォローアッ

プシステムについて厚生労働省フォローアップシステムに乗った平成 27 年度以降の陽性者フ

ォローアップの現状、昨年度から開始している妊婦健診の状況、また職域への介入法として自

治体のフォローアップシステムを活用した方法を検討する。 

 

A. 研究目的 

平成23年度より本研究班の分担研究者と

して、愛知県豊橋市保健所の協力を得て、

地方自治体単位での効率的な肝炎ウイルス

健診陽性者に対する効率的なフォローアッ

プシステム構築を検討してきた。平成25年

度にアンケートを行った際にアンケート回

収率が全体の39.3%(24/61)と低率であり、

特に男性(28.0%)および40代以下の女性(25.

0%)で低率であり、若年層における問題意

識の低さが浮き彫りになっている。 

今年度は研究初年度として現在の国にお

けるフォローアップシステム運用の現況と、

今回の研究班におけるメインテーマである

「職域」を含めたフォローアップシステム

の構築について自治体をからめたシステム

の提案をしてみたい。 
 
 

B. 研究方法 

今年度も豊橋市保健所の協力を得て、以

下の3つの目標を設定した。①豊橋市におけ

る平成27年度における厚生労働省からのフ

ォローアップ事業開始時からの陽性判明者

におけるフォローアップの現状、②自治体

フォローアップシステムを活用した職域に

おける受検、受診勧奨の提言、を行ってみ

ることとした。 

（倫理面への配慮） 

陽性者の個人情報は豊橋市保健所で一括

管理とし、我々には完全匿名化したデータ

のみ送付されるようにした。 

 

C. 研究結果 

今年度でのフォローアップの現況は健康

増進課(健康増進法に基づく節目健診担当

部署)において判明した平成27,28年度の陽

性者12名のうち、6名の受検者、また健康対
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策課(特定保健法に基づく希望者健診の担

当部署)では10名中9名で現状が把握できて

いることが判明した。上記16名の陽性者の

うち、6名が治療につながっており、また4

名が無治療も経過 観察中であり、現況の

フォローアップシステムが豊橋市では有効

に働いていると考えられた。反面、平成28

年度における豊橋市の陽性判明者は827名

中0名であったこと、また平成29年度におい

ては健診対象者5296名中受検者が755名(14.

3%)であることも明らかになってきており、

近年のウイルス性肝炎治療の進歩による陽

性者減少傾向の可能性と、受検率について

はまだまだ十分でないことが明らかとなっ

た。 

 

D. 考察 

平成27年度から開始された国の事業とし

ての陽性者フォローアップ事業は豊橋市で

は比較的うまく運用されていることが判明

した。この点については、豊橋市が人口37

万人という中規模都市であり、陽性者もま

だ多くはなく比較的現状把握が容易ではあ

ることが挙げられ、人口100万を超える大都

市圏とは少し様相が違う可能性は考えられ

る。 

また、今ひとつの問題が受検率が20%に

満たないという所にある。以前から行って

いるアンケート調査からもいわゆる「働き

盛り」世代の意識の低さが浮き彫りとなっ

てきており、本研究班におけるメインテー

マの一つである「職域」への介入は重要で

あると考えられる。 

職域については、すでに当研究班で「無

料、ついで」の受検率向上への効果が報告

されている。健康増進法に基づく節目健診

における肝炎ウイルス検査という枠組をせ

っかく国として準備しているわけで、これ

を職域に活用することで、①自治体健診率

の向上、②普段は健診、受診へのハードル

が高い職域の受検者にも気軽に受けてもら

うとなる、③現在多くの職域において行わ

れている費用負担が軽減される、④職域が

嫌がる個人情報の管理を一括して自治体に

任せることができ、フォローアップも自動

的にシステムに乗せることができる、等の

利点がある(別紙資料参照)。 

ただ、改善すべき問題点としては①自治

体、職域の2つが関わるためやや複雑なシス

テムになること、②職域における受検者リ

スト作成の手間、③職域の場合は他の自治

体からの通勤者もいるため周辺自治体住民

への適用をどうするか、等がある。ただこ

れが全国的に展開できれば自治体をまたぐ

住民の問題は解決するのではないかと考え

る。今後はまず愛知県等とも協力して、可

能であればまず豊橋市にてこのシステムを

研究年度内に試験的に動かして見られない

かを検討してみたいと考えている。 

 

E. 結論 

豊橋市における肝炎ウイルス検査フォロ

アップの現状についてまとめてみた。現在

の厚生労働省のフォローアップシテムは豊

橋市においては概ね順調に動いていること

がわかった。妊婦健診については、効率も

いいことがわかっているため来年度もアン

ケート調査を行う予定で、その状況を報告

することで現在これらの陽性者に対して枠

組の存在しないフォローアップのシステム

構築について提言していきたい。  
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また、職域についても自治体のフォロー

アップを活用すればまた新たなシステムに

なり得ると考えられ、今後も提言、また試

験的な運用も行っていきたいと考える。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  なし 
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厚生労働科学研究費補助金(肝炎等克服政策研究事業) 
平成 29 年度 分担研究報告書 

 

1. 名古屋市の「肝炎検査陽性者フォローアップ事業」の確立 
2. 愛知県下自治体の肝炎検診事業の現状把握と陽性者受診勧奨成功事例の検証 
 

研究分担者：井上 貴子  名古屋市立大学 
研究協力者：田中 靖人  名古屋市立大学 

 
研究要旨： 
１．これまでの名古屋市の「肝炎検査陽性者フォローアップ事業」の事業成果を分析した．勧奨
に無反応の陽性者の属性調査・受診確認，肝炎検査委託医療機関へのアンケートを行い，問題点
の抽出と事業のモデル化を試みた． 
・名古屋市のこれまでの事業成果を分析した． 
・受診勧奨に無反応の陽性者の状況を把握するため，属性調査と受診確認を行った． 
・肝炎検査委託医療機関の認識を調査するために，アンケートを行なった． 
・今後の受診勧奨方法のモデル化を試みた． 
２．愛知県下の自治体肝炎検診事業の現状を調査した．その情報を基に，検査陽性者への有効な
受診勧奨方法を検討した． 
・愛知県下自治体にアンケートを行い，訪問を承諾した自治体を訪れ，肝炎検診事業の現状を把握
した． 
・自治体の特徴に応じた陽性者への有効な受診勧奨方法を検討した． 

A. 研究目的 

１．名古屋市は政令指定都市であり，かかりつ

け医への委託事業として肝炎無料検査を実施

してきた． 名古屋市への働きかけにより，2015

年度から「肝炎検査陽性者フォローアップ事業

(以下フォローアップ事業)」が開始され，同意

が得られた陽性者への精密検査受診勧奨が可

能となった．   

これまでの事業成果を分析し，勧奨に無反応

の陽性者(無反応陽性者)の受診確認・属性調査，

委託医療機関へのアンケートを行い，今後の受

診勧奨方法のモデル化を試みた． 

２．愛知県下の自治体を対象に，自治体肝炎検

査の実施状況，フォローアップ事業導入状況を

問うアンケートを行った． 

訪問を承諾した自治体を訪れ，肝炎検診事業

の現状を把握した．陽性者の受診率が高い自治

体の特徴を分析し，有効な勧奨方法を検討した． 

 

 

 

B. 研究方法 

１．対象：名古屋市肝炎無料検査受検者のうち，

受検時の問診でフォローアップ事業への参加

に同意した陽性者． 

これまでの受診勧奨方法の概略：初回受診勧奨

は受検約 2か月後，名古屋市から陽性者へ書類

(精密検査受診勧奨，精密検査受診状況等調査

票，初回精密検査費用の助成案内など)を郵送

する．再勧奨は初回勧奨から数か月後，調査票

を返送しない対象者へ受診勧奨リーフレット

を含む資料と受診状況伺いを送付する． 

方法：第 1期(2015 年 4月～10 月)終了時に勧

奨・再勧奨の効果を検証し，第 2期(2015 年 11

月～2016 年 3月)・第 3期(2016 年 4月～7月)

に改善を行った．結果を分析し，問題点を抽出

した． 

 名古屋市が研究班・名古屋市立大学への協力

として無反応陽性者の属性確認を行ない，郵送

で受診確認を行なった． 

検査委託医療機関の認識を調査するために，

名古屋市から名古屋市医師会を通じてアンケ
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ートを行なった． 

２．対象：愛知県下の 54 市町村(38 市 14 町 2

村) 

方法：2017 年 3 月，愛知県下 54 自治体を対象

に，自治体肝炎検査の実施状況，フォローアッ

プ事業導入状況，研究班のサポート希望の有無

を調査した．サポートを希望しない 4自治体を

含む 22 自治体を訪問し，肝炎事業担当者と面

談(会議)を行ない，下記の現状把握を行なった． 

肝炎検診事業について 

検診実施場所：個別(委託医療機関)，集団，個

別＋集団 

自治体担当者の職種：保健師，事務職 

検査陽性だった場合の説明：医療機関(医師)，

自治体担当者 

フォローアップ事業について 

同意取得時期：検査時，陽性判明後 

説明：医療機関(医師)，自治体担当者 

説明方法：口頭(面談，訪問)，書面(郵送) 

勧奨の時期と方法：口頭(面談，訪問，電話)，

書面(郵送) 

再勧奨の有無と方法 

受診確認の時期と方法 

 

C. 研究結果 
１．勧奨・再勧奨の効果検証：解析期間の勧奨・
再勧奨の内容を表に示す． 

 

第 2 期・第 3期とも勧奨資材は変更せず，再

勧奨資材は受診勧奨リーフレットとアンケー

ト，受診を促す書面 1枚のみに簡略化した． 

第 1 期は勧奨・再勧奨とも計画通り行われ，

合計 HBV 陽性者 29.2％(7/24)，HCV 陽性者

57.7％(15/26)が受診した． 

第 2 期の勧奨は計画通り，再勧奨は 6～12

か月遅れて行われた．2 回の勧奨で HBV 陽性者

45.8％(11/24)，HCV 陽性者 53.3％(8/15)が受

診した． 

第 3 期の勧奨・再勧奨は，計画通り行われ，

2回の勧奨で HBV 陽性者 35％(7/20)，HCV 陽性

者 40％(8/20)が受診した． 

以上から HCV 陽性者は受診率が低下傾向，

HBV 陽性者にはリーフレットがやや有効であ

ることが分かった． 

無反応陽性者の特徴：2回の受診勧奨に回答し

ない陽性者の属性確認を行い，原因別(HBV，

HCV)，年代別に集計した．HCV 陽性者は 41% 

(25/61)，HBV 陽性者は 45.6% (31/68)が無反応

で，両者とも 50 代が高率であった(HCV 陽性

者：54.6% [6/11]，HBV 陽性者：61.5% [8/13])．   

続いて受診確認を行なったところ 26.5% 

(13/54)からの返信にとどまり，受診済み

53.8% (7/13)，未受診 46.2% (6/13)であった．

HBV 陽性者，HCV 陽性者が分けられていないた

め，両者の差は見出せていない．受診しない理

由は「症状がない」が 100% (6/6)と最多で，「費

用が心配」が 50% (3/6)であった． 

検診委託医療機関アンケート：返信率は 15.4% 

(157/1,018)であった．肝炎患者を紹介しやす

くする工夫として，肝臓専門医(n=16)は市民へ

の啓発を一番に挙げた(50%)のに対し，非・肝

臓専門医(n=140)は分かりやすいリーフレット,

専門医療機関の詳細な情報提供，簡易な紹介状

の導入がほぼ同率(約 50%)であった． 

   

２．フォローアップ事業導入状況と訪問の成

果：訪問した 22 自治体中，9 自治体は独自に

フォローアップ事業を開始しており，3自治体

は県のフォローアップ事業を活用していた．さ

らに 3自治体は，訪問直後からフォローアップ

事業を開始した．厳密にはフォローアップ事業

を行っていない自治体も特徴(人口・担当者・

陽性者数)に合わせて，陽性者への受診勧奨を

行っていた． 

訪問による状況把握は愛知県健康対策課の

肝炎対策推進計画の見直しにつながり，保健所

(保健所所長会)が肝炎検査事業に参画する契
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機となった． 

フォローアップ同意率・陽性者受診率が高い自

治体の特徴:  

勧奨対象を増やす，すなわちフォローアップ

事業への同意を増やすことで，陽性者受診率を

上げることができる．高いフォローアップ同意

率の自治体は，受検時の問診票でフォローアッ

プ事業への同意を取得している TT 市(95.2% 

[40/42])，市が委託料支払いの条件として陽性

結果の対面告知，自治体から連絡がある旨陽性

者へ伝達することを医療機関に義務付けてい

る KR市(89.5% [17/19])であった． 

陽性者受診率が高い自治体は，陽性者数が比

較的少なく(10 名以下)，保健師が直接(面談・

訪問・電話)受診勧奨を行っていた．  

 

D. 考察 

１．精密検査受診率向上を図るため，今年度か

ら勧奨は検査結果通知約 2 か月後に簡素化し

た案内とともに送付し，再勧奨は勧奨から 3

か月後に遅滞なく行うこととなった．この方法

が実現性・有効性ともに高いと考えられる． 

属性確認から無反応陽性者は HCV 陽性者・

HBV 陽性者とも 50 代が最多で，無症状のため

受診しないと考えられた．職責多忙な年代であ

るが，今後，委託医療機関での的確な説明と専

門医療機関への紹介で，受診率の向上が期待で

きる． 

委託医療機関の非・肝臓専門医が陽性者の紹

介率向上に必要として挙げている分かりやす

いリーフレット,専門医療機関情報は，今後導

入・提供を検討する．特に専門医療機関情報の

提供に関して，今後工夫が必要である．なお，

当院で肝炎用診療情報提供書を導入したとこ

ろ，肝炎紹介患者数が 1.5 倍に増加した． 

２．陽性者の受診率を上げるためにはフォロー

アップ事業への同意率を上げる必要がある，受

検時の問診票での同意取得，委託医療機関での

説明・紹介義務の明確化が有効であると考えら

れる． 

陽性者受診率が高い自治体は，陽性者数が少

なく(10 名以下)，スタッフが充足している傾

向であった．陽性者が多い自治体で受診率を上

げるためには，まず効果的な資材での受診勧奨

で勧奨対象者を減らした後，直接受診勧奨を行

うことで効率化が見込まれる．しかし委託医療

機関の果たす役割は大きく，積極的な陽性者へ

の啓発と受診勧奨を行うよう，かかりつけ医の

意識改革が必要である． 

 

E. 結論 

名古屋市のフォローアップ事業の成果検証，

および愛知県下の自治体肝炎検診事業の現状

調査から，肝炎検査における委託医療機関(か

かりつけ医)の重要性が明らかとなった．医師

会のハードルが高くかかりつけ医の意識改革

は容易ではない．引き続き有効な方策を講じる

必要がある． 

 

F. 健康危険情報 

なし 
 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

1) Inoue T, Nakayama J, Moriya K, 

Kawaratani H, Momoda R, Ito K, Iio E, 

Nojiri S, Fujiwara K, Yoneda M, Yoshiji 

H and Tanaka Y. Gut dysbiosis associated 

with hepatitis C virus infection. Clin 

Infect Dis. (in press, doi: 

10.1093/cid/ciy205) 

2) 井上 貴子、五藤 孝秋、飯田 征昌、是永 

匡紹、田中 靖人 電子カルテのアラート

オーダリング機能を用いた肝炎ウイルス

検査支援～B 型肝炎ウイルス再活性化予

防と早期発見～ 日本臨床検査自動化学

会誌 JJCLA (in press) 

3) Inoue T, Tsuzuki Y, Iio E, Shinkai N, 

Matsunami K, Fujiwara K, Matsuura K, 

Nojiri S and Tanaka Y. Clinical 

evaluation of hepatocarcinogenesis and 

outcome using a novel glycobiomarker 

Wisteria floribunda 
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agglutinin-positive Mac-2 binding 

protein (WFA+-M2BP) in chronic 

hepatitis C with advanced fibrosis. Jpn 

J Infect Dis. 2018 Feb 28. doi: 

10.7883/yoken.JJID.2017.459. 

4) Inoue T, Goto T, Iio E, Matsunami K, 

Fujiwara K, Shinkai N, Matsuura K, 

Matsui T, Nojiri S and Tanaka Y. Changes 

in serum lipid profiles caused by three 

regimens of interferon-free 

direct-acting antivirals for patients 

infected with hepatitis C virus. 

Hepatol Res. 2018 Feb;48(3):E203-E212. 

5) Shinkai N, Nojima M, Iio E, Matsunami K, 

Toyoda H, Murakami S, Inoue T, Ogawa S, 

Kumada T, and Tanaka Y. High levels of 

serum Mac-2-binding protein 

glycosylation isomer (M2BPGi) predict 

the development of hepatocellular 

carcinoma in hepatitis B patients 

treated with nucleot(s)ide analogues. 

Journal of Gastroenterology. 2017 DOI: 

10.1007/s00535-017-1424-0. 

6) 井上 貴子、新海 登、田中 靖人 B 型肝

炎ウイルス再活性化～現状と当院での取

り組み～臨床病理  65(12):1291-1298 

2017 

7) 井上 貴子、浦野 滋行、井上 巖、是永 

匡紹、田中 靖人 薬剤師による保険薬局

での C 型肝炎患者への受診・受療勧奨の

試み 肝臓  58(11)639-42 2017 

8) Inoue T and Tanaka Y. Thyroid hormones 

and liver dysfunction. Thyroid Hormones 

and Their Related Diseases. Journal of 

the Japan Thyroid Association. 212-230. 

2017 

9) 井上 貴子、田中 靖人 『甲状腺ホルモン

と関連疾患』甲状腺ホルモンと肝機能障害 
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Y. Clinical evaluation of a newly 

developed chemiluminescence enzyme 

immunoassay for hepatitis B core 
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6) 神田 理絵、五藤 孝秋、大池 知行、大橋 実、

佐藤 茂、井上 貴子、田中 靖人 肝線維
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作用型抗ウイルス薬治療が脂質代謝に及

ぼす影響 第 4回肝臓と糖尿病・代謝研究

会 2017 年 5月 20 日 名古屋市 

15) 井上 貴子、飯尾 悦子、松波 加代子、藤

原 圭、新海 登、野尻 俊輔、田中 靖人 C
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成 29 年度 分担研究報告書 

 

職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と 

陽性者の効率的なフォローアップシステムの開発・実用化に向けた研究 
 

研究分担者：永田 賢治 宮崎大学医学部附属病院肝疾患センター 准教授 

 

研究要旨： 

宮崎県における肝炎ウイルス検査陽性者の 

効率的なフォローアップシステム構築に向けた研究 

 

 

A. 研究目的 

宮崎県における肝炎ウイルス検査の現状

を把握し、陽性者の追跡調査を行うための

システムを構築する。ウイルス肝炎検診に

おける陽性者をフォローアップし、適切な

治療につなげることで肝炎を治療し肝癌の

発症および死亡者数を抑制することが期待

される。 

 

B. 研究方法 

宮崎県における肝炎ウイルス検査の現状

を把握のため、平成19年より実施されてい

る肝炎ウイルス検査について県内各市町村

における肝炎検診およびフォローアップ方

法について調査を行う。肝炎ウイルス陽性

者の追跡調査について陽性者に対する受診

勧奨方法については一部の市と連携して、

肝臓専門医受診および最適治療受療にむけ

たフォローアップシステム方法を構築する。

また、肝臓非専門医に対する肝炎診療に関

するアンケートを行う。 

（倫理面への配慮） 

研究の実施に際しては調査計画について宮

崎大学医の倫理委員会の承認を得た。 

C. 研究結果 

 これまでの県内各市町村における肝炎検

診担当者との協議および検診方法への支

援・助言により、宮崎県内の肝炎検診受診

者数は平成26年度の19,444件から平成27年

度は38,885件（B型、C型合計）に増加した。

これらの検診受検者の陽性者に対するフォ

ローアップ方法について各市町村の担当者

より聞き取り調査を実施した。肝炎ウイル

ス陽性者に対する受診勧奨について各担当

者と平成30年度の実施内容について協議中

である。また、肝臓非専門医に対する肝炎

診療に関するアンケートを県医師会と協議

して平成30年度に実施予定である。 

 

D. 考察 

 肝炎検診陽性者への効率的なフォローア

ップシステムの構築のためには各自治体で

の対応には差があり、今後は各地域での対

応についても調査し、よりきめ細やかな対

応ができるよう各自治体検診者、地域医師

会と連携していくことが重要と考えられた。 
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E. 結論 

 ウイルス肝炎検診陽性者を早期治療 

につなげるための適切な受診勧奨が肝癌 

死亡抑制に重要であり、検診実施自治体 

、地域医師会と協力したフォローアップシ

ステムの構築および実用化が必要である。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 
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Nakamura K, Abe H, Miike T, Kusumoto K, 

Iwakiri H, Sueta M, Tahara Y, Yamamoto 

S, Hasuike S, Nagata K*,Shimoda K.: 

Prediction of Sustained Virological 

Response to 
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J, Komada N, Hirono S, Kuroki K, 
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1340-1345 (2017) 
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103回日本消化器病学会総会2017 
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恵、蓮池悟、大園芳範、加藤順也、駒田

直人、楠元寿典、落合俊雅、黒木和男、

弘野修一、重平正文、下田和哉：高齢C型
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肝臓学会総会2017 

5) 小川宗一郎、中村憲一、高石優佳、大

園芳範、土持舞衣、楠元寿典、岩切久芳、

末田光恵、蓮池悟、永田賢治、下田和哉：

FDG-PETにて集積を認め肝細胞癌との鑑

別が困難であった肝血管筋脂肪腫の一切

除例 第110回日本消化器病学会九州支部

例会･第104回日本消化器内視鏡学会九州

支部例会 2017 

6) 中村憲一、楠元寿典、髙石優佳、土持

舞衣、亀田拓郎、末田光惠、岩切久芳、

蓮池悟、永田賢治、松浦裕之介、落合俊

雅、黒木和男、下田和哉：高齢HCV感染患

者における抗ウイルス治療後の介護保険
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導入に関わる因子の検討 第21回バイオ治

療法研究会学術集会 2017 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

1. 特許取得   

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他  

なし 
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平成 29 年度 分担研究報告書 

札幌市の肝炎ウイルス陽性者 follow up 体制の確立 
研究分担者：小川 浩司 北海道大学病院 消化器内科  

      
研究要旨：2014 年度より札幌市で行っている肝炎ウイルス検査の陽性者に対してフォローア
ップ研究を開始した。フォローアップ研究に同意を得た肝炎ウイルス陽性者に対し調査票を
送付し、その後の診療状況を解析した。2014 年度より調査を開始したが、2015 年度後半、
2017 年度より調査方式を変更し、回答率の向上、フォローアップ体制の確立に努めている。
回答を得られた陽性者の 63%が医療機関を受診したが、その中で肝臓専門医を受診したのは
40%未満であった。その後定期的に経過観察しているのは 58%であり、今後未回答者を含めた
フォローアップ体制の確立が必要と考えられた。 

A. 研究目的 

ウイルス性肝炎に対する抗ウイルス療法は

劇的に進歩し、HBV 感染には核酸アナログ製剤、

HCV 感染に対しても直接的抗ウイルス薬によ

るインターフェロンフリー治療が確立した。肝

炎ウイルス陽性者に適切に治療介入すれば

HBVや HCVによる肝病態の進行を抑制すること

は可能な時代になった。各自治体においては肝

炎ウイルス検診が施行されてきたが、いまだに

医療機関を受診しない陽性者が多いのが現状

である。 

札幌市では 2010 年度より無料肝炎ウイルス

検査を実施しており、毎年 3-5 万人の検査を実

施している（図 1）。さらに 2014 年 4 月より肝

炎ウイルス陽性者に対して調査票を送付する

フォローアップ事業を開始した。札幌市の肝炎

ウイルス検査陽性者を適切な治療に導くため

に本研究を開始した。さらに研究を通してフォ

ローアップ体制確立における問題点を検討し

た。 

B. 研究方法 

研究対象： 

2014 年 4 月から 2017 年 10 月までに札幌市

が行う肝炎ウイルス検診にて本研究への情報

提供に同意した肝炎ウイルス陽性者。 

 

研究・調査方法： 

前期（2014 年 4 月～2015 年 10 月）は札幌市

保健所から肝炎ウイルス陽性者へ、札幌市調査

票と共にパンフレットを郵送した。パンフレッ

トに本研究について記載し、札幌市調査票に本

研究への同意の有無を記入の上保健所に返送

していただいた。同意を得た陽性者の情報を札

幌市保健所から北海道大学消化器内科に提供

していただいた。その後、同意を得た陽性者に

対して、北海道大学から調査票を送付した。そ

の調査票に受診状況、さらに治療状況を記入後

返送していただき情報を解析した（図 2）。 
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中期（2015 年 11 月～2017 年 3月）は直接札

幌市保健所から、受診勧奨用のリーフレットと

共に、肝炎ウイルス陽性者に本研究の調査票を

送付し、同意を得た陽性者から調査票を札幌市

保健所に返送していただいた。その後札幌市保

健所にて匿名化し、北海道大学病院消化器内科

へ情報を送っていただき解析した（図 3）。 

 
後期（2017 年 4 月～2017 年 10 月）は直接

札幌市保健所から札幌市調査票と共に本研

究の受診勧奨のパンフレット、調査票を送付

した。肝炎ウイルス陽性者は調査票に記入の

上、直接北海道大学病院に返送し情報を解析

した。更に初回アンケートには、継続調査へ

の協力を依頼し、同意を得られた肝炎ウイル

ス陽性者には継続調査を行うこととした。初

回検査から 1 年後、2 年後、3 年後に直接肝

炎ウイルス陽性者に再び同様のアンケート

を郵送し、記入の上返送してもらい、その情

報を解析する（図 4）。 

 

 
 
 

C. 研究結果 

 前期は肝炎ウイルス陽性者 442 人で、札幌市

調査票への回答者は 149 人（36.9%）、更に本研

究の調査票へは 72 人（16.3％）から回答を得

た。中期は肝炎ウイルス陽性者 350 人で、調査

票への回答者は 76人（21.7%）であった。後期

は肝炎ウイルス陽性者 185 人で、調査票への回

答者は 45人(24.3%)であった（図 5）。 

 

 
年齢、性別、感染ウイルスは中期以降の解析

であるが、年齢は 40 歳未満 4 人、40 歳代 10

人、50 歳代 28 人、60 歳代 54 人、70 歳代 24

人、80 歳代 1人であった。男性 61人、女性 60

人、感染ウイルスは HBV が 111 人、HCV が７人

とHBV感染陽性者が大半を占めていた（図6）。 
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アンケート結果は以下の通りであった。 
 
1) 肝炎ウイルスの可能性が高いと判定され

た後に病院を受診されましたか？（図 7） 
 
 はい  63% 
 いいえ 37% 

 
2) Q1 で「いいえ」の方に、受診していないの

はなぜですか？ 
 
行く必要がないと思っていた 29% 
行く機会がなかった     18% 

  どこに行けばよいかわからない 22% 
  その他           31％ 
 
3) Q1 で「はい」の方に、受診先はどこですか？ 

 
かかりつけ医      38% 
かかりつけ医以外の病院 48% 
その他         14% 

4) 受診したのは肝疾患専門医療機関です
か？ 
 

  はい          37% 
  いいえ       38% 
  わからない       25% 
 
5)  診てもらったのは肝臓専門医ですか？ 

 
  はい          38% 
  いいえ         27% 
  わからない       35% 
 
6) 受診先の病院での診断は？ 
 
  肝機能は異常なし    20% 
  肝機能若干異常あるが問題なし 10% 
  キャリア        56% 
  慢性肝炎        13% 
  肝硬変         1% 
 
7) 受診先の病院での治療は？ 
 
  治療無し        75% 
  飲み薬（ウルソなど）   4% 
    インターフェロン     3% 
  HCV 経口治療薬      6% 
  HBV 経口治療薬      12% 
 

8) 現在治療や経過観察のため通院していま
すか？（図 7） 
 

   はい         58% 
   いいえ        42% 

 
D. 考察 

札幌地区における肝炎ウイルス陽性者は B

型肝炎が圧倒的に多く陽性率は低下傾向であ

った。2014 年度より本研究を開始したが、本

研究への同意取得を医療機関における肝炎ウ

イルス検査の受検時とし、受診勧奨のリーフレ

ットの配布、調査形式をより簡素化することで

回答率は前期16.7%から中期21.7%、後期24.3%

へと向上した。また、2016 度まではフォロー

アップ体制が確立できなかったが、2017 年度

より同意を得た陽性者に限り北海道大学病院

でフォローアップを開始することとなった。未

回答者のフォローアップが重要ではあるが、札

幌市保健所でのフォローアップが困難である

こと、さらに同意を得ていない陽性者に対して

北海道大学病院がフォローアップを行うこと

は倫理上困難であった。しかし、現在未返答の

陽性者に対して 1 年後に限り再度調査票を送

付することを検討中である。 

アンケートの解析では肝炎ウイルス陽性者

の 63%は医療機関を受診していたが、肝疾患専

門医療機関、肝臓専門医を受診していたのは

40%未満であった。HBV 陽性で肝機能障害のな

い B 型非活動性キャリアが多いと推測される

が、回答者の 42%は定期通院をしていなかった。 

今後も肝炎ウイルス検診陽性者に対して追

跡調査を実施することにより、その後の診療状
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況について解析する必要がある。さらに、未回

答者に対する再度調査票の送付することによ

り、未回答者に対する受診勧奨を引き続き行っ

ていく。 
 

E. 結論 

 札幌市における肝炎ウイルス検査陽性者に

対するフォローアップ体制の確立のために、本

研究を行っている。回答率は徐々に向上してい

るが、今後未回答者への調査票の再送付でさら

なる向上が期待される。 
 
F. 研究発表(本研究に関わるもの) 

1. 論文発表 

該当事項なし 

2. 学会発表 

該当事項なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

１. 特許取得 
該当事項なし 

２. 実用新案登録 
該当事項なし 

３. その他 
該当事項なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

平成 29 年度 分担研究報告書  

 

肝炎ウイルス検査 陽性者の効率的なフォローアップシステムの開発・実用化 

 

研究分担者：佐藤 秀一  島根大学医学部附属病院光学医療診療部 准教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

A. 研究目的 

わが国には約 350 万人の肝炎ウイルスキャリア

がいると推定され、ウイルス肝炎は国民病である

と記述されている。これら、肝炎ウイルキャリア

を受検・受診・受療、さらには継続的な診療に結

びつける事が患者の肝炎重症化予防策を考える上

で極めて重要である。しかしながらこのフローが

十分円滑に動いていない実情がある。この状況を

改善するには、 

病診連携の相手方である、院内外医療従事者が、

このフローの意義をどのように考え、どこに問題

があるかを探索し、その問題を改善あるいは解決

する因子を見つけ出すことが重要である。また、

受療まで結びつけた定期通院必要な患者が仕事と

の両立のことで受診とまってしまうことも肝疾患

重症化予防の大きな阻害要因である。そこで今回

われわれは病院内外での肝炎患者を拾い上げる上

で、キーパーソンとなる院内外医療従事者に向け

てアンケートを実施して、肝炎ウイルス患者を拾

い上げる上で重要となる因子を解析した。また、

肝疾患における仕事と診療の継続である両立支援

を促進させるため、医療機関での職業(仕事と治療

の両立について)のアンケート調査を行った。 

 

B. 研究方法 

検討①（院内の医療従事者向けアンケート）：病院

内医療従事者向けアンケートを実施した。医療安

全必修研修会に、ウイルス肝炎の最近の話題を提

供するとともに、会場でアンケートをお願いする

ことで、アンケートの回収数を増やせるようにし

た。B型と C型肝炎に分けて肝炎ウイルス検査陽性

者に対して、今までどのように対処していたか？

今後どのように対応指定校と考えているのか？院

内紹介するのが難しい主な要因は何か？をたずね

た。 

 

研究要旨： 

肝炎ウイルス陽性者の健康状態を保つ上で、受検・受診・受療さらには定期通院を継続して

いくことが重要である。今回われわれは病院内外での肝炎患者を拾い上げる上で、キーパーソ

ンとなる院内外医療従事者向けアンケートを実施して、肝炎ウイルス患者の拾い上げで重要と

なる因子を解析した。また、肝疾患における仕事と診療の継続である両立支援を促進させるた

め、医療機関での職業(仕事と治療の両立について)のアンケート調査を行った。その結果、院

内外で肝炎ウイルス陽性者に関して専門医に紹介しようという意識が高い一方、一部に、対応

困難になってからの紹介を考えている医師も存在し、肝炎コーディネーターの活動も含めた。

病診連携の円滑な運用が必要であることが示唆された。両立支援のアンケートでは、正社員が

３割近くを占めており、相談相手や制度利用の理解も不十分であり、両立支援マネージメント

が必要な患者さんが少なからず存在することがわかった。今後、このような、状況への介入が

必要であると考えられた。 
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検討②（院外の医療従事者向けアンケート）：本院

が名古屋市立大学と共同で作成したアンケートを

島根県から医師会を通じて、肝疾患無料検査医卓

医療機関向けに送付してもらい、2017 年 10 月中旬

に回収した。 

検討③（両立支援のアンケート）：アンケートは

2017年 4月 1日から9月30日の6ヶ月間に当院肝

臓内科の外来を通院している患者を対象とした。

質問内容は、年代、性別、通院している疾患、雇

用形態、職種、職場従業員数、通院の職場への周

知、両立支援困難時の相談者（複数回答可）、勤務

支援に関して利用可能なもの（複数回答可）を調

査した。アンケートは外来で主治医が手渡しし、

内科外来受付で回収した。 

 

C. 研究結果 

検討① 

 

 

B 型肝炎陽性者の対応 

 

  

 

C 型肝炎陽性者の対応 

  

 

HBs 抗原陽性者と HCV 抗体陽性者に対する対応

は変わらなかった。全例あるいはなるべく紹介し

ようという医療従事者がほとんどであった。 

 
院内で紹介するのが困難な要因は、急性期病院
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であるがゆえの問題（原疾患が重篤である、既に

専門医にかかっているなどの回答も見割れる一方

で紹介状を書く暇がない、患者さんが希望しない

など、改善できる要因が一定の割合で見られた。 

検討②院外非肝臓専門医向けアンケート結果： 

アンケートの回収率は県から医師会を通じてアン

ケートをお願いしたことにより、74.1％と高率で

あった。HBV と HCV で専門医への紹介に関しての対

応はほとんど変わらなかった。 

肝炎陽性者は全例紹介する医療従事者数が最も高

かった一方で、症状により紹介するも 2 割程度見

られた。紹介しない理由として、自分で診れるか

らが最も多く、かかりつけ医での肝炎ウイルス陽

性者の囲い込みが一部見られている実態が明らか

になった。この問題を解決していく、ツールとし

て、専門医療機関化からの方針を記載したわかり

やすい情報提供書が重要と考えている一方、診療

説明をサポートしてくれる自分以外の人の存在を

重要視している医療従事者は少なかった。 

 

  

 

検討③：アンケート回収数は 498 名（括弧内は回

答数）で、男性 268 名、女性 230 名、年齢 20代 2％、

30 代 5％、40 代 9％、50 代 18％、60 代 31％、70

代およびそれ以上 34％、疾患は肝炎 44％（175）、

肝硬変９％（36）、肝がん 9％（35）、その他 33％

（131）、わからない 5％（18）、雇用形態は正社員

29％（130）、パート/アルバイト 15％（68）、の順

に多く、無職は 31％（140）であった。職種は、専

門・技術職 23％（72）、販売・サービス 19％（62）、

事務職 14％（44）、建築・生産 13％（40）、農林水

産業 10％（33）の順であった。従業員数は 50 人未

満 57％（159）、50～100 人 10％（29）、100～300

人 11％（31）、300～1000 人８％（22）、1000 以上

８％（23）、分からない 5％（14）であった。職場

に伝えているかの質問では、はい 85％（239）、い

いえ 15％（42)で、はいが多かった。職場での相談

先は上司 47％（145）、管理職 23％（71）が多く、

産業医・産業保健師・衛生管理者は少なく、相談

しないが 14％（44）あった。利用可能な勤務制度

は短時間 38％（91）、時差 21％（49）、業務内容変

更 14％（33）、フレックス 8％（19）の順に多く、

分からないが 31％（73）あった。これらの特徴は

疾患を肝炎、肝硬変、肝がんと答えた方 243 名に

絞り込んでもほとんど変わりなかった。 

 

D. 考察 

院内外の医療従事者向けアンケートで HBV は病
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態の理解が不十分なことが多いために紹介しづら

いなど HCV 陽性者と HBV 陽性者とで紹介の状況に

違いが見られるかと考えていたが、疾患の違いは

アンケート結果には反映されなかった。院内外の

多くの医療従事者が肝炎ウイルス検査陽性者を全

例専門医紹介すると答えていたことに対しては、

当拠点病院の啓発活動の浸透を示唆するものと考

えている。しかしながら、一部には病診連携に消

極的な医療従事者が存在することも明らかとなっ

た。今後病診連携を円滑にしていく上でアンケー

ト結果でも関心の低さが伺える肝炎医療コーディ

ネーターの周知および利用方法を提供することは

拠点病院活動の重要な位置づけと考えられた。 

両立支援アンケートでは、本医療圏の肝疾患は 60

代以上が 6 割を占める高齢圏であるが、正社員が

３割近くを占めており、相談相手や制度利用の理

解も不十分であり、両立支援マネージメントが必

要な患者さんが少なからず存在することがわかっ

た。 

 

E. 結論 

 院内外医療従事者に向けてアンケートを実施し

て、肝炎ウイルス患者を拾い上げる上で重要とな

る因子として、肝炎医療コーディネーターの円滑

な運用が必要であると考えられた。また、両立支

援の必要な肝炎患者が少なからず存在することも

明らかになり、肝疾患診療連携拠点病院を中心と

した両立支援体勢の構築が喫緊に必要であると考

えられた。 

 

F. 研究発表 

  特になし 

 

G. 知的所有権の取得状況 

1. 特許取得 

   特になし 

2. 実用新案登録 

   特になし 

3. その他 

  特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業）  

平成29年度分担研究報告書 

 

石川県における肝炎ウイルス検診陽性者のフォローアップシステムに関して 

 

研究分担者：島上 哲朗 金沢大学附属病院地域医療教育センター 特任教授 

 

研究要旨：石川県では平成14年度から市町の保健担当者が肝炎ウイルス検診陽性者の医療機関受診状

況調査・勧奨などのフォローアップを毎年行ってきた。さらに平成22年度からは市町が有する肝炎ウ

イルス検診陽性者の情報を本人から同意がえられた対象者に関しては肝疾患診療連携拠点病院（金沢

大学附属病院）に移管し、肝疾患診療連携拠点病院が直接経年的なフォローアップを行う「石川県肝

炎診療連携」を開始した。以降同連携の改善を図ってきたので、今回の研究では同連携の現況を解析

した。平成14年度以降の肝炎ウイルス検診陽性者は3126名存在し、①平成29年度（平成30年1月末時点）

で参加同意者は1557名（49.8%）、参加非同意者は506名（16.1%）、参加意思表示のない者は依然とし

て1063名（34.0%）存在していた。②本連携参加者の専門医療機関受診率は、平成22年度90.0%、平成

23年度62.9%、平成24年度60.4％、平成25年度53.0%、平成26年度55.6%、平成27年度 46.6%、平成28年

度49.9%、平成29年度（平成30年1月末時点）46.6%であった。今後、本連携の参加率の改善及び連携参

加者の年一回の専門医療機関受診率の改善を図る必要があると考えられた。 

 

A. 研究目的 

平成 14 年度より始まった肝炎ウイルス検診に

より、多くの無自覚の B 型肝炎、C 型ウイルス

感染患者が見いだされた。肝炎ウイルス検診陽

性者は、精密検査として肝疾患専門医療機関を

受診し、適切な治療導入がなされるか、治療導

入がなされない症例に関しても経年的な肝機能

検査及び肝癌の早期発見のための画像検査がな

される必要がある。しかしながら、検診陽性判

明の翌年以降はその受診・治療状況および予

後・経過が把握されているとは言い難い。 

石川県では、平成 14 年から県・市町などの行

政担当者、医師会担当者、専門医などから構成

される石川県肝炎対策協議会での協議の上、市

町の保健担当者が肝炎ウイルス検診陽性者の状

況（専門医療機関受診状況、治療内容）を調査

し、適宜肝疾患専門医療機関への受診勧奨など

のフォローアップを毎年行ってきた。さらに平

成 22 年度からは市町が有する肝炎ウイルス検診

陽性者の情報を本人から同意がえられた対象者

に関しては肝疾患診療連携拠点病院（金沢大学

附属病院）に移管し、肝疾患診療連携拠点病院

が経年的なフォローアップを行う「石川県肝炎

診療連携」を開始した。以降同連携の改善を図

ってきたので、今回の研究では同連携の現況を

解析した。 

 

B. 研究方法 

石川県健康推進課の有する平成 14 年度からの

石川県の肝炎ウイルス検診陽性者に関するデー
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タベース（連携不可能匿名化データ）、肝疾患

診療連携拠点病院が有する石川県肝炎診療連携

のデータベースを利用して同連携への参加率、

連携同意者の専門医療機関受診率を解析した。 

 

（倫理面への配慮） 

 石川県肝炎診療連携は、石川県、各市町が行

うべき肝炎ウイルス検診陽性者の経年的なフォ

ローアップ事業を、石川県肝炎対策協議会での

協議・承認を得て、肝疾患診療連携拠点病院で

行っているものであり、当院の医学倫理委員会

での審査は不要と判断した。 

 また石川県では平成 14 年度より肝炎ウイル検

診陽性者に対して市町などの行政が経年的なフ

ォローアップを行うことに関して、肝炎ウイル

ス検診陽性者から同意を得ている。さらに石川

県肝炎診療連携の参加に関しても同意を取得し、

参加同意者は、肝疾患拠点病院がフォローアッ

プを、非同意者・未同意者は引き続き市町など

の行政がフォローアップを行っている。 

 

C. 研究結果 

1) 石川県肝炎診療連携参加状況 

石川県では平成 14 年度以降、平成 29 年度末ま

でに肝炎ウイルス検診陽性者が 3126 名存在する。

平成 22 年度からこれらの肝炎ウイルス検診陽性

者に本連携への参加同意書の発送を行ってきた。

尚、参加意思表示のない陽性者に対しても毎年、

参加同意書の発送を継続している。 

平成 29 年度末で参加同意者は 1557 名（49.8%）、

参加非同意者は 506 名（16.1%）、参加意思表示

のない者は依然として 1063 名（34.0%）存在し

ていた。 

2) 石川県肝炎診療連携参加同意者の専門医療

機関受診状況 

肝疾患診療連携拠点病院は、同連携参加同意者

に対して年一回、調査票を郵送している。対象

者は調査票を持参し、かかりつけ医を通じてあ

るいは直接石川県が指定した肝疾患専門医療機

関を受診する。この調査票は、複写方式となっ

ており、一枚はかかりつけ医にフィードバック

として、もう一枚はデータベース化のため肝疾

患診療連携拠点病院へ送付される。そのため肝

疾患診療連携拠点病院では調査票の送付により、

対象者が専門医療機関を受診したことを確認し

ている。理想的には、調査票の肝疾患拠点病院

への送付率は 100%になるべきと考えられる。し

かしながら、同連携参加者の専門医療機関受診

率は、平成 22 年度 90.0%、平成 23 年度 62.9%、

平成 24 年度 60.4％、平成 25 年度 53.0%、平成

26 年度 55.6%、平成 27 年度 46.6%、平成 28 年

度 49.9%、平成 29 年度（平成 30 年 1 月末時点）

46.6%であった。 

 

D. 考察 

開始から 8 年目を迎えた石川県肝炎診療連携

システムであるが、本連携に参加したことをき

っかけに抗ウイルス療法に結ぶついた症例や肝

がんの早期発見につながった症例が存在してい

る。 

しかしながら依然として連携参加の意思表示

がない陽性者が、34.0%存在すること、また同連

携に参加しているにもかかわらず年一回の専門

医療機関受診に結びついていない同意者が毎年

約 50%存在しているなどの問題点が明らかとな

った。その理由の一つとしてシステムの煩雑さ

が考えられる。肝疾患診療連携拠点病院には、

連携参加同意者、連携参加の意志表示のない陽
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性者及びかかりつけ医から同連携のシステム、

意義などに関しての問い合わせが多く寄せられ

ている。来年度以降、行政とも協力しながら、

同連携参加者の増加、同連携参加者の専門医療

機関受診率の改善を図っていく。 

 

E. 結論 

開始から 8 年目を迎えた石川県肝炎診療連携

システムであるが、連携システムへの参加意思

表示のないものが約 36%、連携に参加しながら

も年一回の専門医療機関受診に結びついていな

いものが約 50%存在しているなどの問題点も明

らかとなった。 

 

F. 研究発表 

論文発表 

1. Yamane D, Selitsky SR, Shimakami T, Li 

Y, Zhou M, Honda M, Sethupathy P, Lemon 

SM. Differential hepatitis C virus RNA 

target site selection and host factor 

activities of naturally occurring miR-

122 3  ́ variants. Nucleic Acids Res. 

2017 May 5;45(8):4743-4755. 

2. Wang X, Oishi N, Shimakami T, Yamashita 

T, Honda M, Murakami S, Kaneko S. 

Hepatitis B virus X protein induces 

hepatic stem cell-like features in 

hepatocellular carcinoma by activating 

KDM5B. World J Gastroenterol. 2017 May 

14;23(18):3252-3261. 

3. Suda T, Shimakami T, Shirasaki T, 

Yamashita T, Mizukoshi E, Honda M, 

Kaneko S. Reactivation of hepatitis B 

virus from an isolated anti-HBc 

positive patient after eradication of 

hepatitis C virus with direct-acting 

antiviral agents. J  Hepatol. 2017 

Nov;67(5):1108-1111. 

4. Funaki M, Kitabayashi J, Shimakami T, 

Nagata N, Sakai Y, Takegoshi K, Okada 

H,Murai K, Shirasaki T, Oyama T, 

Yamashita T, Ota T, Takuwa Y, Honda M, 

Kaneko S.  Peretinoin, an acyclic 

retinoid, inhibits hepatocarcinogenesis 

by suppressing  sphingosine kinase 1 

expression in vitro and in vivo. Sci 

Rep. 2017 Dec 5;7(1):16978.  

 

学会発表 

1. 越田理恵、島上哲朗、金子周一 過去 12 年

間の金沢市の肝炎ウイルス検診陽性者の専

門医療機関機関受診状況調査と事後対応 

日本肝臓学会西部会（福岡）2017 年 12 月 1

日シンポジウム 9 

 

書籍発表 

1. 島上哲朗、金子周一 DAA 治療による肝発

癌・再発抑制効果、肝胆膵 76:269-275、

2018 

 

学会発表 

1. 越田理恵、島上哲朗、金子周一 過去 12 年

間の金沢市の肝炎ウイルス検診陽性者の専

門医療機関機関受診状況調査と事後対応 

日本肝臓学会西部会（福岡）2017 年 12 月 1

日シンポジウム 9 
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G. 知的所有権の出願・特許状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

特記事項なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

平成 29 年度 分担研究報告書 
 

肝炎ウイルス陽性者フォローアップシステムの障壁に関する検討と 
治療終了者フォローアップに関する研究 

 
研究分担者：坂本 穣 山梨大学医学部附属病院肝疾患センター 准教授 

  

研究要旨：肝炎に対する医療の問題点として、検査未受診者への「受検」勧奨、検査陽性者への「受診」勧奨、

治療対象者への「受療」勧奨が重要性が指摘されている。そこで、現在使用している、肝炎ウイルス陽性者受診

勧奨（電子カルテアラート）システムの利用実態と、肝臓非専門医、コメディカルスタッフに対するウイルス肝炎に

関する認知度と医療連携に関する意識調査を行った。これによれば電子カルテを利用したアラート（受診勧奨）

システムにより、一定数の肝炎患者の掘り起しや、専門外の医師をはじめとした医療従事者への啓発・教育の重

要性が再認識された。一方、今後は、治療終了者においても肝硬変・肝がんへの進展抑止や肝がん危険群の

絞り込みと適切なフォローアップによる肝がんの早期発見のためには、ウイルス肝炎治療終了者のフォローアッ

プも重要になると考えられ、定期受診未受診者の受診勧奨を含めた保健指導システムを構築するため、山梨県

の C 型肝炎治療医療費助成制度を利用した受給者を対象に、肝硬度（FibroScan）検査を無料で行う「C 型肝炎

治療終了者サポート事業」を開始したので、その状況について検討した。 

  

 研究協力者 

     山梨大学医学部附属病院肝疾患センター 

               看護師（相談員）有園晶子 

               看護師（相談員）石黒博子 

山梨大学医学部第 1 内科 

          佐藤光明 

            山梨県福祉保健部健康増進課 

課長補佐 浅山光一 

 

A. 研究目的 

 肝炎に対する医療の問題点として、検査未受診者

への「受検」勧奨、検査陽性者への「受診」勧奨、

治療対象者への「受療」勧奨が重要性が指摘されて

いる。そこで、今回は 1）院内でのウイルス検査陽

性者への専門医「受診」の問題点について、肝炎ウ

イルス陽性者フォローアップシステムの障壁につ

いて検討した。すなわち、HBs 抗原および HCV 抗体

陽性者に対する対応を、院内安全講習会で受講者に

アンケートを行いウイルス肝炎に関する認知度と

医療連携に関する調査を行い、障壁の意識調査を行

うとともに、実際に稼働している肝炎ウイルス陽性

者に対する受診勧奨（電子カルテアラート）システ

ム利用の実態調査を行った。また、2）今後、ウイ

ルス肝炎治療終了者においても肝硬変・肝がんへの

進展抑止、肝がん危険群の絞り込みと適切なフォロ

ーアップは必要と考えられ、定期受診未受診者の受

診勧奨を含めた保健指導システムを構築するため、

山梨県のC型肝炎治療医療費助成制度を利用した受

給者を対象に、肝硬度（FibroScan）検査を無料で

行う「C 型肝炎治療終了者サポート事業」を開始し

たので、その状況について検討した。 

 

B. 研究方法 

1）肝臓非専門医、コメディカルスタッフに対するウ

イルス肝炎に関する認知度と医療連携に関するア

ンケート調査： 

当院で平成30（2018）年3月1日に開催した肝疾

患センター主催の「医療従事者研修会」で、「肝疾

患の最新の状況と肝炎にまつわるリスク～当院で
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の対策～」と題して、①最近のウイルス肝炎の現状

と免疫抑制・化学療法により発症するB型肝炎の再

活性化リスクとその対策ガイドライン、②当院の電

子カルテにおける、ウイルス肝炎陽性者のアラート

システムの紹介と現状について講演し、講習会の後

には非専門医、コメディカルスタッフの肝疾患診療

についての認知度と医療連携に関する意識を明ら

かにするため、無記名のアンケート調査を行なった。

この研究は、本研究班の榎本大班員（大阪市立大学）

による共同研究としておこない、全体の解析結果と

は別に当院での状況を解析した。 

 

2）肝炎ウイルス陽性者に対する受診勧奨（電子カル

テアラート）システム利用の実態調査： 

上記アンケート調査と並行して、実際の検査依頼

数、陽性者、陽性者に対する対応について調査した。

当院では、2015年から電子カルテアラートシステム

を稼働させた。すなわちHBs抗原もしくはHCV抗体

陽性の場合に電子カルテ上に受診勧奨アイコンを

表示させ、患者および主治医に文書を提示その対応

について当センターに報告するものである。文書発

行をトリガーとして電子カルテから「受診勧奨」ア

イコンの表示が消え、主治医は対応を確認できる。

電子カルテアラートシステムの稼働した 2015 年以

降の対応について調査を行った。 

 

3）ウイルス肝炎治療終了者に対するFibroScanを用

いたフォローアップの試み 

 2009（平成21）年から、山梨県では、C型肝炎患

者のウイルス肝炎治療費助成を行っている。この医

療費助成受給者1,941名を対象に、肝硬度および肝

脂肪を FibroScan を用いて、肝硬度（LSM）を無料

で測定し、肝硬度および肝脂肪度に応じて受診勧奨

と保健指導を行うものである。実施主体は山梨県で

あり、当院では検査を受託すした。本年度は利用実

績および測定値の頻度を検討し、フォローアップに

用いることができるか検討した。 

（倫理面への配慮） 

 調査にあたっては、個人情報に十分配慮した。ア

ンケート調査に関しては山梨大学医学部倫理委員

会の承認を得た（承認番号1799）。 

 

C. 研究結果 

1）肝臓非専門医、コメディカルスタッフに対するウ

イルス肝炎に関する認知度と医療連携に関するア

ンケート調査： 

研修会参加者は113名で、うち88名（回収率78％）

から回答を得た。回答者の属性は医師が32名（36％）、

看護師38名（43％）、薬剤師5名（6％）、検査技師

8名（9％）であった。医師のうち内科系は41％で、

手術に関係する外科系医師は47％であった。 
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講習会の内容について、B 型肝炎・C 型肝炎に分け

て回答を得ると、C 型肝炎に比較して B 型肝炎のほ

うが、「全然知らなかった」「少ししか知らなかった」

の割合が多かったが、いずれも約6割が、今回の甲

州内奥を知らなかった。そこで、B 型肝炎、C 型肝

炎について、HBs 抗原陽性者・HCV 抗体陽性者の対

応を確認すると、約1割は、専門科に紹介していな

かった。しかし、全例紹介していたのはB型肝炎で

45％、C型肝炎では41％に過ぎず、検査陽性者の約

半数が放置されていた。 

 

 

 

 

この理由を医師に問うと、紹介状を書く余裕がない、

口頭で伝えたのみ、知識・関心がないなど理由は多

岐にわたり一定の傾向はなかった。 

 

また、当院では、電子カルテ上でHBs抗原もしくは

HCV 抗体陽性者には、アラートがでる仕組みを採用

しているが、この仕組みを知っていたのは悪半数で、

知っているにも関わらすこのシステムを利用して

紹介したのは、わずか35％であった。しかも利用者

の57％がこのシステムが「使いづらい」と回答した。 

本検討は、当院のみの結果であるが、本結果を含め

た多施設の結果が、当研究班の全体研究としてまと

められる予定である。 
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2）肝炎ウイルス陽性者に対する受診勧奨（電子カル

テアラート）システム利用の実態調査： 

 上記アンケート調査と並行して、実際の肝炎ウイ

ルス検査依頼数、陽性者、陽性者に対する対応を調

査した。 

 当院におけるHBs抗原およびHCV抗体検査は、 

6,500～9,500 件であり、陽性者はそれぞれ約 1％、

5％であった。 

 

2015年以降、陽性者に対する対応を調査すると、

対応について当センターに報告されたのは、B型化

燃で16.5～25.7％、C型肝炎に対して13.4～33.6％

であり、報告数は増加傾向にあるものの、低い水準

で推移している傾向であった。 

 

 

対応のあったものに関して、新たに当院もしくは専

門医療機関への受診勧奨が行われたものは、2015～
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2017年の累計で、B型肝炎では報告数の18％、（8/45）、

HBs抗原陽性者全体の3.9％（8/208）、 

C型肝炎では報告数の15％（43/294）、HCV抗体陽性

者全体の3.6％（43/1186）であった。しかし、この

中には、すでにB型肝炎やC型肝炎が判明している

ものの、手術や検査前に再度測定したものが含まれ、

これを除くと、B型、C型で、それぞれ 8 名、43 名

が新たな専門医受診に結びついたと考えられる。 

 

 

 

3）ウイルス肝炎治療終了者に対するFibroScanを用

いたフォローアップの試み 

 2018 年 2 月現在、約 2200 名に、事業開始案内を

送付し、529 名が事業申込・同意書を提出、132 名

が検査を終了した。このうち 15 名（11％）が、治

療終了後のフォローアップの定期受診を受けてお

らず、受診勧奨が居住地の保健所からなされている。

また、14 名（11％）が、LSM 値が 15.0Kpa 以上の、

高度肝線維化の肝発癌危険群と考えられた。 

 

  

  

D. 考察 

院内でのウイルス検査陽性者への専門医「受診」

の問題点をアンケート調査から検討すると、B 型肝

炎、C 型肝炎とも、医師を含む医療従事者に十分な

知識や情報が伝わっていない現状が明らかになっ

た。近年急速に進歩するウイルス肝炎に対する知識

について、専門外の医師をはじめとして十分に啓

発・教育する必要が再認識された。さらに、検査室

からの情報でも、HBs抗原またはHCV抗体陽性者が、

放置されており、きちんとした知識の理解と、受診

勧奨システムの利用で、適切な治療へ結びつく可能

性が示された。また、本検討は当院の結果であるが、

本研究班で他施設共同研究としてまとめられ、当院

を含めた各施設の実態が明らかになることで各施

設ごとの特徴や問題点も彰間になるものと思われ
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る。また、ウイルス肝炎治療終了者の多くは、治療

後もフォローアップを受けているが、定期検査未受

診者者や、肝発癌危険群と考えられる高度肝線維化

進展例も見られ、今後の肝硬変・肝がんへの重症化

予防事業とも関連して、有用性について継続して検

討する必要があると考えられた。 

 

E. 結論 

肝炎ウイルス陽性者フォローアップのために

様々な試みがなされているが、電子カルテを利用し

た受診勧奨システムは、肝炎ウイルス検査陽性者の

掘り起し、肝臓専門医への受診勧奨などの一定の成

果を上げていることが明らかになった。しかしさら

なる、有効な利用のためには、医療者の意識甲斐カ

ウをはじめとした知識の普及・経過観察は重要であ

ると考えられた。また、今後は、ウイルス肝炎治療

終了者のフォローアップも重要になるが、当県で開

始した、FibroScan を用いた「肝炎治療終了者サポ

ート事業」が今後有用となる可能性が示された。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 
1. 論文発表 

（1） 坂本穣、有薗晶子、榎本信幸、各都道府県にお

ける肝疾患対策の取り組みの現状 山梨県、肝

臓クリニカルアップデート 3（2）、235-240、

2017 

（2） 坂本穣、榎本信幸、ファイブロスキャンの臨床

的意義と実地での活用法、消化器・肝臓内科、

2（4）、430-433、2017 

（3） 坂本穣、榎本信幸、C型肝炎治療の現状と今後

の展開、残された課題、日本内科学会雑誌107

（1）、38-43、2018 

（4） 坂本穣、世界からC型肝炎を根絶させるための

Globalな取り組み－わが国から世界へ―、肝胆

膵76（2）、301-306、2018 

 

2. 学会発表 

（1） 坂本穣、佐藤光明、榎本信幸、C 型肝炎根絶の

ための課題と検証、第 53 回日本肝臓学会総会

（シンポジウム）、2017/6/9、広島 

（2） 坂本穣、佐藤光明、榎本信幸、肝癌抑止を目指

したC型肝炎治療の現状と課題、第103回日本

消化器病学会総会（シンポジウム）、2017/4/20、

東京 

 

H. 知的所得権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

 なし 

２. 実用新案登録 

なし 

３. その他 

    なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成 29 年度 分担研究報告書 

 

院内非専門医に対するウイルス性肝炎の啓蒙活動と意識調査 
 

研究分担者：米田 政志 愛知医科大学肝胆膵内科 教授 
研究協力者：伊藤 清顕 愛知医科大学肝胆膵内科 教授（特任） 

 
研究要旨： 我が国には約 350 万人の肝炎ウイルスキャリアが存在すると推定され、ウイル
ス肝炎は国民病であるとされているが、いまだウイルス性肝炎の検査を受けておらず自身
が肝炎ウイルスに感染していることを知らずに社会に潜在しているキャリアが約 140～200
万人存在するとされている。C型肝炎ウイルスに関しては、副作用が多いインターフェロン
(IFN)を用いない経口抗ウイルス剤が認可され、副作用が少なくウイルス排除ができるよう
になり、C型肝炎ウイルス陽性を自覚していないもしくは陽性とわかっても無症状のため受
診をしない症例を拾い上げることが急務となっている。また、経口剤による治療は「働き
ながら治療可能」であり、肝炎検査を受ける機会が少ない職域領域に受検勧奨し、陽性者
を受診・受療させることは今後の重要な課題である。 

B 型肝炎ウイルスに関しては、分子標的治療薬の発達や免疫抑制剤が使用される機会が増
加したことにより、化学療法・免疫療法による B 型肝炎ウイルス（HBV）の再活性化が問
題となっている。B 型肝炎の再活性化には、①非活動性キャリアからの再活性化と②既往
感染者からの再活性化の 2 種類の病態が含まれる。②の病態は最近認識されるようになっ
た病態であり、de novo B 型肝炎とも呼ばれ、①の病態と同様に劇症化しやすく死亡率も高
いことからその対策の確立が急がれている。我が国では国民の約 20 パーセント（2600 万人）
ともいわれる HBV 既往感染者が存在し、HBV 再活性化の影響が大きく多くの診療科がこ
の問題に関連する可能性がある。また、HBV 再活性化が起きると高率に劇症肝炎を発症し、
救命率が非常に低いことが問題となっており、これまでの再活性化例で患者が死亡し医療
訴訟にまで発展した症例を認める。このため、病院全体で各科の医師がガイドラインに従
った対応をする必要がある。 

以上のような B 型肝炎および C 型肝炎に関する問題に対して我々は電子カルテの更新や
セーフティマネージャーに対する医療講演会等を行い、肝炎ウイルスに関する医療安全の
問題に関して啓蒙活動を行った。また、そういった活動による医療従事者の意識の変化を
アンケート調査により明らかにした。 

A. 研究目的 

わが国には約 350 万人の肝炎ウイルスキャ

リアがいると推定され（厚生労働省）、ウイル

ス肝炎は国民病であると記述されている（肝炎

対策基本法前文）が、いまだ肝炎検診を受けて

いないため、自身が肝炎ウイルスに感染してい

ることを知らずに社会に潜在しているキャリ

アが約 140～200 万人存在するとの報告もある

（広島大学 田中ら）。また、非専門科医師の

認識不足、院内連携の欠如のために、肝炎検査

陽性者が適切な治療に結びついていない現状

（国立病院機構肝疾患ネットワークでのアン

ケート調査結果）もある。 

また、最近では分子標的治療薬の発達や免疫

抑制剤が使用される機会が増加したことによ

り、化学療法・免疫療法による B 型肝炎ウイ

ルス（HBV）の再活性化の発生が大きな問題

となっている。B 型肝炎の再活性化には、①非

活動性キャリアからの再活性化と②既往感染

者からの再活性化の 2 種類の病態が含まれる。

②の病態は最近認識されるようになった病態

であり、de novo B 型肝炎とも呼ばれ、①の病

態と同様に劇症化しやすく死亡率も高いこと

からその対策の確立が急がれている。我が国で
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は国民の約 20 パーセント（2600 万人）ともい

われる HBV 既往感染者が存在し、HBV 再活性

化の影響が大きいと考えられる。HBV 再活性

化防止に関しては、多くの診療科の医師が関連

しているが、必ずしも HBV 再活性化の内容を

理解しているわけではない。また、免疫療法、

化学療法を施行する際には、ガイドラインに沿

った対策を行っていく必要があるが、各診療科

の医師がどの程度ガイドラインの存在を知っ

ているか、またどの程度ガイドラインに従って

対策を講じているか明らかではない。 

 以上のようなウイルス性肝炎に関する問題

に対して我々は以下のような対策を行い医療

従事者の意識の変化に関して大阪市立大学の

榎本先生と共同でアンケート調査を行った。 

 

B. 研究方法 

(1) 各部門のセーフティマネージャーを対象

とした医療安全講習会でウイルス性肝炎に関

する講習を行い、特にウイルス性肝炎陽性者の

受診、受療の必要性、B 型肝炎ウイルスの再活

性化に関する注意点等に関して注意喚起した。  

(2) B 型肝炎の再活性化対策として、化学療法

オーダー時には再活性化に対するアラートを

表示するようにした。B 型肝炎既往感染に関す

る注意喚起のため、電子カルテ上患者情報とし

て常に HBV の感染の有無および既往感染の有

無を表示するようにした。 

(3) ウイルス性肝炎に対する医療従事者の意

識の変化を調査するために大阪市立大学の榎

本先生の作成したアンケートを使用して調査

を行った。 

 

（倫理面の配慮） 

 本研究で行った調査の回答は匿名でなされ、

患者の個人情報を含む内容は認めない。 

 

 

C. 研究結果 

アンケート調査の回答数は 59 で医師 21、看

護師 28、技師 6、薬剤師 1、その他 3 であった。

講演内容を「ほとんど知っていた」は 13（22%）、

「少ししか知らなかった」は 35（59%）、「全然

知らなかった」は 10（17%）であった。これに

対し、講演のニーズにあっていたかの質問に対

して「ちょうど良かった」が 42（71%）、「難し

かった」が 9（15%）、「難しすぎた」が 1（2%）

であり、看護師を中心に非医師からは講演内容

が若干難しかったといった回答が多く、今後内

容を工夫する必要があると考えられた。次に医

師のみを対象として専門科への紹介に関して

の質問を行った。B 型肝炎に関して、これまで

「なるべく専門科に紹介していた」が 10（48%）、

「紹介しないことが多かった」が 3（14%）、「全

例専門科に紹介していた」が 7（33%）であっ

たが、講演後には「なるべく専門科に紹介しよ

うと思う」が 3（14%）で「全例、専門科に紹

介しようと思う」が 16（76%）となり、講演後

に全例専門科に紹介をしようとする割合がか

なり増加し講演の効果を認めた。また、C 型肝

炎に関しては、「なるべく専門科に紹介してい

た」が 9（43%）、「紹介しないことが多かった」

が 3（14%）、「全例専門科に紹介していた」が

8（38%）であったが、講演後には「なるべく

専門科に紹介しようと思う」が 6（29%）で「全

例、専門科に紹介しようと思う」が 13（62%）

となり、こちらも全例紹介しようとすると回答

した割合が増加し講演を行った効果が認めら

れた。 
 
D. 考察 

今回のアンケート調査の結果、講演後に医師

のウイルス性肝炎患者を専門科に紹介しよう

とする意識の変化が明らかとなった。今回、ウ

イルス性肝炎に関連する医療安全の講演を行

い、その効果をアンケート調査により把握する

ことができた。また、アンケート調査は講演直

後ではなく、講演から 1 ヶ月程度経過した後に

行ったものであり、一定期間程度経過した後で

も対象とした医師の意識の変化が継続してい

るものと考察される。ただ、実際にその後の紹

介率が上昇するかどうかは、将来の紹介数や紹

介率の推移をみていく必要がある。 
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E. 結論 
これまで把握することが難しかった医療安

全講習の効果を講演前後の意識調査により評
価することが可能であった。今後は、医療従事
者の実際の行動に結びつくかどうかを調査す
る必要があると考えられた。 
 
F. 健康危険情報 
  特になし 
 
G. 研究発表(本研究に関わるもの) 

なし 

 

学会発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他 

なし  
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
 平成29年度 分担研究報告書 
 

新規ウイルス肝炎患者拾い上げとその追跡調査システムの構築 に関する研究 
 

研究分担者：松本 晶博 信州大学医学附属病院 肝疾患診療相談センター教授 

 

研究要旨：当病院における新規のウイルス肝炎患者の拾い上げとその後に適切な医療が 

なされているかどうかをカルテシステムを利用して実態調査を行い、将来的に主治医へ 

その結果を連絡するアラートシステムの構築を目指す。 

 

 

A. 研究目的 

①当院における新規ウイルス肝炎患者数

の把握とその後の専門科への受信状況を調

査する。 

②上記の結果を用いて、主治医に連絡す

るアラートシステムの構築を目指す。 
 

B. 研究方法 

対象者：当院へ受診し、HBs 抗原および

HCV 抗体を測定した患者を全て拾い上げ

る。上記の患者の受診歴より、肝炎治療専

門科への受診がない例を抽出する。 

上記症例について経過を追い、肝炎治療専

門科への受診がなされたかどうか追跡調査

を行う。追跡調査を元に、肝炎治療専門医

療機関への未受信者と思われる症例につい

て、主治医にカルテシステムを用いて未受

信の有無を確認するよう連絡のみ行う。 

（倫理的配慮） 

当院のカルテシステムを利用し、データ

操作はカルテシステムの中で行う。 

 

C. 研究結果 

2016年に当院を受診し、ウイルスマーカ

ーを測定した8513例（男：女 4103:4410

例）のうち、HCV抗体のみ陽性は男性 

   

 

1.7%、女性1.8%。HBV抗原のみ陽性は男

性0.6%、女性0.4%HBs抗体またはHBc抗体

のみ陽性は男性2.2%、女性2.0%であった。

HBs抗原陽性者は各年齢でほぼ均一に分

布していたが、HCV抗原陽性者およびHBs

抗体またはHBc抗体のみ陽性者は70代を

ピークに分布していた。各診療科別に測定

後の経過を調べたところ、消化器内科への

紹介が少なかったのは眼科(88％)、救命セ

ンター（79％）、循環器内科（85％）であ

った。 

 

D. 考察 

2016年の時点では、HCV抗体やHBVマ

ーカーが陽性でも消化器内科へ紹介されな

い症例が多かった。また、特定の診療科で

紹介率が低いことがわかった。 

 

E. 結論 

2016年時点ではウイルス肝炎マーカー

陽性者の院内紹介率が低いことが示された。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

未発表 
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H. 知的財産権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

   

 

 

 

 

 

  なし 



 
 

－118－ 
 

         厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成29年度 分担研究報告書 

 
 

横浜市の患者掘り起し事業 
－ 肝疾患抽出簡易検査シートの取り組みについて － 

 
研究分担者： 斉藤  聡  横浜市立大学附属病院・肝胆膵消化器病学 
研究協力者： 永井 一毅  永井医院 

研究要旨：C 型肝炎ウイルスは副作用が少なく一定期間の経口薬でウイルス排除が高率に出
来るようになったが、140～200 万に推定される肝炎ウイルス陽性を自覚していない症例や
陽性とわかっても無症状のため受診をしない症例の拾い上げが必要である。現在の問題と
して初期対応を担う、かかりつけ医から専門医への連携が十分といえない点にある。以前、
横浜内科医会のアンケート調査では、軽微な肝機能異常はアルコール性肝障害として経過
観察されていることが判明した。かかりつけ医が肝機能障害を発見した場合、早い段階で
専門医への照会が重要となる。そこで 2016 年度に、横浜内科医会が上記問題を解消すべく、
できる限り簡便な肝疾患抽出シートを作成し会員に配布することで専門医への紹介の機会
が増えるかをまずは内科医に絞って検討した。横浜内科医会 69 施設に配布し 38 施設、84
症例の報告が得られた。このうち HBs 抗原陽性が 2例、HCV 抗体陽性が 1例であった｡2017
年 10 月からはさらに横浜内科医会員以外の施設、346 施設を含めて肝疾患抽出シートを配
布し検討を進めた。 

A. 研究目的 

わが国には約 350 万人の肝炎ウイルスキ

ャリアがいると推定され（厚生労働省）、ウ

イルス肝炎は国民病であると記述されてい

る（肝炎対策基本法前文）。神奈川県内では

C型肝炎のキャリアーは 13-16 万人、患者数

は 8千人が存在すると報告されている（平成

23 年肝炎総合対策についてより）。横浜内科

医会で行ったアンケートでは、非専門医で肝

障害の患者の診療において、肝障害が軽微な

場合、約 40％が肝炎検査や自己抗体測定は

せず、単純性脂肪肝もしくは、アルコール性

肝障害として経過観察されていることが明

らかとなった。 

本研究では、クリニックにおける非専門医

が肝障害患者を診療した場合に肝炎ウイル

ス検査実施状況や測定した肝炎ウイルス陽

性者を、専門医に紹介するシステムを確立し、

肝炎ウイルス陽性者をできるだけ治療の場

にあげることを目的とする。今年度は横浜内

科医会の会員以外の医会員も含め肝疾患抽

出シートを配布し肝炎患者の彫り起こしの

効果について検討した｡ 

B. 研究方法 

2017 年 10 月 1 日から横浜内科医会、横浜

外科医会、横浜消化器内視鏡医会、横浜耳鼻

咽喉科医会の会員の施設にも新規に肝疾患

抽出シートを配布し肝機能障害を認めた患

者において、保険診療適応内での検索を依頼

した。シートに記入後、FAX もしくは郵送に

て返送された。 

病歴聴取・理学所見から、輸血・手術歴、

薬物濫用・入れ墨・ボディピアスがあれば、

横浜市肝炎ウイルス検査（公費負担）を行い、

陽性であれば、その時点で肝臓専門医紹介を

推奨。肝炎検査が陰性であれば、AST（基準

値<31 IU/l）・ALT（基準値<31 IU/l）・γ

-GTP（基準値< 51 IU/l）・ALP（基準値 100- 

325 IU/l）のいずれか一つでも基準値を越え

れば、抗核抗体・IgG・IgA・IgM を測定、IgM

高値であれば、抗ミトコンドリア抗体を測定

することを Flow chart で示し、診断難渋例

を含め、肝臓専門医へ紹介することを推奨し

た。 
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C. 研究結果 

肝疾患抽出シートは外科医会61機関、内視

鏡医会125機関、耳鼻咽喉科医会160機関の計

346施設と内科医会316機関の計662機関に配

布した｡抽出シートに則って症例のFaxを送

付してきたのは3施設で12症例であった。ま

た全て内科医からの報告であった（2018年2

月現在）。現段階では内科以外の施設からは

レスポンスがない｡ 

 

D. 考察 

肝炎患者を掘り起こして治療に繋げるに

は、まずかかりつけ医の意識を高めることが

重要であることはこれまでも述べてきたが、

内科医のみの啓発では不十分である現状が

示された。これまでの是永班の研究では、病

院施設内の検討では内科以外の例えば整形

外科や眼科などでウイルス肝炎の検査など

が行われ、その結果で専門医まで確実にたど

り着くシステムの確立を勧めている。一方か

かりつけ医であるクリニックの眼科などで

は肝炎などの検査は連携している内科に任

せており、自院では行っていない現状がある。

啓発活動を行うにあたり内科医以外をター

ゲットにする場合でも、肝炎ウイルス検査を

行う科の医師をターゲットとしてより効率

良く行う必要がある。今後も横浜市医師会各

医会と連携し、肝疾患抽出シートを普及させ、

適切に肝疾患抽出（掘りおこし）事業に協力

できるとよう体制を確立させることが重要

である。 

現在横浜市内科医会ではかかりつけ医か

らの堀り起こしの事業のみならず、産業医の

協力のもと健診対象者からの掘り起こしも

進めることを検討している。 

 

E. 結論 

ウイルス肝炎の掘り起こしには非専門医

のクリニックの医師たちが簡便に肝炎患者

を見つけ出すための肝疾患抽出シートが有

用である可能性がある。このシステムを内科

医のみならず他の科の医師たちの啓発が急

務であると考える。 

 

F. 健康危険情報 

   特になし 
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H. 知的財産権の出願・登録状況 
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なし 
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なし 

３. その他  
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肝炎ウイルス検査
を受けましょう！

早く見つけて!!

無症状でも知らないうちに肝炎ウイルスに感染
している可能性があります

お問い合わせ先 お住まいの市町村の窓口・お住まいの所管の保健所
愛知県健康福祉部保健医療局健康対策課

TEL 052-954-6626 FAX 052-954-6917
「あいち肝炎ネットワーク」

URL http://www.pref.aichi.jp/kenkotaisaku/kanen/link/link_top.html

Illustrated by TI & YT

まだ受けていない
あなた！

このポスターは厚生労働科学省研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業）「職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の
効率的なフォローアップシステムの開発・実用化に向けた研究」、愛知県、名古屋市、名古屋市立大学で作成されました。

無断複製・転載・配布行為を禁止します

簡単な血液検査を1回受けるだけ！
定期健診などに含まれていないことが多い検査です。
肝炎ウイルス検査は1回受ければ、毎年受ける必要はありません。

年間3万人の方が肝がんで亡くなっています！
放置していると、肝硬変、肝がんになる恐れがあります。
早く見つけて、早く治しましょう。

治療を安く受けられます！
Ｂ型・Ｃ型肝炎の方を対象とした、医療費の助成制度があります。



協会けんぽの健康診断では、生活習慣病予防健診と同時に、
肝炎ウイルス検査を実施しております。

通常2,040円の検査が612円で受けられますので、
ぜひこの機会に受けてください。

協会けんぽにご加入の皆様へ

肝炎ウイルス検査
実施のお知らせ

検査を希望する方は、裏面をご記入の上、
一般健診受診の際に、受付にご提出ください。

肝炎ウイルス検査 実施概要

検査費用：2,040円 612円

申込方法：裏面をご記入ください。

検査方法：
一般健診の採血の際に、同時に採血をします。
特別な検査は必要ありません。

（※）過去にC型肝炎ウイルス検査を受けたことがある方は受診できません。
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被保険者証の記号・番号

生年月日

住所

電話番号

※肝炎ウイルス検査を希望する方のみ、
ご記入の上、生活習慣病予防健診の受診時に、
受付にご提出ください。

肝炎とは…
肝炎は、肝炎ウイルスの感染によっておこる、肝臓の病気です。
肝臓は「沈黙の臓器」と呼ばれ自覚症状が現れにくいため、血
液検査によって早期発見することが必要です。
輸血や手術の経験がない方でも感染している可能性があるため、
一生に一度、受けることをお勧めします。

この検査では、B型肝炎・C型肝炎に感染しているかどうかが分
かります。検査は任意ですが、協会けんぽでは皆様に受けるこ
とをお勧めしております。

今まで受けたことのない方、または受けたかどうかわからない
方は、この機会にぜひ受けてください。

※この検査結果は、受診者自⾝の今後の健診・治療及び保健師等による保健指導（特
定保健指導を含む）・健康相談並びに個⼈が識別されない方法での統計・調査研究に
限り使われます。

健診機関名
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検査を希望する方は、裏面をご記入の上、
一般健診受診の際に、受付にご提出ください。

肝炎ウイルス検査 実施概要

検査費用：2,040円 無料（※）

申込方法：裏面をご記入ください。

検査方法：
一般健診の採血の際に、同時に採血をします。
特別な検査は必要ありません。

（※）今年度一定期間に限り、平成29年度厚生労働省科学研究（職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率
向上と陽性者の効率的なフォローアップシステムの開発・実用化に向けた研究）に協力しているため本来
の自己負担分612円が無料となっております。

（※）過去にC型肝炎ウイルス検査を受けたことがある方は受診できません。
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受付にご提出ください。

肝炎とは…
肝炎は、肝炎ウイルスの感染によっておこる、肝臓の病気です。
肝臓は「沈黙の臓器」と呼ばれ自覚症状が現れにくいため、血
液検査によって早期発見することが必要です。
輸血や手術の経験がない方でも感染している可能性があるため、
一生に一度、受けることをお勧めします。

この検査では、B型肝炎・C型肝炎に感染しているかどうかが分
かります。検査は任意ですが、協会けんぽでは皆様に受けるこ
とをお勧めしております。

今まで受けたことのない方、または受けたかどうかわからない
方は、この機会にぜひ受けてください。

※この検査結果は、受診者自⾝の今後の健診・治療及び保健師等による保健指導（特
定保健指導を含む）・健康相談並びに個⼈が識別されない方法での統計・調査研究に
限り使われます。
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協会けんぽの健康診断では、生活習慣病予防健診と同時に、
肝炎ウイルス検査を実施しております。

通常2,400円の検査が612円で受けられますので、
ぜひこの機会に受けてください。

協会けんぽにご加入の皆様へ

肝炎ウイルス検査
実施のお知らせ

検査を希望する方は、裏面をご記入の上、
一般健診受診の際に、受付にご提出ください。

肝炎ウイルス検査 実施概要

検査費用： 2400円

申込方法：裏面をご記入ください。

検査方法：
一般健診の採血の際に、同時に採血をします。
特別な検査は必要ありません。

※過去に肝炎ウイルス検査を受けたことがある方は受診できません。
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肝炎とは…

肝炎は、肝炎ウイルスの感染によっておこる、肝臓の病気です。
肝臓は「沈黙の臓器」と呼ばれ自覚症状が現れにくいため、血
液検査によって早期発見することが必要です。
輸血や手術の経験がない方でも感染している可能性があるため、
一生に一度、受けることをお勧めします。

この検査では、B型肝炎・C型肝炎に感染しているかどうかが分
かります。検査は任意ですが、協会けんぽでは皆様に受けるこ
とをお勧めしております。

今まで受けたことのない方、または受けたかどうかわからない
方は、この機会にぜひ受けてください。

※この検査結果は、受診者自⾝の今後の健診・治療及び保健師等による保健指導（特
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